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1章　序論

1．1　はじめに

　21世紀に向かって，少子高齢化が進むわが国においては，社会資本の整備においても効

率的な投資が益々重要となってきている．また，地球的な規模での自然破壊の進行等にと

もなう人々の環境への関心の高まりとともに，社会資本の整備に際して環境への配慮がこ

れまで以上に必要となると考えられる．このような中で，社会資本の大きな部分を占める

土木構造物においても，計画，設計，施工，維持管理の各段階において，コストと環境負

荷を小さくしながら，大きな機能を有する構造物を生み出す工夫を行うことが益々重要と

なってくると考えられる．

　土木構造物の設計の面でも，平成7年に発生した兵庫県南部地震により，それまで安全と

考えられていた土木構造物が甚大な被害を被ったことにより，耐震設計の全面的な見直し

が図られた．道路橋では，道路橋示方書の改訂，鉄道構造物では，鉄道構造物等設計標準

（耐震設計）の制定というかたちでまとめられている．従来の震度法による耐震設計では，

地震の影響を加速度から換算した外力として考慮し，構造物の各部材がそれを上回る耐力

を有することを確認するという手法を採用してきた．しかしながら，この方法で兵庫県南

部地震規模の大地震を考慮すると，断面が非常に大きく不経済な構造物が設計されてしま

うため，新しい耐震設計では，耐力を比較するのではなく，地震のエネルギーと構造物の

変形による吸収エネルギーを比較するいわゆるじん性設計を採用することとなった．この

耐震設計法では，構造物の各部材は，変形性能の大きな（しなやかで破壊時の変形の大き

な）ことが設計上有利となる．

　土木構造物を支持する杭についても，これらの要請を満足することが重要であり，その

ためのひとつの提案としてソイルセメント杭がある．ソイルセメント杭は，現地盤の土を

セメントミルクと混ぜて撹枠した改良体の中に芯材を挿入して造成する杭の総称であり，

廃土が少ないため環境への負荷が小さく，建設コストが安価である．また，ソイルセメン

トの剛性がコンクリートに比べて非常に小さいことから，通常のコンクリート杭に比べて

変形性能が大きい杭となるという特性が考えられる．しかし，ソイルセメントはコンクリ

ートに比べて強度が低く，杭材に用いた場合の挙動等にも未解明な部分が多いため，杭体

の設計には考慮されていないのが現状である．

　本研究は，拘束をうけるソイルセメントの強度，変形性能等を詳細に調べることにより，

鋼管で拘束されたソイルセメントを用いた杭の優位性を検証し，実杭への適用を検討する

ものである。また，具体的な杭構造として，ソイルセメントと異形鉄筋を薄肉鋼管で取り

囲む構造をもつソイルセメント杭を提案し，その力学的な特性を解明するとともに，施工

試験，実施工杭の長期計測等を通して，施工法の確立と本構造の信頼性の検証も行ってい

くものとする．
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1．2　研究の目的

　現在までに実用化されているソイルセメント杭としては，ソイルセメント合成鋼管杭工

法等があるが，いずれの工法も単価が高いリブ付き鋼管を芯材に使用するため，工事費が

割高となっている．また，設計上，地盤反力が発揮される面積としては，ソイルセメント

改良体を見込んでいるが，杭体の断面設計，剛性にはソイルセメント改良体を見込まず，

鋼管のみを評価している．これは，造成されるソイルセメントが低強度，不均質であり評

価が難しいこと，複合構造としての検討が十分行われてこなかったことによるものと考え

られる．

　本研究では，ソイルセメントと異形鉄筋を薄肉鋼管で拘束した新しい構造のソイルセメ

ント杭（以下鉄筋・鋼管ソイルセメント杭と呼ぶ）を提案し，その力学的特性を検証する

こと，特に，ソイルセメントの三軸圧縮試験の実施，弾塑性構成式でのモデル化により，

薄肉鋼管一ソイルセメント複合構造の有効性を検証することを目的とする．

　研究のポイントとしては，薄肉鋼管とソイルセメントを複合構造として使うことにより

もともと大きなソイルセメントの変形性能をさらに向上させ，鉄筋コンクリート杭に比べ

て飛躍的に変形性能の大きな杭が実現できるのではないかと考えたことである．そのイメ

ージを図1．2．1に示すが，変形性能が大きいということは，兵庫県南部地震規模の大地震時

の耐震設計においては，耐力ではなく変形による吸収エネルギーの大小によって杭の断面

が決定される（変形性能に優れたしなやかで破壊時の変形の大きな構造が有利となる）た

め，耐震設計上有利となる．特に，杭部材においては地震時の変形が大きくなることは地

盤反力を大きく受けることにつながり，発生断面力を小さく抑えることが可能となり，耐

震設計上さらに有利となると考えられる．

荷重P

鉄筋コンクリート杭

　　　　鉄筋・鋼管ソイルセメ

　　　　ント杭

変位δ

図1．2．1　鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の荷重一変位関係（イメージ）

今までに，ソイルセメント中に異形鉄筋のみを配置し，土留壁等に利用した例はあるが，
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軸力と曲げモーメントが同時に作用する杭として利用した例，異形鉄筋の外側に鋼管を配

してソイルセメントを拘束した例は無いため，実用的な構造として設計するためにも力学

的な性状を明らかにする必要がある．

　杭としての力学的特性を明らかにするには，まず第一に，断面力（軸力，曲げモーメン

ト，せん断力）に対する耐力等の評価とその発生メカニズムの解明，次に，杭体から地盤

への支持力の伝達機構の解明が必要となる．

　本研究では，まず，圧縮試験等の基本的な試験によりソイルセメント等の構成材料の物

性を把握した後，曲げ載荷試験等により設計に必要な力学的特性を調べることとする．次

に，拘束されたソイルセメントの圧縮特性に着目し，詳細に検討することにより，拘束さ

れたソイルセメントを杭材に使用した場合の優位性を検証する．特に，ソイルセメントの

拘束による強度増加等を詳細に調べるために三軸圧縮試験を実施し，弾塑性構成式により

モデル化し，さらに有限要素法を用いたパラメトリックスタディーを行い本構造の有効な

範囲等を検証する．

　杭は，上部構造物からの作用力に対して，鉛直方向，水平方向に支持する機能を持つも

のであり，作用力は，最終的には杭体を通して地盤に伝達されることなる．そのためには，

作用力により発生する断面力に対して杭体が健全であることと，地盤に必要な力を伝達す

ることが必要である．これらの事項については現場載荷試験を中心に検証していくことと

する．なお，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭は，砂質土，粘性土いずれの地盤にも適用は可

能であるが，本研究の部材載荷試験，三軸圧縮試験においては，強度発現の安定した砂質

土を材料とした試験を中心に実施した．

1．3　研究の手順

　本研究では，薄肉鋼管とソイルセメントの複合構造とその構造を杭部材に生かした鉄

筋・鋼管ソイルセメント杭について，以下の手順でその力学的性状を明らかにする．

　1．載荷試験等により，ソイルセメント等の構成材料の性状を調べる．

　2．部材載荷試験により，杭部材として性状を調べる．

　3．杭部材としての評価方法を解明する．

　4．三軸圧縮試験，部材圧縮試験により鋼管で拘束されたソイルセメントの特性を調べ

　　　る．

　5．弾塑性構成式により拘束を受けるソイルセメントの応カーひずみ関係，ダイレイタ

　　　ンシー挙動をモデル化し，三軸圧縮試験，部材圧縮試験の結果を再現する．

　6．FEM解析を用いてパラメトリックスタディーを行い，ソイルセメントを拘束するこ

　　との有効性を検証する．

　7．現場載荷試験により，杭としての地盤への支持力伝達機構を明らかにする．

　8．施工試験等により合理的な施工法を検討するとともに実施工杭の長期計測により，

　　長期的な安定性を検証する．
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　9．設計法を確立するとともに耐震設計等における優位性と実構造物への適用性を検討

　　する．

　これらの研究のフローを図1．3．1に示す．

　各章の構成は，研究の背景，研究の概要，既往の研究等を1章で述べる．2章で鉄筋・鋼

管ソイルセメント杭の構造の概要および施工法について述べる．3章ではソイルセメント等

の杭の構成材料の特性について述べる．4章では本杭の部材としての曲げ特性，圧縮特性等

を部材載荷試験により明らかにする．5章ではソイルセメントの特性，特に拘束されたソイ

ルセメントの圧縮特性について，拘束されていないソイルセメントとの比較を含めて詳細

に述べることとする．6章では地盤中での支持特性を現場載荷試験により明らかにし，実杭

の長期計測により安定性を検証する．7章では，3章から6章の結果から得られた本杭の設計，

施工の考え方について述べるとともに，実構造物へ適用性を検討する．8章では結論として

各章で得られた知見をまとめて述べる．

4章　曲げ試験等の部材載荷試験により基本的な部材

　　　　　　　　特性を把握

　　　　　　　　　↓

4章 ひずみ測定を中心とした繰り返し載荷試験等を

行い，荷重一変位関係等の詳細な部材特性を

把握

3章要素試験、三軸圧縮試験等によりの構成要素の

5章物性を把握

旦
5章三軸圧縮試験結果を弾塑性構成式を用いて再現

6章 現場載荷試験により地盤との相互作用を含
めた杭としての特性（地盤反力係数等）を

旦
5章　　弾塑性構成式を用いた圧縮試験のFEM解析

施工試験等による施工面での実

現性の確認、現場計測による長

期安定性の検証

旦
5章 FEM解析によるパラメトリックスタディー

7章8章
旦

薄肉鋼管一ソイルセメント複合構造の基本原理の検証
と鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の設計・施工法の確立

図1．3．1　研究フロー

1．4　既往の研究

　本研究は，大きく分けると拘束されたソイルセメントの特性に関する研究とその特性を

利用した杭としての部材特性等に関する研究からなる．

　拘束されたソイルセメントの特性に関する研究としては，従来から改良土としてのソイ

ルセメントを対象として三軸圧縮試験を用いた様々な研究がなされてきている．

　小林ら1）2）によるセメントによる混合固結土の三軸圧縮特性の研究，セメント改良土の残

留強度特性等の研究では，粘性土を材料としたセメント改良について圧密排水試験，圧密
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非排水試験を行いその挙動を詳細に調べている．また，砂を材料としたセメント改良土の

三軸圧縮試験については，森ら3）4）によるセメント改良砂質土の変形強度特性，セメント改

良砂質土の三軸圧縮特性等の研究などがある．

　これらの研究は，地盤内の圧力を受けるセメント改良土の強度特性等の把握を目的とし

ており，それほどの高強度の改良を必要としないこともあり，500～2000kN／m　2の比較的

低強度のセメント改良土を対象としている．また，高強度のセメント改良土の三軸圧縮試

験に関する研究としては，谷ら5）による人工軟岩に関する研究がある．

　本研究では拘束されたソイルセメントのモデル化にひずみ軟化型弾塑性構成式をもちい

る．ひずみ軟化型弾塑性構成式については様々な研究が行われてきているが，岡ら6）はひず

み軟化現象は変形の局所化と材料自体の軟化双方に起因すると考え，ひずみ硬化一軟化挙

動を記述できる弾塑性構成式を導き，堆積軟岩等のせん断過程における応カーひずみ関係

ならびにダイレイタンシー挙動をよく表現できることを明らかにしている．

　ソイルセメントの物性全般については，様々な研究がなされているが，DJM工法技術マ

ニュアル7）によくまとめられている．

　ソイルセメント改良体に補強材を配置した構造には，現在までに大きく2っの構造があ

る．ひとつはソイセメント中に軸方向鉄筋と帯鉄筋で構成される鉄筋籠を配置した構造で

ある．もうひとつはソイルセメント中にリブ付き鋼管を配置したいわゆるソイルセメント

合成鋼管杭である．前者は，土留め壁として利用するものであり，主に土圧等の水平力の

みを負担し，鉛直力を支持しない部材に用いられている．

　これらの杭の部材特性に関する研究としては，ソイルセメント中に鉄筋籠を配置した構造

については日比野ら8）9）10）11）によるソイルセメント自立山留め壁に関する研究がなされてい

る．いずれも現場で実際に施工した鉄筋補強したソイルセメント柱の計測，部材試験を行

った結果を述べているが，耐力等の発生メカニズム等については触れていない．また，ソ

イルセメント合成鋼管杭については，部材試験をはじめ，現場載荷試験，解析等により，

杭としての性状はほぼ解明されており，それらの成果はソイルセメント合成鋼管杭工法，

ガンテツパイル工法の一般土木工法・技術審査証明報告書12）にまとめられている．最近の研

究としては，森山ら13）のこれまで考慮していなかったソイルセメントを杭の曲げ剛性に考慮

できるとする研究や，棚村ら14）の後埋設方式の鋼管ソイルセメント杭を用いた鉛直載荷試験

を行い地盤抵抗特性を調べた研究等がある．
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2章　構造概要と施工法

2．1　構造概要

　一般的な場所打ちコンクリート杭は，コンクリート中に軸方向鉄筋と帯鉄筋で構成され

る鉄筋籠が配置される構造である．軸力，曲げモーメントにより発生する引張力，圧縮力

に対して，引張力は，鉄筋で，圧縮力はコンクリートで主に抵抗し，せん断力に対しては，

帯鉄筋，コンクリートで抵抗する．また，地盤への支持力はかぶりコンクリートを介して

地盤に伝達され，周面支持力，周面バネを評価する面は，杭全周であり，先端支持力，先

端バネを評価する面は，杭先端全面である．

　ソイルセメント合成鋼管杭は，ソイルセメント中に付着を確保するためにスパイラル状

にリブを付けた鋼管を配置した構造である．リブについては，外側は鋼管全面に付けてあ

るが，内側は杭先端のみであることが一般的である．軸力，曲げモーメントにより発生す

る引張力に対しては鋼管で，圧縮力に対しては鋼管とソイルセメントで抵抗し，せん断力

は，鋼管とソイルセメントで抵抗する構造と考えられる．しかし，ソイルセメント強度は，

コンクリート杭に用いられるコンクリートの強度に比べて1110以下と弱いこと，鋼管内側

と内部ソイルセメントの付着が切れやすいこと等により，断面耐力，剛性等の算定上は，

ソイルセメントは無視され，いずれも鋼管のみを考慮している．また，地盤への支持力は，

かぶりソイルセメントを介して地盤に伝達されるものとし，周面支持力，周面バネを評価

する面は杭全周とし，先端支持力，先端バネを評価する面は，杭先端全面としている．

　それに対し，本研究の対象とした鉄筋・鋼管ソイルセメント杭は，ソイルセメント中に

異形鉄筋とコルゲート管等の薄肉鋼管を組み合わせた鉄筋籠を配置した構造を持つもので

あり，その構造を上記の2つの既存の場所打ち杭と比較して図2．1．1に示す．また，標準的

な構造を図2．1．2に示す．構造上の最も大きな特徴としては，変形性能の大きな薄肉鋼管で

内部ソイルセメントを拘束していることがあげられる．

　従来からあるソイルセメント中に鉄筋を配置した構造（土留め等に利用）では，内部ソ

イルセメントの拘束が弱いため，大きな断面力が作用する杭には利用できなかった．本杭

では，ソイルセメントや軸方向鉄筋を薄肉鋼管で拘束することにより，ソイルセメントお

よび軸方向鉄筋を軸力，曲げモーメント等に抵抗できる応力材として活用することを可能

とし，耐力等の面で有利な構造として成立させている．また，ソイルセメント合成鋼管杭

に対しても，内部ソイルセメントと異形鉄筋との付着が大きくとれる等の特徴を有するた

め，断面耐力，剛性等を算定する際に，ソイルセメントを考慮することを考えている．

　地盤への支持力は，かぶりソイルセメントを介して伝達し，周面支持力，周面バネは，

杭全周で発揮し，先端支持力，先端バネは，杭先端全面で発揮できる構造とすることを考

えている．
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既存の場所打ち杭

鉄筋コンクリ→検

　フーチング

　または培中章

ンクリ→

N方白餓筋

ソイルセメント合戚鋼管枕

鉄筋・鯛管ソイルセメント杭

フーチング

または均中章

イルセメント

F3000　nVm2租度

臼鉄筋

●管

ゲ→ハ’イブ）

図2ユ．1　既存の場所打ち杭と比較した鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の構造概要

ソイルセメント

軸方向鉄筋

薄肉鋼管

　図2．1．2　鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の標準的な構造（断面図）

2．2　ソイルセメント合成鋼管杭との比較

　既存のソイルセメント杭の代表的な例として，ソイルセメント合成鋼管杭があるが，本

杭の特徴を，ソイルセメント合成鋼管杭との比較で整理すると以下のような項目があげら

れる．

①軸方向鉄筋とソイルセメントの付着力が鋼管内面とソイルセメントの付着力より大き

　　い．
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②薄肉鋼管とソイルセメントの付着力が鋼管外面とソイルセメントの付着力より大きい．

③薄肉鋼管は亜鉛めっき品を用いるため，リブ付き鋼管に比べて耐腐食性が大きい．

④鋼管には，局部座屈が発生するのに対し，薄肉鋼管は，鋼管に比べて軸方向の変形性能

　　が大きく，座屈が発生しにくい．また，軸方向鉄筋も薄肉鋼管に拘束されるため，座屈

　　が発生しにくい．

⑤リブ付き鋼管に比べて，異形鉄筋，薄肉鋼管は汎用性のある材料で，単価が安い．

①については，ソイルセメント合成鋼管杭の鋼管内面はリブのないものが一般的であり，

軸方向鉄筋とソイルセメントの付着力のほうが，鋼管内面とソイルセメントの付着力より

大きくなるため，軸方向鉄筋とソイルセメントの一体性が保たれ，剛性，耐力とも大きく

なると考えられる．

　②については，薄肉鋼管にコルゲート管を使用する場合には，突起の高さが高いことに

より，ソイルセメント合成鋼管杭の鋼管外面（リブ付き）よりもかぶりソイルセメントと

の付着力を大きく発揮できるため，同じソイルセメント強度でより大きな杭周面支持力を

伝達できると考えられる．

　③については，薄肉鋼管に用いるコルゲート管等は亜鉛めっきを施されている製品を用

いることから，かぶりソイルセメントにひびわれが発生しても，内部の薄肉鋼管及びその

内側に位置する軸方向鉄筋の腐食を考慮する必要が無いと考えられる．

　④については，薄肉鋼管にコルゲート管を用いた場合には，断面が波型をしていること

により直管に比べて軸方向に対して飛躍的に変形性能が大きく，軸方向鉄筋も薄肉鋼管の

拘束により，座屈の発生は抑制されるため，鋼材の座屈により，部材の曲げ耐力が決定さ

れることが少ない．それに対し，ソイルセメント合成鋼管杭では，圧縮側の鋼管の局部座

屈により部材の曲げ耐力，変形性能が決定される場合が多い．

　⑤については，ソイルセメント合成鋼管杭に用いるリブ付き鋼管は，特注品であり，普

通鋼管に比べて単価が高い．それに対し，薄肉鋼管として用いるコルゲート管は送水管等

に大量に使用されるもので，単価が安い．また，主鋼材として用いる異形鉄筋の単価は極

めて安い．これらの材料単価の差により，同じ鋼材量を使用した場合に工事費全体で2割

程度の低減となる．

2．3　施工法

　ソイルセメント杭の施工方法としては，ソイルセメント改良体の造成方法および芯材の

配置方法の2つの面で分けることができる．

　ソイルセメント改良体の造成方法としては，大きく分けて機械式撹枠混合工法と高圧噴

射式擾枠混合工法がある．機械式撹枠混合工法は，鋼製の翼を回転させながら固化材と地

盤を撹枠混合する工法であり，高圧噴射式撹枠混合工法は，固化材を高圧噴射しながら回

転させ固化材と地盤を撹拝混合する工法であり，両者には，それぞれの特徴がある．

　ソイルセメント合成鋼管杭等の従来のソイルセメント杭で使用されているのは，機械式
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撹拝混合工法である．これは，機械式撹絆混合工法のほうが，高圧噴射撹絆混合工法より

改良体径を確実に改良することが可能であるためと考えられる．しかしながら，機械式撹

絆混合工法は，高圧噴射撹絆混合工法に比べて施工速度が遅いという欠点があり，このこ

とは，施工時間の増加と工事費の増加にっながっていると考えられる．一方，高圧噴射式

撹絆混合工法は，固化材等の噴射エネルギーで地盤を切削するため地盤の硬軟によって改

良体径が安定しないという欠点があるが，施工速度が早いという利点がある．

　本研究では，両工法のメリットを併せ持つ交差噴流式撹絆混合工法により改良体を造成

する施工法を採用することとする．この工法は，写真2．3．1に示すように高圧噴射を従来の

水平ではなく斜めに交差して噴射し，その交点で地盤を切削，撹絆するものであり，内側

では，機械式撹絆翼で同時に撹｝牛混合する機構をもつものである．そのため，噴射の交点

で確実な改良体径を確保すること

ができ，施工速度も早いという特

徴がある．

　芯材の配置方法としては，改良

体の造成と同時に配置する方法と，

改良体造成後，配置する方法があ

る．前者は，改良機械の機構等が

複雑となるが，確実に芯材を配置

することができるというメリット

がある．一方，後者は，改良機械

の改造等は必要としないが，改良

体の硬さによって配置が不可能に

なる等の危険性を伴う．施工試験

では両工法を比較することとした

が，結果的には，より施工性の高

い前者を選ぶこととした．

　本杭では図2．3．1に示すような交

写真2．3．1　交差噴流式撹拝混合工法の概要

差噴流式撹絆混合工法により改良体を造成しながら，芯材（薄肉鋼管と軸方向鉄筋）を同

時に配置する工法を採用することとした．また，撹絆混合は芯材を下降させながら杭体全

体を改良し，芯材を所定の位置に設置した後，撹絆翼を上昇させながら薄肉鋼管内部のみ

を撹絆混合し，改良体を造成することとした．ここで，固化材の単位時間あたりの噴射量

は一定としているため，薄肉鋼管内部は，2回撹持混合される上に固化材の添加量も多く強

度が大きなソイルセメントが造成される．また，撹拝翼上昇時には薄肉鋼管内部のみで撹

拝混合が行われるため，均質で強度の大きなソイルセメントが造成されると考えられる．

従って，本施工法は薄肉鋼管内部のソイルセメントを設計に取り入れることを目指してい

る本杭にとって非常に有利な施工法と考えられる．
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交没噴慶血寛捧栢竃
コルゲートパイプ阿時堪殴庖工日

国
図2．3．1　交差噴流式撹枠混合工法を用いた芯材同時埋設施工の概要

　2．4　まとめ

　鉄筋・鋼管ソイルセメント杭は，2．1に示したように特異な構造を持つソイルセメント杭

であり，その構成材料の特性から2．2に示したような様々な特徴を有していることが予想さ

れる．このことは，3章から5章で検証していくこととする．また，施工法については，交

差噴流式撹枠混合工法という今までのソイルセメント杭には採用されていない工法を用い

ることにより，本杭の特徴を最大限に引き出すことのできるのではないかと考えられる．

このことについては，6章で検証していくこととする．

10



3章　構成材料の特性

3．1　はじめに

　鉄筋・鋼管ソイルセメント杭は，ソイルセメント，鉄筋，薄肉鋼管の複合構造であるた

めその力学的な特性を明らかにするためには，それぞれの構成材料の応カーひずみ関係等

を明らかにする必要がある．特に本杭では，ソイルセメントを杭体の材料として評価する

ことを考えており，そのため，ソイルセメントの応カーひずみ関係を載荷試験により詳細

に検討した．

一方，軸方向鉄筋の応カーひずみ関係については，既に知られているため，既知の関係

を用いれば十分であり，薄肉鋼管の応カーひずみ関係については，圧縮試験，有限要素解

析により求めることとした．また，引張力作用時のソイルセメントと軸方向鉄筋の一体性

を確保するためには両者の付着特性を知ることが重要であり，引き抜き試験により付着特

性を検討した．

3．2　ソイルセメントの特性

　ソイルセメントは，現地盤の土砂とセメントミルクを混合して生成されるため，現地盤

の土砂の種類によって様々な特性を示す．そのため，実際の施工に際しては，現地盤の土

砂を採取し試験練りを行って，セメントの種類や配合等を決定することとなる．

　ソイルセメントの圧縮・引張特性の基準となる指標が圧縮強度である．圧縮強度は，骨

材となる土砂の性質に大きく依存する．一般的に現地盤の土砂は，砂質土と粘性土に分け

られるが，粘性土の中でも，腐食土，ロームは，高い圧縮強度が得られにくく，砂質土と

りわけレキ質土は高い圧縮強度が得られやすい．圧縮強度として最も一般的に用いられる

のが一軸圧縮強度である．ソイルセメントの一軸圧縮強度は，100kN／m2～10000kN／m2以

上とばらつきがあるが，土質に応じてセメントの種類を選定し，その添加量を増やすこと

により2000～10000kN／m2の比較的高い一軸圧縮強度を持つソイルセメントを造成でき

る．本杭では，このような高い一軸圧縮強度を持つソイルセメントを用いることとした．

　ソイルセメントの圧縮・引張特性には，圧縮強度，弾性係数，破壊ひずみ等がある．こ

れらの特性は，ほぼ明らかにされている．また，応カーひずみ関係についての研究も進ん

できている．鉄筋・鋼管ソイルセメント杭では，ソイルセメントが鋼管中に拘束されてい

るため，拘束の影響でソイルセメントの圧縮・引張特性が変わることも考えられるが，拘

束されたソイルセメントの応カーひずみ関係については未解明な部分が多い．

　ここでは実際の杭部材と同じ薄肉鋼管で拘束された状態での挙動を調べることとする．

3．2．2では，一軸圧縮試験，引張割裂試験により無拘束の状態でのソイルセメントの応カー

ひずみ関係等を，3．2．3では，鋼管で拘束した状態での圧縮試験と曲げ試験により，拘束状

態でのソイルセメントの応カーひずみ関係等を求めた．

　また，本研究では，ソイルセメントを構造体として扱うため，4章以降で述べる部材載荷
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実験では，ソイルセメントのひずみをひずみゲージで計測する．ところが，ソイルセメン

トのような強度の低い材料では，ひずみゲージの計測により得られる局所的なひずみが，

全体ひずみとどのような関係にあるかは不明である．そのため，3．2．1では，ひずみゲージ

を取り付けた試験体の一軸圧縮試験を行い，ひずみゲージにより計測される局所的なひず

みと変位計により計測される全体ひずみの比較を行った．

3．2．1　ソイルセメントー軸圧縮試験におけるひずみ計測値への計測法の影響

　ソイルセメントは，土とコンクリートの中間的な強度を有するため，圧縮特性について

も両方の特性の中間的な性質を持つものと考えられる．

　既往の研究では，地盤改良として生成されるソイルセメントの圧縮特性は，土の圧縮試

験に準じて試験を行い整理されている．従って，変形にっいては，試験体全体の平均的な

ひずみを扱っているのが一般的である．

　本研究では，ソイルセメントを杭部材の構成要素として扱うため，部材載荷試験等では，

ソイルセメントに埋め込んだひずみゲージを使用してソイルセメントの局所的なひずみを

計測する．コンクリートのような強度が高く均質性も高い材料では，局所的なひずみと全

体ひずみはほぼ一致すると考えられるが，ソイルセメントについては，両者が一致するか

どうかは不明である．そこで，以下に示す試験により，ソイルセメントのひずみの圧縮特

性に対するひずみの計測法の違いによる影響を調べた．

　直径50mm，高さ100mmの試験体を作成し，一軸圧縮試験を行った．ひずみの計測につい

ては，側面に貼り付けたひずみゲージ（ゲージ長さ3mm～60mm）により局所的なひずみ

を計測し，全体ひずみは，載荷板間隔を計測して試験体の高さの変化量を求め，試験体の

高さで割って算出した．試験体数は26個とし，一軸圧縮強度は3170～4090kN／m2とした．

試験体の諸元を表3．2．1に示す．

　比較試験の状況を写真32．1に示す．試験結果（荷重一ひずみ曲線）の一例を図3．2．1に示

す．この試験体20では，3mmと60mmのひずみゲージを取り付けている．60mmのゲージ

のほうが3mmのゲージよりもやや大きなひずみを得られているが，両方のゲージとも，載

荷板の変位から求まる全体ひずみよりかなり小さくなった．この傾向は他の一軸圧縮試験

においても同様であり，載荷板の変位から求まる全体ひずみがひずみゲージで計測した局

所的なひずみより大きく計測されることがわかった．

　次に，これらの関係を数値的に表すため，試験体ごとに載荷板の変位から求めた全体ひ

ずみとひずみゲージで計測した局所的なひずみの比率を図3．2．2に示した．図3．2．2からわか

るように計測が安定するひずみ（変位計によるひずみ計測値で0．002以上）では，両者の比

率は3．0～4．0程度となり，ひずみゲージが60mmと長い試験体3ではさらに大きなひずみに

なるとその比率は2．0程度まで低下することがわかる．これは，ソイルセメントは低強度で，

均質性も低い材料であるため，載荷初期には弱点となる部分に局所的なひずみが集中し，

載荷が進むにつれて弱点が押しつぶされ全体ひずみが増大してくることによると考えられ
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る．

っまり，大きなひずみが発生する部分がひずみ

ゲージにかかっていない場合には，全体のひずみ

が増大していっても，ひずみゲージの計測値には

現れないため，弱点となる一部分のひずみが全体

のひずみに大きな影響を与えるためであると考

えられる．このことは，図3．2．1において長いゲ

ージで計測したひずみのほうが，短いゲージで計

測したひずみより，載荷板の変位から算定したひ

ずみに近いことからも推定される．

　次に，この荷重一変位曲線の違いを，初期の変

形係数Eso，最大荷重時のひずみEcのパラメー

タで分析する．

全体変

短いゲージ

3mm

5㎜
10mm

ジチ㎜嵐60

表3．2．1　一軸圧縮試験体諸元

試験体番号
一軸圧縮強度
@　（kN／m2）

取付けゲージ長
@　　　（mm）

1 3177 5

2 3908 5

3 3785 60

4 3836 60

5 3202 5

6 4003 60

7 2985 10

8 4005 10

9 3576 10

10 3991 60

11 3453 5

12 3910 10．60

13 3458 10

14 3338 5．60

15 3469 5

16 4051 5．60

17 3540 5

18 3757 5．60

19 3623 10

20 3939 3．60

21 3883 5

22 3793 5

23 4087 5

24 3859 5．60

25 3835 5．60

26 3782 5．60

写真3．2．1　ソイルセメントのひずみ計測法による比較試験概要
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図3．2．1応力度一ひずみ関係の例（試験体20）
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図3．2．2　ひずみ計測値の比と変位計

　　　　計測ひずみの関係
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（1）初期の変形係数

　初期の変形係数については，最大荷重の1／2の載荷重における割線勾配」烏oとした．、酷oに

ついて，測定長さ（ひずみゲージの場合にはひずみゲージ長さ，変位計の場合には試験体

高さ100mm）と算定値の関係を図3．2．3に示す．また，変位計計測値から求めた算定値とひ

ずみゲージ計測値から求めた算定値の関係を図3．2．4に示す．

　図3．2．3からわかるように変位計の計測値から求めた変形係数に比べてひずみゲージの計

測値から求めた値は大きく，その比は，60mmゲージの場合で3～4倍，5～10mmゲージの

場合で4～6倍となっている．図3．2．4によれば，それらを平均すると約5倍となる．また，

それぞれの値は，平均するとひずみゲージの計測値から求めた、臨oで一軸圧縮強度の1500

倍，変位計測値から求めたEsoで340倍となり，後者は，既往の研究における一軸圧縮強度

に対する倍率（DJM技術マニュ

アルで50～200倍，ガンテツパイ

ル技術審査で500倍）に近い．Eso

を計算するひずみ領域は，1000

～2000μ程度と低いため，計測

法によるひずみの測定値の差が

大きくなっていると考えられる．

　以上のことから，ひずみゲージ

で測定される局所的なひずみか

ら算定した初期変形係数」脇〆ま，

全体ひずみから算定される初期

変形係数」烏oの5倍程度となると

考えられる．

　（2）最大荷重時ひずみ

最大荷重時のひずみε、につい

て，載荷板変位から算定したひず

みとひずみゲージで計測したひ

ずみの関係を図3．2．5に示す．

　ひずみゲージで計測したひず

みより求めた値が，載荷板変位か

ら算定したひずみにより求めた

値より小さく，平均すると約0．33

倍となる．これは，先述したよう

にひずみが大きくなると両者の

ひずみ測定値が3倍程度となる

ことと一致する．また，それぞれ

　10000

　　9000

　　8000
乍7。。。

ミ・…

遣　5000

　　4000
注　3000

　　2000

　　1000

　　　0
　　　　0．0　　　　20．0　　　40．0　　　60．0　　　80．0　　　100．0　　120．0

　　　　　　　　　　測定長さ（mm）

図3．2．3　測定長さと算定される初期変形係数E50の関係

0

oooo1

0090

0

2000　　　　　　4000　　　　　　6000　　　　　　8000

　　載荷板変位より算定ε図（MN／m2）

10000

図3．2．4　ひずみ測定法による変形係数E50算定値の比較
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の値は，平均するとひずみゲージ

の計測値から求めたε、で1758μ，

変位計測値から求めたε、で5305

μとなり，後者は，既往の研究

（DJM技術マニュアルで5000～

20000μ）に近い．これらのことか

ら最大荷重時のひずみε、は，ひず

みゲージで計測した場合には，全

体ひずみの1／3程度となっている

と考えられる．

　10000

　9000
三

　8000百

Q7°°°

曇6°°°

弐5°°°

1　4000
t・…

b　2000

　1000
　　　0
　　　0　　　　　2000　　　　4000　　　　6000　　　　8000　　　10000

　　　　　　　　変位計より算定εc（μ）

図3．2．5　ひずみ測定法による最大荷重時ひずみ

　　　　ε。算定値の比較

3．2．2　無拘束状態でのソイルセメントの圧縮・引張特性

　無拘束状態でのソイルセメントの基本的な特性を調べるために，はじめに，同じ配合の

試験体を用いて，一軸圧縮試験および引張割裂試験を行い，圧縮特性，引張特性の比較を

行った．なお，引張割裂試験は，JISA1113に基づきコンクリート試験と同様に行い，ひず

みは，ひずみゲージを用いて計測している．そのため，全体変形に関する特性は3．2．2で述

べた計測法の影響を考慮する必要がある．

　配合A（一軸圧縮強度5000kN／m2），配合B（一軸圧縮強度2400kN／m2），配合C（一軸

圧縮強度1600kN／m2）の3つの強度で，両試験を行い，それらの応カーひずみ関係を図

3．2．6，図3．2．7，図3．2．8に示した．これらの試験結果より，以下のようなことがわかる．

（NE＼豆）楓

一1

圧縮試験体1

圧塙試験体2

引彊試験体1

°引彊試験体2

ひずみ（μ）

図3．2．6　ソイルセメント応力度一ひずみ関係（一軸圧縮強度5000kNlm2）
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一1

一圧縮M験体1
一圧縮賦験体2
一圧縮賦験体ξ
…引彊試験体1

－一・ �ｮ試験体2
－・@引強試験体3

ひずみ（μ）

図3．2．7　ソイルセメント応力度一ひずみ関係（’軸圧縮強度2400kNlm2）

（～E＼≡

一1

一圧縮試験体1
一圧縮試験体2
　　引張賦験体1
…　　　引張試験体2

一引張試験体3

ひずみ〔μ）

図3．2．8　ソイルセメント応力度一ひずみ関係（．一’軸圧縮強度1600kN／m2）

（1）　引張強度

　引張強度σtは，コンクリートの場合には一軸圧縮強度の10％程度となるごとが知られて

いる．ソイルセメントの場合にも，DJM技術マニュアルによれば10～20％程度となるとさ

れている．本試験でも一軸圧縮強度の15～20％となった．

（2）変形係数

　圧縮に対する変形係数E50は，既往の研究では，一軸圧縮強度の500倍または50～200倍

とされている．本試験では，一軸圧縮強度の1000～1500倍と既往の研究と比べて2～5倍も

大きな値となった，これは，3．2．1で述べた計測法の違い（既往の研究では，土の一軸圧縮

試験に準じて全体ひずみを計測しているのに対し，本試験では長さ3～6cmのひずみゲ

16



一ジを用いて局所的なひずみを計測していること）による影響によるものであり，その影

響を考慮するとほぼ既往の研究の値に等しいと考えられる．

　引張に対する変形係数E50は，本試験では，一軸圧縮強度の700～1900倍となり，圧縮に

対する変形係数とほぼ同程度であることがわかった．

（3）最大荷重時ひずみおよび破壊ひずみ

　圧縮については，最大荷重時ひずみε、は，1500μ程度であり，その後，応力度は漸減

しながらひずみが増大し，2000～2500μのひずみで破壊している．両者の比率は1．33～

1。66である．

　圧縮破壊ひずみは，既往の研究では，圧縮強度が高くなるほど小さくなるとされており，

2000～5000kN／m2程度では，7000～10000μ程度とされている．本試験では，圧縮強度

との相関は明確には表れていないが，この値より小さく，ひずみ計測法の違いの影響によ

るものであり，その影響を考慮するとほぼ既往の研究の値に等しいと考えられる．

　引張については，降伏ひずみは，200～300μであり，その後，ひずみの増大は少なく，

300～700μのひずみで破壊する．引張力に対しては，降伏後，ひずみの伸びはほとんど期

待できないことがわかる．

（4）まとめ

　（1）～（3）の結果から3．2．1で述べ

たひずみ計測法の違いを考慮する

と，ひずみを全体ひずみで評価し

た場合の無拘束状態のソイルセメ

ントの応力度一ひずみ関係は図

3．2．9で仮定できる．これは，載荷

試験で計測されたひずみを初期ひ

ずみ領域で5倍程度，それより大き

なひずみ領域で2倍程度割り増し

て近似したものである．

　この応カーひずみ関係によれば，

一軸圧縮強度にかかわらず圧縮側

最大荷重時ひずみε、は2700μ，破

壊ひずみは4050μとなり，引張側

破壊ひずみεtは400μとなる．た

だし，この時のソイルセメの一軸

圧縮強度は1600～5000kN／m2と

する

σ

σc

0．8σc 。砥i

0．5σc

εt E，ニ5・・σ1
ε

・＝5σ・i εc 1．5εc

t＝0．2σc

図3．2．9ソイルセメントの応力度一ひずみ関係（無拘束）
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3．2．3　拘束状態でのソイルセメントの圧縮・引張特性

　拘束状態でのソイルセメントの応カーひずみ関係（圧縮側）を調べるために3種類の圧

縮試験を，同じく引張側を調べるために曲げ載荷を行った．これらの概要を図3．2．10に示

す．

　圧縮試験については，圧縮試験A～Cを行ったが，圧縮試験Aは，薄肉鋼管で拘束した状

態でソイルセメントだけを圧縮する試験であり，薄肉鋼管には薄肉鋼管とソイルセメント

間の摩擦力以上の軸方向力は作用せず，薄肉鋼管の周方向変形に応じた拘束圧がソイルセ

メントに作用した状態での圧縮試験となっている．圧縮試験Bは，ソイルセメントとそれを

拘束する薄肉鋼管を同時に圧縮する試験であり，薄肉鋼管には軸方向圧縮力が作用する．

圧縮試験Cは，ソイルセメントとそれを拘束する薄肉鋼管，および軸方向鉄筋を同時に圧縮

する試験であり，軸方向鉄筋の影響等を知ることができる．拘束状態でのソイルセメント

の応カーひずみ関係（圧縮側）を詳細に調べるためには圧縮試験Aが最も有効であると考え

られる．

　引張側のソイルセメントの応カーひずみ関係を調べるためには，薄肉鋼管で拘束した状

態で単純引張試験を行う必要があるが，試験の実施が難しいため，ここでは曲げ載荷試験

の引張側ソイルセメントの計測値を用いて応カーひずみ関係を調べた．

圧　縮

㌻　　　　　　’｛　げ

@　　　／～1
ず　、　　“’

，　．7㌧．∵・∵
ピ．　　　　　　　‘　　　　　）

　　畜
@　　　傷
¥イルセメント

t

、

、

圧縮試験A

薄肉鋼管

圧　縮

管

圧縮試験B

薄肉鋼管

圧　縮

管

圧縮試験C

方向鉄筋

薄肉鋼管

載　荷

▼ ▼

曲げ載荷試験

図3．2．10　拘束されたソイルセメントの応カーひずみ関係を調べるために実施した試験概要
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（1）圧縮試験A

　拘束状態と無拘束状態での圧縮特性を比較するために，最も基本的な試験として圧縮試

験Aを行った．拘束状態の試験としては，鋼製モールド管で周囲を拘束した径100mm，高

さ200mmの円筒形の試験体に上下からモールド管より若干小さな載荷板で圧縮して行っ

た．モールド管には，鉛直水平方向にひずみゲージを取り付け，モールド管に作用する応

力を計算した．なお，モールド管の厚さは0．28mmであるため，ソイルセメント径に対する

比率は，0．28％であり，実杭（直径800mm，薄肉鋼管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ00mm厚1．6mm，比率0．2％）の拘束状態をほぼ再現してい

ると考えられる．無拘束状態の試験体は，径100mm，

高さ200mmの試験体を用いて，通常の一軸圧縮試験を

行った．試験体側面には，長さ6cmのひずみゲージを

取り付け軸方向のひずみを計測した．

　試験の概要を図3．2．11に示す．ソイルセメント配合

を変化させ，一軸圧縮強度で2300kN／m2，3800k

N／m2，5300kN／m2とした．拘束状態，無拘束状態で

の両試験での応カーひずみ関係を図3．2．12に示す．軸　§

方向圧縮ひずみは，上下載荷板間隔の変化量を試験体　ヨ

高さで割って算出し，応力度は，載荷重を試験体断面

積で割って算出している．拘束状態の試験における応

力度は，モールド管に発生している軸方向圧縮力を鉛

直方向ひずみゲージの計測値から算定し，載荷重か

ら指し引いて計算している．

”oi

一φ

薄肉m管《有り．無し｝

イルセメントひずみ針測

肉鯖管ひずみ計測

舶直、水平）

ソイルセメント

図3．2．11　圧縮試験A概要図
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図3．2．12（a）応力度一ひずみ関係（一軸圧縮強度2300kNlm2）
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図3．2．12（b）応力度一ひずみ関係（一軸圧縮強度3800kNlm2）
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．12（c）応力度一ひずみ関係（一軸圧縮強度5300kN／m2）　

．2．12から以下のようなことがわかる．①

の変形係数は，一軸圧縮強度が高いほど大きくなるが，拘束による影響は明確に　

みられない．また，一軸圧縮強度の違いによる明確な差はみられない．②

応力度発生時のひずみε、は，無拘束の場合には軸方向ひずみ4000～6000μであ　

が，拘束された場合には10000～12000μと2倍程度大きくなる．また，ε，は一軸　

縮強度が高いほど大きくなる．③

応力度発生時以降については，無拘束の場合には急激に応力度が減少するが，拘　

された場合には急激な応力度の低下はみられず，軸方向ひずみ10000μ以上までひ　

みが伸びる．応力度の低下も緩やかに起こり，一軸圧縮強度5300kN／m2の場合に　

20000μ以上の軸ひずみまで無拘束状態での一軸圧縮強度以上の応力度を維持す　

．最大応力度については，無拘束の場合に比べて，拘束された場合には，20～50％　

大し，その増大量は一軸圧縮強度が高いほど大きくなる．　

験体のソイルセメント軸ひずみとモールド管による拘束圧の関係を図3．2．13（a）に示す

こで，拘束圧はモールド管の周方向ひずみの計測値から式（3．2．1）により求めた．σ

＝　　Em・Em・2　t／d（ ．1）こ

，σ3　：拘束圧（kNlm2）　

　Em　：モールド管の周方向ひずみ　

　Em　：モールド管の変形係数（2．06×108　k　N／m2）　

　t　　モールド管厚（0．28mm）　

　d　　：試験体直径　（100mm）　

．2．13（a）より軸ひずみ4000～6000μでは一軸圧縮強度が低いほど大きな拘束圧が発生

おり，軸ひずみ8000～12000μでは逆に一軸圧縮強度が高いほど大きな拘束圧が発生

いる．これは，ソイルセメントのボアソン比が一軸圧縮強度が低いほど大きいため，小

軸ひずみでは一軸圧縮強度が低いほど体積収縮量が小さくなり拘束圧は大きくなる2



が，軸ひずみが大きくなるに従いダイレイタンシーが体積変化に影響してくることが原因

ではないかと考えられる．
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図3．2．13（b）　ソイルセメント軸ひずみと拘束圧／軸方向圧縮応力の関係

　ソイルセメント軸ひずみと軸方向圧縮力に対する拘束圧の比の関係を図32．13（b）に示す

が，同じソイルセメント軸ひずみの場合には，一軸圧縮強度が高いほど軸方向圧縮力に対

する拘束圧の比が小さくなることがわかる．これは，一軸圧縮強度が高いほど変形係数が

大きくなるため，同じ軸ひずみのときの軸方向圧縮力が大きくなり，軸方向圧縮力に対す

る拘束圧の比は小さくなるためであると考えられる．

　薄肉鋼管で拘束した場合の拘束圧は，ダイレイタンシーの影響が無い範囲では軸方向圧

21



縮応力，ソイルセメントのボアソン比，試験体半径に対する薄肉鋼管厚比およびソイルセ

メントに対する薄肉鋼管の変形係数比に比例すると考え，式（3．2．2）で計算される拘束圧と

試験から得られた拘束圧の比較を図32．14に示した．
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σ3　＝　α・の・v・sc・（2　t／dリ’（EaSsO （3．2．2）

ここで，σ3

　　　　α

　　　　01

　　　　v　sc

　　　　t

　　　　d

　　　　Es

　　　　E．

：拘束圧（kN／m2）

：補正係数（0．45）

：軸圧縮応力（kN／m2）

ソイルセメントのボアソン比（5章で述べる三軸圧

縮試験の結果より一軸圧縮強度2300kN／m2の場合

0．3，一軸圧縮強度3800kN／m2の場合0．25，一軸圧

縮強度5300kN／m2の場合0．2とした）

：薄肉鋼管厚（0．28mm）

：試験体直径（100mm）

：薄肉鋼管の変形係数

：ソイルセメントの変形係数（一軸圧縮強度の500倍）

　図3．2．14から5000μ以下の小さなひずみでは式（3．2．2）で拘束圧を精度よく計算できるこ

とがわかる．ソイルセメントー軸圧縮強度が2300kN／m2の場合には，拘束圧は軸方向圧縮

力の6．6％，同じく3800kN／m2の場合には，拘束圧は軸方向圧縮力の4．0％，同じく5300

kN／m2の場合には，拘束圧は軸方向圧縮力の2．9％の割合で発生することとなり，薄肉鋼管

の厚さが同じ場合には，ソイルセメントの一軸圧縮強度が低いほど軸方向圧縮力に対する

拘束圧は大きくなることがわかる．これは，図32．13（b）において拘束圧／軸圧縮応力の値

が5000μ以下のひずみではほぼ一定であり，一軸圧縮強度が小さいほどその値が大きくな

ることとも一致する．ただし，ダイレイタンシーが体積変化に影響してくる大きなひずみ

では，式（3．2．2）のような軸圧縮応力に比例する式では拘束圧は表現できないと考えられる．

（2）圧縮試験B

　薄肉鋼管で拘束されたソイルセメントの強度増加は，圧

縮試験により，ソイルセメントの圧縮耐力を調べればよい．

ここでは，4章で詳述する部材圧縮試験シリーズA中の砂

質土を材料とした軸方向鉄筋の無い試験を取り出し，圧縮

試験Bとしてソイルセメントの強度増加を調べた．

　試験の概要としては，図3．2．15に示すような直径

300mm，高さ600mmの薄肉鋼管中にソイルセメントを打

設した試験体に鉛直載荷を行うものである．拘束効果の大

小を比較するため，薄肉鋼管には厚さの異なる2種類の

管（写真3．4．1参照）を用いて薄肉鋼管比（薄肉鋼管の厚

さ×2／試験体直径）を変化させた．また，ソイルセメン

已○

ε

日

ooo

薄肉鋼管

ソ郁セメント

図3．2．15圧縮試験B概要
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トー軸圧縮強度については，2220～2400kN／m2とした．試験体の諸元は，表3．2．2に示す通

りである．なお，薄肉鋼管の種類については3．4で詳述するが，コルゲート管は波型の薄板

を加工した半割管をつき合わせたものであり，スパイラル管は帯状の薄板をスパイラル形

状で接合したものである．

表3．2．2　圧縮試験B試験体諸元

試験体番号

薄肉鋼管

@種類
薄肉鋼管比
@　（％） 骨材

ソイルセメント

[軸圧縮強度
@（kN／m2）

試験体1～3 コルケ㌧ト管 1．　1 砂質土 2220
試験体4 スパイラル管A 0．3 砂質土 2400

　載荷試験の最大荷重より求め

た圧縮耐力試験値，ソイルセメン

トの一軸圧縮強度に試験体断面

積をかけて計算した値，およびそ

の比率を表3．2．3にまとめた．な

お，計算値には薄肉鋼管がコルゲ

ート管の場合には，後述する圧縮

試験による応カーひずみ関係か

ら計算した耐力（30kN）を加え

ている．スパイラル管の場合には

耐力がきわめて小さいため無視

した．

　試験から得られた圧縮耐力は，

表3．2．3　圧縮試験B試験結果（圧縮耐力）

試験体番号
圧縮耐力（kN）

①／②

試験値① 計算値②

試験体1 242 187 129

試験体2 260 187 1．39

試験体3 278 187 1．48

試験体4 269 170 1．58

　　　　　　　　　　　　　　　一軸圧縮強度から計算した値に対して1．29～1．58倍の圧

縮耐力を発揮することがわかった，これは，圧縮試験Aで得られた拘束によるソイルセメン

トの強度増加とも一致するものである．

　次に，載荷版間隔の計測値から算出した試験体の軸ひずみと載荷重から薄肉鋼管負担力

を差し引いた値を試験体断面積で割って算出した軸方向圧縮応力度の関係を試験体1～4に

ついて図3．2．16に示す．また，初期変形係数E50等の値を表3．2．4に示す．これらの図，表か

ら薄肉鋼管で拘束されたソイルセメントは，以下のような応カーひずみ関係で示すことが

わかる．

　①初期変形係数E5・は，既往の研究における一軸圧縮強度の200～300倍とほぼ同等で

　　　ある．

　②最大応力度は，一軸圧縮強度の30％増となる．

　③最大応力度発生時の軸ひずみは30000μ以上，破壊ひずみは，50000μ以上と非常に

　　　大きくなる．
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表32．4　圧縮試験Bひずみ等計測結果

試験体

ﾔ号
変形係数E50

iMN／m2）

変形係数E50／一軸圧縮強度 最大応力度時
ﾐずみ（μ）

最大応力度

ikNlm2）

最大応力度／一軸圧縮強度 破壊ひずみ

@（μ）

試験体1 546 248 44267 2322 1，046 54485

試験体2 578 263 41708 2570 1．　158 70305

試験体3 650 295 39916 2853 1，286 61854

試験体4 415 135 46392 3773 1，572 60270

（3）圧縮試験C

　薄肉鋼管の拘束によるソイルセメントの応力度一ひずみ関係への評価するためには，ソ

イルセメントに発生するひずみとソイルセメントに作用する応力度を正確に調べる必要が

ある．ここでは，4章で詳述する部材圧縮試験シリーズB中の試験体16～19を，圧縮試験C

としてソイルセメントの応力度一ひずみ関係を調べた．

　試験の概要は，図3．2．17に示す通りであり，試験体の諸元は，表3．2．5に示す通りである．

試験体16，17は，薄肉鋼管で拘束した試験体である．試験体18，19は，薄肉鋼管の無い試

験体で拘束効果は無い．また，試験体外周部は地盤の拘束を模擬するために厚さ1mmのボ

イド管（ボール紙製）で巻くこととした．載荷は，鉛直方向に繰り返し載荷で行い，計測

項目としては，荷重，載荷点変位のほかに4分点とした3断面で軸方向鉄筋ひずみ（4本）

とソイルセメントひずみ（断面中心）の計測を行った．

　上中下各断面でのソイルセメントのひずみと応力度の関係を図32．18～図3221に示す．
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ここで，応力度は，載荷重から各断面におけ

る鉄筋が負担する応力（鉄筋ひずみから算出）

を差し引き，ソイルセメント断面積で割って

算出した．

　図32．18～図3．2．21からわかるように無拘

束状態のソイルセメントは，1000μ以下のひ

ずみで急激に応力度が低下するのに対し，拘

束状態のソイルセメントは，3000μ以上まで

応力度を保ったままひずみが伸びている．拘

束状態であっても試験体16の上断面では，

1500μで応力度が低下しているが，これは，

薄肉鋼管が軸方向鉄筋を拘束しきれなくなり，

座屈したことにともなうものと考えられる．

　変形係数E50，降伏ひずみ，降伏応力度，破

壊ひずみを各試験体，各断面毎に表3．2．6にま

とめた．変形係数は，拘束による影響はほと

んどみられず，一軸圧縮強度の500～1800倍

程度となった．最大応力度時のひずみは，拘

／イド管（t＝lm）

薄肉鋼管（有り，無し）

ムソイルセメントひずみ計測点

■軸方向鉄筋ひずみ欄点

図3．2．17圧縮試験C概要

表32．5　圧縮試験C試験体諸元

試験体番号 薄肉鋼管種類 薄肉鋼管比 軸方向鉄筋 軸方向鉄筋比（％）
骨材 一軸圧縮強度

@（kN／m2）

砂

試験体16 スパイラル管A 0．3 DlO－12本 】．2 質 1920
土

砂

試験体17 スパイラル管A 0．3 D10－12本 1．2 質 4300
土

砂

試験体18 一 一 D10－12本 1．2 質 1990
土

砂

試験体19 一 一 DlO－12本 1．2 質 4860
土

束状態の試験では，　1300～2400μとなったのに対し，無拘束の試験では，450～1150μ

となり，破壊ひずみは，拘束状態の試験では試験体16の上断面を除いて最大応力度時のひ

ずみの1．5倍以上となったが，無拘束の試験では，最大応力度時のひずみと変わらない結果

となった．最大応力度については，拘束状態の試験では一軸圧縮強度より20％以上増加し

たが，無拘束の試験では，鉄筋の座屈により一軸圧縮強度以下となった．ただし，圧縮試

験Cでは，3．2．2で述べたように軸ひずみにソイルセメントに埋め込んだひずみゲージの値

を用いているため軸ひずみ計測値は全体ひずみに比べて小さくなっていると考えられる．
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表3．2．6圧縮試験Cひずみ等計測結果

試験体

ﾔ号

断面 変形係数E50

@（MNlm2）

変形係数E50／

齊ｲ圧縮強度

最大応力度時
ﾐずみ（μ）

最大応力度
ikN／m2）

最大応力度／

齊ｲ圧縮強度

破壊ひず
ﾝ（μ）

上 3416 1780 1320 2250 1，172 1443
試験体16 中 2736 1425 1758 2720 1，417 2770

ド 2420 1260 1448 2670 1，391 2808
上 3342 775 2050 5050 1．　174 3100

試験体17 中 2807 651 2100 4800 1，116 3800
下 2456 570 2400 4850 1，128 3600
上 3067 1541 450 960 0，482 500

試験体18 中 3817 1868 650 960 0，482 1200
下 一 一 一 一 一 一

上 5460 1267 750 330 0，068 800
試験体19 中 6615 1535 800 330 0，068 800

下 3437 797 1150 355 0，073 1600

3．222に示す通りであり，

試験体の諸元は表3．2．7の

通りである．まず，断面内

のひずみ分布を知るため，

支点中央断面のソイルセ

メントおよび軸方向鉄筋

のひずみと曲げモーメン

トの関係を図3．2．23～図

3．2．25に示した．

　これらの図から，圧縮，

（4）曲げ引張試験

　薄肉鋼管で拘束した状態で軸方向の単純引張試験を実施することは難しい．そのため，

4章で詳述する部材レベルの曲げ載荷試験を用いて，ソイルセメントに作用する引張応力

度一ひずみ関係を調べた．

　試験の概要としては，図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　960

▼

480

載荷

▼

＿m°k＿竺＿〉

図3．2．22曲げ載荷試験概要

　300

▲’ひずみゲージ↓ソイルセメント）

■・ひずみゲージ（kM

表3．2．7曲げ載荷試験体諸元

試験体番号
薄肉鋼管厚（m

@　m）
軸方向鉄筋

軸方向鉄筋比
@　（％）

ソイルセメントー軸圧縮強度

@　　　（kN／m2）

試験体1 1．6 D16－8本 2．2 1650

試験体2 1．6 D16－8本 22 2630

試験体3 r6 D10－20本 2．0 2110
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引張とも2000μ程度のひずみ領

域までは軸方向鉄筋とソイルセ

メントのひずみは，平面ひずみ

状態を保ちながら増大し，中立

軸は，断面中央から大きく変動

しないことがわかる，そのため，

ソイルセメントに作用する曲げ

モーメントMdま，断面に作用す

る曲げモーメントMと軸方向鉄

筋に作用する曲げモーメント

Msの差で式（3．2．3）により求め

ることができる．

妬＝M－Ms
（3．2．3）

　ソイルセメントひずみ計測位置

での応力度σcは式（3．2．4）で求め

ることができる．

σc　＝Mc・o「／　1　c　　　（3．2．4）

ここで，d：断面中央から測定位

　　　　　置までの距離

　　　　1c：ソイルセメントの

　　　　　断面2次モーメント

L蜘

ta 10■00

　　　　　　　　　ひずみ（μ）

図3．2．23曲げモーメントーひずみ関係（試験体1）

←」…ジ

ひずみCμ）

1

O

」

図3．2．24曲げモーメントーひずみ関係（試験体2）

　式（3．2．4）で求めたソイルセメ

ントに発生する応力度とひずみ

計測値の関係を図3．2．26～図

3．2．28に示した．これらの図から，

変形係数E50は，一軸圧縮強度の

700～1000倍程度となり，圧縮試

験と同様の傾向を示す．最大応力

度発生時ひずみは，1000～1600

μとなり，最大応力度は，一軸圧

縮強度と同程度となった．

茎L二es
i＿
5

図3．2．25

　　　　　ひずみ（μ）

曲げモーメントーひずみ関係（試験体3）
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一2

図3．2．26

　　　　　ひずみ（μ）

曲げ引張応力度一ひずみ関係（試験体1）

00 一1500 一1000 一500

’一

引彊ソイルセメント

→

一一揩T

図3．2．27

　　　　ひずみ（”）

曲げ引張応力度一ひずみ関係（試験体2）

一2 00 一1500 一100

一一 一一一 ｨeoo一

一 ・一一

一． 一A

一引彊ソイルセメント

9

・

図3．2．28

　　　　ひずみ（μ）

曲げ引張応力度一ひずみ関係（試験体3）

（5）引張強度および圧縮強度

　引張強度は，拘束効果が大きく表れ，一軸圧縮強度と同程度となった．拘束が無い場合

では，3．2．2で述べたように一軸圧縮強度の15～20％となったため，5倍以上の強度増加と

なる、
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　圧縮強度については，一軸圧縮強度の120～150％となり，一軸圧縮強度が高いほど，そ

の増加の程度は大きくなった．

（6）変形係数

　圧縮に関するソイルセメントの変形係数E50は，既往の研究により，強度にほぼ比例し，

式（3．2．5）によりほぼ近似できることがわかっている．

Eso－一α・qu （3．2．5）

ここで　Eso：ソイルセメントの変形係数（kN／m2）

　　　　　α：係数（一般的に500～1000程度）

　　　　qu：ソイルセメントー軸圧縮強度（kN！m2）

　（1）～（4）の試験結果から，薄肉鋼管による拘束効果は，圧縮に関するソイルセメントの変

形係数に影響を与えないこと，および引張に関するソイルセメントの変形係数は圧縮に関

する変形係数と同程度であることがわかったため，拘束状態のソイルセメントの変形係数

は，圧縮，引張とも式（3．2．5）で示す．

（7）最大応力度時ひずみおよび破壊ひずみ

　（1）～（3）の結果から，圧縮については，

最大応力度時ひずみは，10000～15000

μであり，その後，応力度は一定でひず

みが増大し，20000μ以上のひずみで破

壊する．無拘束の場合に比べて最大応力

度時ひずみで2倍以上，破壊ひずみで2倍

以上となる．引張については，降伏ひず

みは，1000～1500μであり，薄肉鋼管

の拘束効果は降伏ひずみを5倍以上に増

大させることがわかる．ただし，その後，

ひずみの増大は少ない．

（8）応力度一ひずみ関係のモデル化

（5）～（7）の結果より，全体ひずみで評価

した場合の拘束状態のソイルセメント

の応力度一ひずみ関係は，図32．29で近

似できると考えられる．圧縮側の最大応

σ

1．2～1．5σ　　　　　　C
一　　一　　一　　一　　一

0．8σ。 一　　　　　　一

1「一一
1

0．2EcI ‘

0．5σ。
ll 1‘

1 1

1 1

ε1
Ec・500σ、‘ 1ε

Ec・5⑨。　　　‘

εc 1．5ε’

一
無拘束

1　一

σ、・1．0σc

図32．29

無拘束の場合

拘束状態のソイルセメント応

力度一ひずみ関係
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力度時ひずみは8000～llOOOμ，破壊ひずみは12000～16500　p　，引張側の破壊ひずみは

2000μとなり，無拘束時の各ひずみの3～4倍，3～4倍，5倍となる．また，圧縮側の

最大応力度時ひずみ，破壊ひずみはソイルセメントの一軸圧縮強度が高いほど大きくなる．

ただし，この時のソイルセメントの一軸圧縮強度は2000～6000kN／m2とする

3．3　　軸方向鉄筋の特性

　軸方向鉄筋は，通常の異形鉄筋を用いる

ため，その応カーひずみ関係は，図3．3．1

に示すような弾塑性関係を示すと考えら

れる．ただし，圧縮側については，ソイル

セメントの強度，薄肉鋼管による拘束の程

度によって鉄筋の座屈が発生し，ひずみが

それほど伸びないことも考えられる．

3．4　薄肉鋼管の特性

　薄肉鋼管は，ソイルセメントとの付着力

を得るために表面に突起のあるものが望

ましい．具体的には，写真3．4．1に示すよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3．3．1　軸方向鉄筋の応力度一ひずみ関係
な3種類の管を候補として各種載荷試験で

性能評価を行った．

　その評価は後述するが，スパイラル管A及びBは，突起が小さく，鋼管外部のソイルセメ

ントと十分な付着がとれないことがわかったため，薄肉鋼管には，主にコルゲート管を用

いることとした．そのため，薄肉鋼管の圧縮・引張特性の評価についてはコルゲート管を

コルゲート管

σ

σ
y 一　　一　　一　　一　　一　　一

1

1

‘

‘

1

‘

ε

y
Es

ε

1
ε

y

‘

1

‘

‘

1

1

一　　一　　一　　●　　一

σy

写真3．4．1

スパイラル管A

薄肉鋼管の種類

スパイラル管B
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対象として行うこととする．

　コルゲ・一一一一ト管の軸方向の応

力度一変位関係を調べるため

に，図3．4．1に示すような圧縮

試験を行った．計測項目は荷重，

軸方向変形量とした．荷重を断
　　　　　　　　　　　　　　　軸変形量言
面積で割った軸方向圧縮応力

度と軸方向変形量をコルゲー

ト管の高さで割った軸ひずみ

の関係を同じ厚さ同じ材質の

直管を弾性（変形係数Es）で

仮定した場合の応カーひずみ
　　　　　　　　　　　　　　　60000
関係，本試験結果を線形で近

　　　　　　　　　　　　　　　50㎜似した応カーひずみ関係とと

もに図3・4・2に示した・図3・4・2i4°㎜

からコルゲート管の軸方向変§3°am

形係数は，同じ厚さ同じ材質　ll　2・。。。

の直管の1／50程度であること
　　　　　　　　　　　　　　　10000
がわかる．圧縮強度も材料の
　　　　　　　　　　　　　　　　o
圧縮強度330000kN／m2の1！6　　　°　2°°°4°°°

程度であることがわかる．こ
　　　　　　　　　　　　　　図3．4．2
“れは、コルゲート管が軸方向

に波形をしているために楽器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ
のアコーディオンのような変

形をするため見かけの剛性が　σ・＝σL

低くなることによるものと考

えられる．圧縮試験から得ら

れたコルゲート管の応カーひ

ずみ関係は図3．4．3に示す通り

である．

　有限要素法を用いて．図

3．4．4の通りコルゲート管およ

びコルゲート管と同厚の鋼管　　　　図3．4．3

を軸対称FEMにより解析し，

端［V

図3．4．1　コルゲート管の圧縮試験概要

コルゲート

’

Es
∠

一一一

　　’
一　　　　　　　　　一

　　’
@　’
@’

一
一一 一

一

6鋤　8砲　1000012〔幻0“㎜　160001800020㎜
　　　軸ひずみ（μ）

コルゲート管圧縮試験による応カーひずみ関係

Es／50

　　　　εv　　　　　　　　　　　　　　ε

コルゲート管の応カーひずみ関係

鉛直変位量の比較によりコルゲート管を直管に換算した時の変形係数を算定した．コルゲ

ート管の鉛直変位量は載荷荷重100kN／mの場合0．01160m，一方同厚の鋼管の場合は
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コルゲート

｝o

＞o

　　　　　｜

↓　　1

＞　！
　　　　　1

　　軸対象FtM解析

　　　　　1

↓　　l
　　　　　l

　　　　　i

　　軸対鋸田解析

↓／＼

　変位量を比較し，

コルゲートの剛性を決定

↓

鋼　管

図3．4．4　コルゲート管の剛性を調べるための軸対称FEM解析概要

0．000023mであるため，コルゲート管の変形係数は210000000×（0．000023／0．01160）＝

416380≒420000kN！m2となる．これらのことから，コルゲート管は，波形の断面を持った

め，同じ厚さの直管に比べて軸方向の変形係数が1／500となることがわかる．圧縮試験結果

より得られた変形係数の比1／50に比べて解析結果より得られる値が小さいのは，圧縮試験

には周方向接合部（みみ）の剛性が含まれているためと考えられる．

3．5　鉄筋とソイルセメントの付着特性

3．5．1　付着試験A
　鉄筋とソイルセメントの付着特性は，曲げ作用時に部材断面内の平面ひずみを保持する

ための重要な要因となる．一般的には，ソイルセメントの強度が高いほど付着強度も大き

くなると考えられる．

　ここでは，鉄筋を薄肉鋼管で拘束したソイルセメント内に配置した場合と無拘束のソイ

ルセメント内に配置した場合の引き抜き試験を行いその付着特性を調べた．無拘束のソイ

ルセメントの試験は，JISに規定されたコンクリートと鉄筋の付着試験に準じて実施し

　　　　＼た．

　薄肉鋼管で拘束したソイルセメントの試験は，図3．5．1に示すような厚さ0．28mmの鋼管

内に円柱のソイルセメントを打設しその中に配置した鉄筋を引き抜く方法で実施した．直

径に対する薄肉鋼管厚の比率は0．28％となり，これは，実杭の場合の比率にほぼ等しい．
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また・薄肉鋼管の拘勅果を高める目的でソ　　　↑引抜き

イルセメントの配合に膨張材を添加したも

のもあわせて実施した．異形鉄筋には，D16

を使用し，ソイルセメントの一軸圧縮強度は，

養生日数の関係で無拘束の試験で4000～

10000kN／m2，薄肉鋼管で拘束した試験で

2000～5000kN／m2となった．

　最大引抜き力をソイルセメントと異形鉄　　　　　　　　　　　　　薄肉鋼管

筋の接触面積で割った付着応力度とソイル

セメント圧縮強度の関係を図3．5．2に示した

が，この図から以下のようなことがわかる．

①薄肉鋼管による拘束が無い場合には．

②薄肉鋼管による拘束が有る場合には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3．5．1鉄筋とソイルセメントの付着試験A概要
　ソイルセメントと鉄筋の付着強度は，

　ソイルセメント強度とほぼ比例関係にあり，その関係は式（3．5．2）で表される．

③薄肉鋼管による拘束が無い場合とある場合では．同じソイルセメント強度であって

　も拘束がある場合のほうが，6倍の付着強度がある．

◆　拘束なし

（N∈＼ZX）

5000

4000

3000

2000

1000

0

一一

500

圧縮強度（kN／m2）

1000 1500

■拘束有り（膨張材無し）

▲拘束有り（膨張材A）

×拘束有り（膨張材B）

図3．5．2　ソイルセメント圧縮強度とソイルセメントと鉄筋の付着強度との関係
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1＝0．1’qu
（3．5．1）

：＝0．6’qu
（3．5．2）

ここで，τ　：異形鉄筋とソイルセメントの付着強度（kN／m2）

　　　　qu：ソイルセメントー軸圧縮強度（kN／m2）

ただし，薄肉鋼管の直径に対する厚さの比率は，0．28％の場合であり，

て拘束の程度が変化するため，係数0．6は変化すると考えられる．

④膨張材の添加による薄肉鋼管の拘束効果の増加はみられない．

この比率によっ

3．5．2　付着試験B

　より実杭の部材に近い状態での，鉄筋とソイルセメントの付着特性を把握するため，図

3．5．3に示す実杭に近い大きさの試験体を用いて鉄筋の引き抜き試験を行いその付着特性を

調べた．図3．5．3に示すように，直径300mm，高さ300mmの試験体は，実杭部材と同様に

薄肉鋼管にそって鉄筋が配置されており，この鉄筋をセンターホールジャッキで引き抜き，

変位と荷重を測定する．荷重から鉄筋とソイルセメントの付着応力度を算出する．異形鉄筋

にはD16を使用し，ソイルセメントの一軸圧縮強度は800kN！m2，1650kNlm2，6000k

N／m2とした．また，比較のために地盤の拘束を模擬した厚さ5mmのボイド管（ポール紙

製）を薄肉鋼管のかわりに配置した試験体Bを用いた試験も実施した．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引抜き

異形鉄筋Dl

ソイ

薄肉鋼管t＝1．6㎜（試験体A）

ボイド管t＝5m（試験体B）

図3．5．3鉄筋とソイルセメントの付着試験B概要

　試験体A，Bにおけるソイルセメントと異形鉄筋の付着応力度と異形鉄筋の引抜変位量の

関係を図3．5．4～図3．5．6に示す．試験体Aでは，薄肉鋼管の拘束により付着応力度は，最大

値が大きくなるとともに，10mm以上の変位まで急激な低下が発生していないことがわか

る．試験体Bでは，拘束力が弱いため，付着応力度は，最大値が小さくなるとともに，10mm
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以下の変位で急激な低下が発生していることがわかる．

2500
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て

亘1500

R1000
鞭
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　　500

0

　0 5 10　　　　15　　　 20　　　 25

変位（mm）

試験体A

2500

A2ooo
…

え　”°°

餐i…

1，。。

0

　0 5 10　　　15

変位（mm）

試験体B

20　　　25

図3．5．4鉄筋とソイルセメントの付着応力度と変位の関係（一軸圧縮強度6000kN／m2）
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乍
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ミ51000
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変位（mm）

試験体B

25

図3．5．5鉄筋とソイルセメントの付着応力度と変位の関係（一軸圧縮強度1650kN！m2）
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饗
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　10005
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図3．5．6鉄筋とソイルセメンの付着応力度と変位の関係（一軸圧縮強度800kN／m2）
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3500
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乍
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吉
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泰
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◆試験体A

▲試験体B

0

　0　　　　　1000　　　　2000　　　　3000　　　　4000　　　　5000　　　　6000　　　　7000

　　　　　　　　　一軸圧縮強度（kN／m2）

図3．5．7ソイルセメントと鉄筋の付着強度とソイルセメントー軸圧縮強度との関係

試験結果から得られたソイルセメントと鉄筋の付着強度とソイルセメントー軸圧縮強度

との関係を図3．5．7に示す．これらの関係はほぼ線形関係を示すため1次式で近似すると図

3．5．7に示す通りとなり，薄肉鋼管の拘束の無い場合には式（3．5．3）で，拘束の有る場合には

式（3．5．4）で示される．得られる付着強度は，式（3．5．3）では付着試験Aから求めた式（3．5．1）

で得られる値と近くなるが，式（3．5．4）では同じく式（3．52）で得られる値より小さくなる．こ

れは，本試験では，異形鉄筋が薄肉鋼管に接して配置されているため，その間にソイルセ

メントが十分に回らず，ソイルセメントと鉄筋の接触面積が小さくなっている等の理由に

よると考えられ，実際の杭部材における付着強度も式（3．5．4）で評価できると考えられる．

rニ　0．09・。≠　310
（3．5．3）

r＝　0．　19qu≠　860
（3．5．4）

ここで，r：異形鉄筋とソイルセメントの付着強度（kN／m2）

　　　　qu：ソイルセメントー軸圧縮強度（kN／m2）

3．6　まとめ

　構成材料の力学的特性を圧縮試験等による基本的な試験より明らかにした．特に薄肉鋼

管で拘束されたソイルセメントの圧縮特性について圧縮強度が一軸圧縮強度の1．2～1．5倍

に増加し，増加の程度は一軸圧縮強度が高いほど大きくなること，圧縮強度発生時のひず
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みおよび破壊ひずみは，無拘束の場合に比べて3～4倍と飛躍的に増大することがわかった．

　ソイルセメントの引張特性については，不明確な点も多いが，コンクリー一一一トに比べて圧

縮強度に対する引張強度の比が大きく，大きなひずみ領域まで引張強度を発揮することが

わかった．

　拘束されたソイルセメントと鉄筋の付着特性については，拘束されていない場合に比べ

て付着強度が2倍以上増大すること，付着強度は一軸圧縮強度と線形関係にあること，付着

が切れ始めても急激な付着切れが発生しないことがわかった．

■

39



4章　部材特性

4Ll　はじめに

　杭として支持力を発揮するためには，地盤からの支持力を十分に得るとともに，杭部材

として，断面力（軸力，曲げモーメント，せん断力）に抵抗する必要がある．実際の杭で

は，これらが同時に作用することとなるが，ここでは，それぞれの断面力に対しての耐力

等の特性を解明することとする．各断面力に関して検討する部材特性（耐力，変形性能等）

毎に各種載荷試験を実施した．その一覧を図4．1．1に示す．なお，これらの載荷試験では実

杭部材に近い寸法の試験体を用いて入るため，寸法効果は無いと考えられる．

軸力に抵抗する特性

圧縮破壊

薄肉鋼管より内側がすべ

　　　る破壊

杭先端支圧破壊

⇒　圧縮試験

⇒押し抜き試験

⇒支圧試験

せん断力に抵抗する特性

［＝＝：〉せん断試験

　旦載荷

　旦載荷

　　1載荷

せん断破壊

曲げモーメントに抵抗する特性

曲げ載荷試験

載荷

曲げ破壊

曲げ付着破壊　　［一一〉

曲げ変形特性

曲げ交番載荷試験

◆　　ウ

一＝二O…三三≡三＿一

鵡
，1

＿＿＿＿＿一＝F＝＝＝＝＝＝＝＝三＝：＝＝：二：＝：＝二＝二

@　軸力 交番載荷⇔

1川

図4．1．1検討した部材特性と実施した部材圧縮試験の種類
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4．2　軸力に抵抗する特性

鉛直支持力を発揮するためには，まず，杭体が，鉛直力に対して十分な軸圧縮耐力を有

していることが必要である．本杭は，ソイルセメント中に鉄筋とそれを取り囲む特殊な構

造を持つため，以下のような項目を検討する必要がある．

①杭体の単純な圧縮破壊に関する検討

②薄肉鋼管より内部がすべる形態での破壊に関する検討

③杭先端での鉄筋の支圧破壊に関する検討

4．3　圧縮破壊に関する検討

　圧縮破壊に関する検討は，軸力に対する最も基本的な

項目となるが，その機構を解明するためには，軸方向鉄

筋，ソイルセメント，薄肉鋼管のそれぞれがどのような

役割を果たすかを把握する必要がある．そのため，各種

パラメータを変化させ，軸圧縮力を載荷する試験を行っ

た．まず，基本特性を把握するために試験シリーズAと

して，薄肉鋼管より内側の部分のみを模擬した図4．3．1

に示すような直径300mm，高さ600mmの試験体による

試験を行った．試験体の諸元は表4．3．1に示す通りであり，

パラメータは，薄肉鋼管の種類，軸方向鉄筋の有無，骨

材の種類，ソイルセメントー軸圧縮強度とした．

ソ

OOO

ノ仙セメント

異形鉄筋

鱒肉鋼管

図4．3．1部材圧縮試験シリーズA概要

表4．3．1部材圧縮試験シリーズA試験体諸元

試験体番号
薄肉鋼管

@種類
薄肉鋼管比
@　（％） 軸方向鉄筋

軸方向

S筋比
i％）

骨材

ソ仙セメントー軸圧縮強

@度（kN／m2）

試験体1～3 コルゲート管 1．　1 D16－10本 2．8 砂質土 3000

試験体4～6 コルゲート管 1．　1 D16－10本 2．8 粘性土 3430

試験体7～9 コルゲート管 1．　1 一 一 砂質土 2220

試験体10～12 コルケ㌧ト管 1．　1 一 一 粘性土 3070

試験体13 ス斤イラル管A 0．3 D13－8本 1．4 砂質土 2410

試験体14 ス斤イラル管A 0．3 一 一 砂質土 2410

試験体15 スハ’ Cラル管B 0．3 Dl3－8本 1．4 砂質土 5290

41



　次に，試験シリーズBとして薄肉鋼管および薄

肉鋼管より外側のソイルセメントの効果を調べる

ため，薄肉鋼管外側まで模擬した図4．3．2に示すよ

うな直径300mm，高さ600mmの試験体による圧

縮試験を行った．試験体の諸元は表4．3．2に示す通

りであり，パラメータは，薄肉鋼管の有無，ソイ

ルセメントー軸圧縮強度とした．

電荷

／イ階（

△
’イ吠ルト

蝕古向“筋
600

△

薄肉綱管（

△
ムソイルセメ

1鋤順筋

．無し｝

ムソイルセメントひずみ計測点

図4．3．2圧縮試験シリーズB概要

表4．3．2　圧縮試験シリーズB試験体諸元

試験体番号 薄肉鋼管種類 薄肉鋼管比 軸方向鉄筋

軸方向

S筋比
i％）

骨材

ソ仙セメントー軸

ｳ縮強度
ikNlm2）

試験体16 スパイラル管A 0．3 D10－12本 1．2 砂質土 1920

試験体17 スパイラル管A 0．3 D10－12本 1．2 砂質土 4300

試験体18 一 一 DlO－12本 1．2 砂質土 】990

試験体19 一 一 D10－12本 1．2 砂質土 4860

4．3．1　試験結果

　シリーズAの破壊状況は，軸方向鉄筋のある試験体のうち，試験体1～6では薄肉鋼管接

合部の破断，試験体13では薄肉鋼管の破断，試験体15では薄肉鋼管のはらみ出しと同時に

軸方向鉄筋がいずれも座屈し破壊に至った．軸方向鉄筋の無い試験体では，変形は非常に

大きくなるが，薄肉鋼管の破断等は発生せず徐々に耐力が低下した．

　軸方向鉄筋の有る試験体と無い試験体の荷重一載荷点変位関係を図4．3．3に示す．軸方向

鉄筋の無い試験体に比べて，軸方向鉄筋の有る試験体では，圧縮耐力が非常に大きくなる

ことがわかる．この傾向は，薄肉鋼管，骨材の種類に関わらず全ての試験体に表れた．

　シリーズBの破壊状況は，薄肉鋼管が無い試験体と有る試験体で始めは同じ挙動を示すが，

ある荷重レベルで薄肉鋼管の無い試験体では，鉄筋が座屈し，荷重が低下する．試験体16

～19の荷重一載荷点変位関係を図4．3．4に示す．薄肉鋼管の有無の影響は試験体16と18，17
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と19の違いとして表れる．試験

体16と18を比較すると，載荷点

変位1．5m程度までの載荷初期

には両者はほぼ一致する．試験

体18では，その後荷重の増加が

にぶり，載荷点変位3．5mmで急

激に荷重が低下しているが，試

験体16では載荷点変位5．0㎜程

度まで急激な荷重の低下は見

られなかった．試験体17と19

の比較でもほぼ同様の傾向で

ある．

　これらの結果から大きな軸力

を負担するためには軸方向鉄筋

が有効であり，脆性的な破壊を

起こさないためには薄肉鋼管に

よりソイルセメントと軸方向鉄

筋を拘束することが有効である

ことがわかる．

1200

1000
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　051015⑳お①3540　　　　　　　　載荷点変位（nd
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材圧縮試験シリーズA荷重一載荷点変

関係（スパイラル管）

．3．2　軸方向圧縮耐力の評価

．3．1で述べたように軸方向鉄筋の有無による耐力の差が大きいことは，コンクリートに

べてソイルセメントの圧縮強度が2000～5000kN／m2程度と小さく，変形係数も小さいた

，鉄筋コンクリート構造に比べて軸方向鉄筋への圧縮力の負担割合が大きくなっている

とによると考えられる．
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　図4．　3．4部材圧縮試験シリーズB荷重一載荷点変位関係

　　　表4．3．3　圧縮耐力試験値と計算値の比較

圧縮耐力（kN）

計算値

試験体番号 試験値

@①
ソイルセ

＜塔g負

@担分

軸方向

S筋負
S分

薄肉鋼

ﾇ負担
@分

合計

A

①／②

試験体1 948 206 681 30 917 1．03

試験体2 1004 206 681 30 917 1．09

試験体3 969 206 681 30 917 1．05

試験体4 975 235 681 30 946 1．03

試験体5 805 235 681 30 946 0．85

試験体6 915 235 681 30 946 0．96

試験体7 242 157 ． 30 187 1．29

試験体8 260 157 一 30 187 1．39

試験体9 278 157 ・ 30 187 1．48

試験体10 238 216 一 30 246 0．96

試験体11 258 216 ・ 30 246 1．04

試験体12 267 216 ・ 30 246 1．08

試験体13 483 170 348 ． 518 0．93

試験体14 269 170 一 ・ 170 L58

試験体15 651 372 348 ． 720 0．90

試験体16 520 136 294 ・ 430 1．21

試験体17 730 304 294 ・ 598 1．22

試験体18 310 140 294 ・ 434 0．71

試験体19 600 344 294 ・ 638 0．94
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鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の圧縮耐力は，式（4．3．1）のように軸方向鉄筋とソイルセメン

トの負担力の和で算定できると考える．

P＝Pc≠Ps≠Pp （4．3．1）

ここで，　P ：鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の圧縮耐力（kN）

：ソイルセメント負担力（kN）

：軸方向鉄筋負担力（kN）

：薄肉鋼管負担力（コルケ㌧ト管の場合載荷試験結果

より30kN，スパイラル管の場合には0）

ソイルセメント負担力，軸方向鉄筋負担力は，式（4．3．2），式（4．3．3）で算定できると考える．

詔凶σσ＝＝且孔 （4．3．2）

（4．3．3）

ここで，　Os

　　　　As

Oc

Ac

：軸方向鉄筋降伏強度（kN／m2）

：軸方向鉄筋断面積（m2）

ソイルセメントー軸圧縮強度（kN／m2）

：ソイルセメント断面積（m2）

　試験値と式（4．3．1）による計算値及びそれらの比を表4．3．3に示した．

　試験体1～3，7～9，14，16，17では，概ねこの方法で圧縮耐力を算定できることがわか

る．しかし，薄肉鋼管比と軸方向鉄筋比が1：4以下となる場合（薄肉鋼管にスパイラル管

を用いた試験体13，15）では，試験値／計算値の値が0．9程度となっている．これは薄肉鋼

管が軸方向鉄筋に対して少なく拘束効果が低いため，軸方向鉄筋の座屈が圧縮降伏の前に

発生するためと考えられる．実際の破壊状況も鉄筋が薄肉鋼管を押し出して破壊していた．

試験体4～6，10～12では試験値／計算値の値が1．0を割っているものが多いがこれは骨材に

粘性土を用いているため弱点が残ってしまったのではないかと考えられる．

　鉄筋の無くソイルセメント強度の低い試験体7～9では試験値／計算値の値が1．2～1．5と

なっているが，これは，拘束によるソイルセメント強度の増加によるものと考えられる．

また，薄肉鋼管の無い試験体18，19では，試験値／計算値の値が0．71，0．94となっており，

軸方向鉄筋の座屈により，この算定方法では過大に耐力を評価することがわかる．

　これらの結果から，鉄筋・ソイルセメント杭の軸方向圧縮耐力は，薄肉鋼管比と軸方向

鉄筋比の比率が1：4以上であり，骨材に砂質土を用いた場合にはソイルセメントの圧縮強

度と断面積の積と薄肉鋼管の圧縮耐力の和で算定できることがわかった．また，鉄筋を配
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置しない場合には，ソイルセメントの強度の割増し1．2～1．5倍が可能であることがわかっ

た．

4．4　薄肉鋼管より内部がすべる形態での破壊に関する検討

杭の鉛直支持力は，周面支持力と先端支持力によっ

て発揮される．鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の周面支

持力を杭径（ソイルセメント改良径）で期待するため

には，薄肉鋼管とソイルセメントの間の摩擦力がソイ

ルセメント外周部における地盤からの周面支持力を

上回る必要がある．これが下回っていると支持力が得

られる前に薄肉鋼管より内側ですべる形態で杭体が

破壊することとなる．

4．4．1　試験概要

薄肉鋼管とソイルセメントの間の摩擦力を調べるた

めに図4．4．1に示すような押し抜き載荷試験を行った．

試験体の諸元は，表4．4．1に示す通りであり，パラメー

タは，薄肉鋼管の種類，骨材の種類及び外周部の拘束

とした．外周部の拘束は，地盤からの拘束を想定した

ものであるが，無拘束，ボイド管拘束，鋼管拘束の順

で拘束が大きくなると考えられる．

セメント

一・荷且

、

薄

§

一　　　600

図44．1押し抜き試験概要

表4．4．1押し抜き試験体諸元

試験体番号

薄肉鋼管

@種類

薄肉鋼管比

@（％）

拘束条件
骨材

　ソ仙セメント

[軸圧縮強度
ikN／m2）

試験体1、2 コルケ㌧ト管 1．　1 鋼管 砂質土 1400，　2100

試験体3、4 コルゲート管 1．1 無し 砂質土 1400，　2100

試験体5、6 コルゲート管 1．1 鋼管 粘性土 2100，　2600

試験体7、8 コルケ㌧ト管 1．1 無し 粘性土 2100，　2600

試験体9 スバイラル管A 0．3 ボイド管 砂質土 3600
試験体10 スパイラル管A 0．3 無し 砂質土 3600
試験体11 スパイラル管B 0．3 ポイド管 砂質土 5400
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4．4．2　試験結果

　破壊状況は，外周部の拘束の無い試験体3，4，7，8，10では，半径方向に大きなひび割

れが数本発生し，薄肉鋼管外部のソイルセメントが大きく割れ，破壊した．

　鋼管やボイド管で外周部を拘束した試験体1，2，5，6，9，11では，半径方向にひび割

れは発生するが，伸展はせず薄肉鋼管と外部ソイルセメントの間で付着が切れ，破壊した．

特に，薄肉鋼管の内側が滑らかな試験体llでは，薄肉鋼管と内部ソイルセメントの間の付

着も切れた．また，外周部を鋼管で拘束した試験体1と外周部拘束の無い試験体4の荷重一

載荷点変位関係を図4．4．2に示すが，外周部拘束の有る試験体では，外周部拘束の無い試験

体に比べて，最大荷重が大きく，荷重の急激な低下も発生しないことがわかる．

表4．4．2平均摩擦力試験結果
250

200

§15°

11°°

　50
0

0 5

　変位（mm）

10

図4．4．2荷重一載荷点変位関係

15

試験体番号
最大荷重

ikN）

摩擦力度

ikN／m2）

試験体1 283 600

試験体2 294 620

試験体3 87 190

試験体4 79 170

試験体5 429 910

試験体6 457 970

試験体7 125 270

試験体8 142 310

試験体9 135 310

試験体10 66 140

試験体11 263 340

4．4．3　摩擦力の算定

　最大荷重を薄肉鋼管とソイルセメントの接触面積で割って平均摩擦力度を算出した結果

を表4．4．2に示す．また，薄肉鋼管とソイルセメントの間の平均摩擦力度とソイルセメント

強度の関係を図4．4．3に示す．

　図4．4．3から薄肉鋼管とソイルセメントの間の平均摩擦力とソイルセメント強度の間には，

線形の関係があるとすると，薄肉鋼管がコルゲート管の場合には，拘束条件毎に式（4．4．1），

式（4．4．2）で表わすことができる．また，薄肉鋼管がスパイラル管の場合には試験体数が少

なく式で表わすことはできないが，同じ拘束条件ではコルゲート管の場合よりも付着力は

小さくなる．これは，スパイラル管は，コルゲート管に比べて突起高さが低いため，摩擦

力が小さくなることによるものと考えられる．

r＝0．　30。k　鋼管拘束のある場合 （4．4．1）
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τ＝0．1σ。オ　拘束の無い場合 （4．42）

ここで，r　：薄肉鋼管とソイルセメントの摩擦力度（kN／m2）

　　　　σCk：ソイルセメントの一軸圧縮強度（kN／m2）

　実地盤による拘束効果は，鋼管拘束と拘束の無い場合の間であるため平均摩擦力度も両

式の間となると考えられる．

　100
　　90

　　80
a
旦　70

Z　60
ど
囲　50

R　40
鰻
畳　30

　　20

　　10

　　0
　　　0

◆◆
一　　　　　　　　一一　一一

▲一　　　▲
■

’　　　　　　　×　　　　　　　　　　　一一一｝

　200　　　　　　400

ソイルセメント強度（kN／m2）

600

◆コルケ’一ト管（鋼管拘束）

■コルゲート管（拘束無し）

▲スパイラル管（ボイド管拘束）

×スパイラル管（拘束無し）

図4．4．3平均摩擦力とソイルセメントー軸圧縮強度の関係

4．4．4　杭周面支持力とソイルセメント強度の関係

鉛直支持に関する設計において，ソイルセメント改良径で最大周面支持力を期待するた

めには，薄肉鋼管とソイルセメントとの摩擦力が，ソイルセメント改良径での地盤からの

周面支持力を上回っている必要がある．そこで，4．4．3で求めた薄肉鋼管とソイルセメント

との摩擦力度を地盤による拘束を無視して式（4．4．2）を用いて算出すると，必要なソイルセ

メント強度は次式で求められる．

Ock　≧10　r・rrat
（4．4．3）

ここで，　σaf：ソイルセメントの一軸圧縮強度（kN／m2）

　　　　　r　　：ソイルセメント改良径での周面支持力度（kNlm2）

　　　　τ減　：ソイルセメント改良径の薄肉鋼管に対する比

式（4．4．3）より杭周面の地盤の強いほど，ソイルセメント改良径の薄肉鋼管に対する比が大

きいほど，大きなソイルセメントの圧縮強度が必要となることがわかる．ここで，ソイル
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セメントへの地盤からの周面支持力度が，鉄道構造物設計標準基礎構造物15）に示す場所打

ち杭の最大周面支持力度rに等しいとすると，地盤が最も強固な場合でソイルセメント改

良径の薄肉鋼管に対する比が1．1倍の場合には，2000～3000kN／m2のソイルセメント強度

が必要となる．

4．5　杭先端での鉄筋の支圧破壊に関する検討

　杭先端部等で鉄筋を定着させる場合には，鉄

筋の圧縮力がソイルセメントへの支圧力として

伝わるため，ソイルセメントが支圧破壊しない構

造とする必要がある．しかし，鉄筋をそのまま定

着させたのでは，断面積が少なく簡単に支圧破壊

してしまうと考えられるため，支圧板をとりつけ

る構造とした．

4．5．1　試験概要

　杭先端部等での鉄筋定着板とソイルセメント

との支圧力を調べるために図4．5．1に示すような

支圧試験を行った．試験体の諸元は，表4．5．1に

示す通りであり，軸方向鉄筋の量，配置を一定と

し，ソイルセメントー軸圧縮強度を変化させた．

なお，杭先端部では改良強度を増すのが一般的で

あるため，ソイルセメントの一軸圧縮強度は

5000～14000kN／m2と高強度のものを用いた．

“8

飴方向鉄筋

x圧飯

¥禍t，ント

図4．5．1支圧試験概要

表4．5．1支圧試験体諸元

試験体番号 軸方向鉄筋 支圧板面積（㎡）
ソイルセメント

[軸圧縮強度
@（kN1㎡）

試験体1 D19－8本 0．0314 5066

試験体2 D19－8本 0．0314 7801

試験体3 D19－8本 0．0314 13818

4．5．2　試験結果

　杭先端等のソイルセメントの支圧強度を一軸圧縮強度に等しいとすると，支圧力Pは，

式（4．5．1）で示される．

P　ニσcジζシ4s （4．5」）
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ここで，　σ。k：ソイルセメントの一軸圧縮強度（kN／m2）

　　　　　As：支圧板面積（m2）

　式（4．5．1）による計算値と実験から得られた支圧力の試験値の比較を表4．5．2に示す．

　表4．5．2から計算値は試験値を上回っており，支圧力Pを式（4．5．1）のようにソイルセメン

トの一軸圧縮強度と支圧板面積の積で評価すると，ソイルセメントが5000　kN／m2の場合で

は，半分程度に過小評価してしまうが，ソイルセメントが高強度となるほどその程度は小

さくなり，どの場合も安全側に評価することがわかる．

表45．2支圧力試験値と計算値の比較

試験体番号 支圧力試験値（kN） 支圧力計算値（kN）

試験体1 293 159

試験体2 291 245

試験体3 468 434

4．6　曲げせん断特性

杭体の破壊には大きく分けて圧縮破壊と曲げ破壊とせん断破壊がある．せん断破壊は脆

性的に起きるため，部材の設計では一般的にせん断破壊が曲げ破壊よりも先に起こらない

ように行う．ここでは，曲げせん断試験を行い，せん断耐力等の基本的な特性を調べる．

4．6．1　試験概要

杭部材のせん断抵抗を調べるために同じ断面でせん断スパン比を変化させた試験体を用

いて曲げせん断試験を行った．試験の概要は図4．　6．1に，試験体の諸元は表4．6．1の示す通

りである．計測項目としては，荷重，変位の他に薄肉鋼管，ソイルセメント，軸方向鉄筋

のひずみを計測

した．計測位置は，　　　　　200～700　　　　1ニ200～700　　　　　　　　d＝300

を結ぶ線に現れ

ることを考慮し，

載荷点と支点を

結ぶ線の中間点

とした．薄肉鋼管

には，せん断応力

度を正確に測定
図4．6．1曲げせん断試験概要

口　せん断ゲージ
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するために3軸ゲージを取り付けて測定した．軸方向鉄筋の量，配置，ソイルセメント強度

を一定とし，せん断スパン比（ノ／d，ノ：載荷点から支点までの距離，d：部材の有効高さ）を

変化させた．

表4．6．1せん断試験体諸元

試験体番号 軸方向鉄筋 薄肉鋼管比

@（％）

ソイルセメント強度

@　（kN／m2）

せん断スパン比

@　　1／d

試験体1 D25－8本 0．8 3770 0．43
試験体2 D25－8本 0．8 3770 1．5

4．6．2　試験結果

　破壊性状としては，試験体1はせん断破壊したが，試験体2では明確なせん断破壊はみ

られなかった．これは，せん断スパン比が大きいほどせん断破壊が発生しにくいためであ

る．試験体1，2の最大荷重は，試験結果よりそれぞれ377kN，157kNとなったため，

最大発生せん断力は，荷重の1／2の189kN，79kNとなる．薄肉鋼管にとりつけた三軸ひ

ずみゲージから薄肉鋼管が負担するせん断力を求め，試験体全体に作用するせん断力から

差し引き，薄肉鋼管以外のソイルセメント等が負担するせん断力を求めた．

　円形の鋼管に曲げせん断力が作用する場合の応力分布は，作用点と90度の位置で最大と

なり，そのせん断応力度は，式（4．6．1）で算定できることが知られており，例えば鉄道構造

物設計標準鋼構造物16）に示されている．

s　＝r・πRt （4．6．1）

ここで，　τ：作用点と90度の位置でのせん断応力度（kN／m2）

　　　　S　　せん断力（kN）

　　　　R　　鋼管の半径（m）

　　　　t：鋼管の厚さ（m）

　式（4．6．1）より薄肉鋼管のせん断応力度：pから薄肉鋼管に作用するせん断力Spを求めるこ

とができる．また，試験体全体に作用するせん断力5は，薄肉鋼管の負担するせん断力Sp

と鉄筋，ソイルセメント等に作用するせん断力SS　cの合計となるため，　SS　cは式（4．6．2）で示

される．

SS　c　＝s「9P （4．6．2）

　せん断破壊した試験体1のS，Spと載荷点変位の関係を図4．62に示す．この図からわかる

ように，載荷初期にはせん断力は，薄肉鋼管とソイルセメント等の双方で同程度負担して
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いるが，鋼管が降伏し，負担するせん断力が頭打ちになるとソイルセメント等の負担する

せん断力が大きくなることがわかる、

oo

⑩　　加

0 2 4

一＿
ｹLriiiJ．JI；，一一「

6　　　　　　　8　　　　　　　10

　宜荷貞衰位〔mm）

12 le

図4．6．2　せん断力と載荷点変位の関係（試験体1）

4．6．3　せん断耐力

　鉄道構造物設計標準鉄筋コンクリート構造物17）によれば，鉄筋コンクリート構造の棒部

材のせん断耐力は式（4．6．3）で求められる．

Vd　＝　Vcゴ≠　レ～ゴ
（4．6．3）

ここで，

㎡ゴ
叱孔

棒部材のせん断耐力（kN）

コンクリートが負担するせん断耐力（kN）

せん断補強鋼材が負担するせん断耐力（kN）

　せん断破壊した試験体1において薄肉鋼管をせん断補強鉄筋に換算して計算すると，ソ

イルセメントが負担するせん断耐力Vscd＝34．4kN，薄肉鋼管が負担するせん断耐力

Vsd＝19．5kN，せん断耐力の合計は，53．9kNとなり，試験結果から得られるせん断耐力の

113以下となる．

　また，鉄道構造物設計標準複合構造物18）によれば，CFT構造の棒部材のせん断耐力は，

コンクリートを無視して，式（4．6．4）で求められる．

Vd　＝　　Vsd
（4．6．4）

ここで，　Vd　　棒部材のせん断耐力（kN）

　　　　　V。d　　鋼管が負担するせん断耐力（kN）
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　せん断破壊した試験体1においてせん断耐力を計算すると，薄肉鋼管が負担するせん断

耐力V、dニ30．6kNとなり，試験結果から得られるせん断耐力の1／6以下となる．

　このように，せん断破壊した試験体1において既存の方法で計算すると，せん断耐力を

過小評価することがわかる．また，4．6．2から，薄肉鋼管とソイルセメント等の双方でせん

断力を同程度負担していることもわかるため，鉄筋・鋼管ソイルセメント部材のせん断耐

力は，式（4．6．5），式（4．6．6）で示されることとする．

Vdニ　v．d　≠　v。pd （4．6．5）

陥㌦Wでここ 　鉄筋・鋼管ソイルセメントの棒部材のせん断耐力（kN）

’ソイルセメントが負担するせん断耐力（kN）

　薄肉鋼管が負担するせん断耐力（kN）

VspdニπR　t・f （4．6．6）

ここで，r．薄肉鋼管のせん断強度（kNlm2）

　　　　R．薄肉鋼管の半径（m）

　　　　t　・薄肉鋼管の厚さ（m）

　なお，Vscdは，鉄道構造物設計標準鉄筋コンクリート構造物17）の棒部材のコンクリート

が負担するせん断耐力に従って計算することとした．

　せん断破壊した試験体1において薄肉鋼管をせん断補強鉄筋に換算して計算すると，ソ

イルセメントが負担するせん断耐力V．d：34．4kN，薄肉鋼管が負担するせん断耐力V。pd

＝30．6kNとなり，せん断耐力の合計田ま，65．OkNとなる．これは，試験結果から得られる

せん断耐力の1／3程度と過小評価することがわかる．鉄筋・鋼管ソイルセメントのように付

着切れが発生する部材では，せん断破壊が発生しづらいことは従来から知られており，付

着切れが過小評価の原因となっていることは十分に考えられる．

4．7　曲げ特性

　杭体の最も基本的な特性に曲げ特性がある．ここでは，曲げ載荷試験を行い，曲げ耐力

等の基本的な特性を調べる．まず，薄肉鋼管の内部だけを模した試験体を用いて単調載荷

による曲げ載荷試験を行い曲げ耐力等の基本性能を把握した．次に，同じく薄肉鋼管内部

だけを模した試験体を用いて繰り返し載荷による曲げ載荷試験を行い，降伏点等を詳細に

把握した．
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4．7．1　単調曲げ載荷試験

　杭体の曲げ耐力を評価する必要がある．ここでは，図4．7．1に示すような薄肉鋼管より内

側の部分を模した試験体を用いて曲げ載荷試験を行った．試験体の諸元は表4．7．1に示す通

りであり，パラメータは，直径，薄肉鋼管の種類，軸方向鉄筋比，骨材の種類，ソイルセ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300～800メントー軸圧縮強度

とした．

計測項目としては，

荷重，変位の他に薄

肉鋼管，圧縮側ソイ

ルセメント，軸方向

鉄筋（圧縮，引張，

側鉄筋）のひずみを

計測した．計測断面

は，純曲げ区間の載

荷点中央とした．
図4．7．1単調曲げ載荷試験概要

表4．7．1単調曲げ載荷試験体諸元

賦験体番号
直径

icm）

薄肉鋼管

@種類
薄肉鋼

ﾇ比（％）
軸方向鉄筋

軸方向

S筋比
i％）

骨材

ソ仙セメント

@強度
ikN／m2）

賦験体1 50 コルゲート管 0．　6 D25－12本 3．　1 砂質土 3950
賦験体2 50 コ肋㌔ト管 0．　6 D32－16本 6．　5 砂質土 4000
試験体3 50 コルゲート管 0．　6 D25－12本 3．　1 砂質土 5430
賦験体4 50 コ肋㌧ト管 0．　6 D25－12本 3．　1 砂質土 2090
賦験体5 80 コルゲート管 0．　4 D32－12本 1．　2 砂質土 1940
賦験体6 80 コルゲート管 0．　4 D32－18本 2．　8 砂質土 2490
試験体7 50 コルケ㌧ト管 0．　6 D25－12本 3．　1 粘性土 1000
賦験体8 50 スパイラル管A 0．　2 D25－12本 3．　1 砂質土 4180
賦験体9 30 スパイラル管A 0．　3 D16－10本 2．　8 砂質土 4180
試験体10 30 スバイラル管B 0．　3 D16－10本 2．　8 砂質土 4260

（1）試験結果

　試験体1～4の荷重一載荷点変位関係を図4．7．2に示す．試験体1は基本試験体であり，試験

体2は軸方向鉄筋を増やし，試験体3，4はソイルセメント強度を増減させたものである．鉄

筋量の多い試験体2では，初期剛性，最大荷重とも試験体1に比べて大きくなっている．

試験体3，4では，ソイルセメント強度に応じて初期剛性，最大荷重とも試験体1に比べて増

減するが，変位が増大した時の荷重は3試験体ともほぼ一致している．荷重一載荷点変位の

特徴としては，部材角1！10に相当する変位120mmという大きな変位領域でも，荷重の大幅

な低下はみられないことである．

　各試験体の最大曲げモーメント発生時の載荷点変位，最大曲げモーメントを表4．7．2に示
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す．また，引張鉄筋側鉄筋，圧縮鉄筋，圧縮領域のソイルセメントの各ひずみと荷重の

関係の例（試験体8）を図4．7．3に示す．軸方向鉄筋（引張鉄筋，側鉄筋，圧縮鉄筋）は，ほぼ
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図4．7．3　荷重・ひずみ関係の例（試験体8）

平面ひずみを保っているが，圧縮鉄筋とソイルセメントは，100kN程度の荷重で付着が切

れ，ソイルセメントのひずみだけが増大していることがわかる．試験終了後，薄肉鋼管を

はがして内部を観察したところ，引張側，圧縮側とも軸方向鉄筋とソイルセメントの付着

が全長にわたって切れ，圧縮側のソイルセメントが圧壊していた．

（2）最大曲げモーメント

　付着ひび割れが発生した破壊性状および図4．7．3からこれらの試験体の破壊は，曲げ破壊

が発生する前に，付着破壊が発生していると考えられる．また，図4．7．3の引張鉄筋，圧縮

鉄筋のひずみは降伏ひずみに達していないことがわかる．このことを確認するために，平

面ひずみを仮定した鉄筋コンクリートの計算法による終局曲げモーメントの計算値と試験

結果による最大曲げモーメントの比較を行った．その結果を図4．7．4に示すが，試験値は，

表4．7．2　最大曲げモーメント発生時の載荷点変位及び最大曲げモーメント

試験体番号 最大変位　（mm） 最大曲げモづント（kNm）

試験体1 55 179．8
試験体2 97 243．　2
試験体3 33 200．0
試験体4 109 162．5
試験体5 45 258．　9
試験体6 58 404．2
試験体7 116 135．0
試験体8 47 180．　5

試験体9 37 50．9
試験体10 174 95．0
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計算値の112以下となっていることがわかる．

　次に，破壊が曲げ付着破壊によるものであると考えることとする．曲げ付着破壊は，せ

ん断力が鉄筋付着力の合計を上回るときに発生するため，曲げ付着破壊時のせん断力は，

式（4．7．1）で表すことができる．

s：＝Στ1乙Xi　d， （4．7．1）

ここで，　S：せん断力（kN）

　　　　　τ：鉄筋とソイルセメントの付着力（kN／m2）

　　　　　U：鉄筋の周長（m）

　　　　　d：有効高さ（m）

鉄筋とソイルセメントの付着力τは，薄肉鋼管に拘束された時の値であり，式（3．5．4）で示

される．曲げ付着破壊時の曲げモーメントMsは，式（4．7．2）で求まる．

妹＝3・ノ
（4．7．2）

ここで，　Ms：曲げ付着破壊時の曲げモーメント（kNm）

　　　　　S　：せん断力（kN）

　　　　　1：せん断スパン（m）

　式（4．7．2）から各試験体での曲げ付着破壊時の曲げモーメントMsをもとめ，試験結果によ

る最大曲げモーメントと比較すると図4．7．5の通りとなる．

　図4．7．5からわかるように最大曲げモーメントは，付着破壊時の曲げモーメントでほぼ近

似できており，これらの試験体は，曲げ破壊の前に付着破壊をおこしていると考えられる．

これは，ソイルセメントの強度が低いため軸方向鉄筋との付着が十分に発揮できないため

であり，本試験体のように3．0％以上の軸方向鉄筋を配置しても付着破壊が曲げ破壊より先

行して進むため，曲げ耐力の増加につながらないことがわかった．なお，最大曲げモーメ

ントが大きな試験体5，6では，計算値が試験値を過大に評価しているが，その原因は，こ

れらの試験体は直径が太くせん断スパンが短いため，せん断破壊が曲げ破壊より先行した

ことによるものと考えられる．
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4．7．2　曲げ繰返し載荷試験

4．7．1から軸方向鉄筋比が3％程度以上となると，軸方向鉄筋が曲げ降伏する前に軸方向鉄

筋とソイルセメントの付着切れが進行し，そのまま変形が進んでいくことがわかった．そ

のため，軸方向鉄筋比を2％程度と小さくした試験体を用いて載荷試験を行い，曲げ降伏が

先行した場合の挙動を調べた．

　載荷方法としては，降伏点等を調べるために繰返し載荷を行った．繰返し曲げ載荷試験
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の概要は，図4．7．6に示すように，直径300mm，支間2．4mの供試体に2点載荷で行った．供

試体の諸元は表4．7．3に示す通りであり，基本試験体2，ソイルセメント強度を低くした試

験体1，軸方向鉄筋の量を変えずに細径にした試験体3の3体とした．測定項目としては，荷

重，変位，鉄筋ひずみ

（圧縮鉄筋3箇所，引張

鉄筋3箇所），ソイルセ

メントのひずみ（圧縮

側と引張り側各1箇所）

とした．載荷方法とし

ては，載荷2点間の引

張り鉄筋ひずみが200

μになるまで載荷し，

その時の載荷点変位量

を基準とし，その整数

倍の変位量で繰返し載

荷を行った．

　480　　　　960

　載荷

▼　ウ

『→1←＿竺→
　　　　4　0

　　　　3000

図4．7．6　曲げ繰返し載荷試験概要

　300

▲　：ひずみゲージ｛ソイルセメント）

■：ひずみゲージ（鉄励

（1）荷重一変位関係と断面内ひずみ分布

　図4．7．7に載荷点の荷重P～変位量δ関係を示す．荷重と変位量は，荷重がある値に達す

るまでは線形関係を示し，その後は非線形関係（荷重は微増した後漸減し，変位量と残留

変位量は急増する）に転じていることが分かる．線形関係から非線形関係に移行する時の

荷重は，試験体1が約100kN，試験体2と試験体3が約130kNであった．試験体2と試験体

3のP～δ関係に着目すると，最大荷重時まではほぼ等しいが，その後の塑性領域での荷重

の低下は試験体3の方が小さかった．これは，試験体3の軸方向鉄筋径が試験体2よりも小

さいために（軸方向鉄筋比は，ほぼ同じ），鉄筋とソイルセメントの付着切れが遅れ，耐力

表4．7．3　曲げ繰返し載荷試験体諸元

試験体番号 薄肉鋼管厚（mm） 軸方向鉄筋 軸方向鉄筋比
ソイルセメントー軸圧縮強

@　度（kN／m2）

試験体1 1．6 D16・8本 2．2 1650
試験体2 1．6 D16・8本 2．2 2630
試験体3 1．6 D10・20本 2．0 2110

が低下しなかったものと考えられる．また，繰り返し載荷による剛性の低下に着目してみ

ると，試験体1においては5サイクル目程度から再載荷時の剛性が低下し始めるが，他の試

験体ではそれほど低下しない．これは，試験体1ではソイルセメント強度が低いためこの

程度の変位から付着切れが発生し始める（荷重一変位関係の傾きが小さくなってくる）こ
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とによるものと考えられる．

　図4．7．8～図4．7．10は，各供試体の載荷点における，変位量増加に伴うひずみ分布の変化

を示したものである．なお，ひずみはマイナスが圧縮，プラスが引張を示し，鉄筋のひず

みは圧縮縁から8mm（試験体3は5mm）と292mm（試験体3は295mm）における値，ソ

イルセメントのひずみは圧縮縁から35mmと265mmにおける値となっている．

　試験体1のひずみ分布を見ると，ソイルセメントの強度が低いため，ソイルセメントのひ

ずみが先に急増し，載荷点変位12mmでは平面ひずみ状態を保つことができたが，それ以

降平面ひずみ状態を保てなくなり，変位が増大し，破壊に至っている．試験体2，試験体3

については，試験体2で載荷点変位22mm，試験体3で載荷点変位14mmまで平面ひずみを

保つことができたが，それ以降平面ひずみ状態を保てなくなり，変位量が増大し，破壊に

至った．この状態を，図4．7．7にプロット（△印）したところ，試験体2，試験体3では変曲

点とほぼ一致する結果となった．鉄筋引張り試験により得られた鉄筋の降伏ひずみは約

2200μであり，軸方向鉄筋がこのひずみに達した状態を図4．7．7にプロット（○印）したと

ころ，試験体1では△印よりかなり遅れるがP～δ関係の変曲点とほぼ一致し，試験体2，

試験体3では△印とほぼ同じで，P～δ関係の変曲点とほぼ一致した．これらのことから，

軸方向鉄筋の降伏よりも軸方向鉄筋とソイルセメントのせん断付着破壊が先行しない場合

では，軸方向鉄筋の降伏と同時に平面ひずみ状態が崩れ始め変位が増大することがわかっ

た．
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（2）M一φ関係と降伏点

　図4．7．11に，載荷点中央の曲げモーメントMと曲率φの関係を示す．ソイルセメント強

度の低い試験体1は，試験体2に比べて最大曲げモーメントが小さく，剛性も初期の荷重段

階で低下している．また，軸方向鉄筋が細径の試験体3は，曲率が小さな範囲では試験体2

とほぼ一致するが，曲率が大きくなっても曲げモーメントが低下していない．

　降伏点にっいては，鉄筋コンクリート構造と同様に考え，軸方向鉄筋の降伏する点を図

4．7．12に△印で示した．基本試験体2に対して試験体1は，降伏曲げモーメントは小さく，

降伏時の曲率は大きくなり，試験体3は，降伏曲げモーメント，降伏時の曲率ともやや小さ

くなった．
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図4．7．11純曲げ区間の曲げモーメントと曲率の関係

（3）断面内ひずみ分布と塑性化

　（1）で述べたように載荷点中央の断面内のひずみ（引張鉄筋，引張側ソイルセメント，

圧縮鉄筋，圧縮側ソイルセメント）の測定値から載荷段階毎のひずみ分布を求めたところ，

試験体2，試験体3では軸方向鉄筋降伏時まで中立軸はほぼ断面中央にあり，引張側ソイル

セメントを含めてほぼ平面ひずみ状態を保っていたが，試験体1では降伏点の114程度の曲

率で平面ひずみ状態がくずれ，圧縮側ソイルセメント，引張鉄筋のひずみが増大していた．

このひずみ分布から，塑性化の過程としては，試験体1においては，軸方向鉄筋降伏前に

鉄筋とソイルセメントの付着が切れ，剛性が低下するが，試験体2，試験体3においては，

軸方向鉄筋が降伏するまでは平面ひずみ状態を保ち，軸方向鉄筋降伏後，鉄筋の降伏およ

び鉄筋とソイルセメントの付着切れにより剛性が低下し，曲率が増大するものと考えられ

る．また，その他の特徴としては，以下のような点があげられる．

①塑性化が進行しても曲げモーメントの大幅な低下は無い

②降伏時までは引張側ソイルセメントが引張力を負担し続ける
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②については，試験終了後，薄肉鋼管内部のソイルセメントを調べたところ，引張ひび

割れが発生していなかったこととも一致する．

（4）降伏剛性

試験結果から中立軸が断面中央にあり，軸方向鉄筋とソイルセメントが平面ひずみ状態

を保っていると仮定すると，部材の剛性は，軸方向鉄筋の剛性とソイルセメントの剛性の

和で求められる．鉄筋のヤング係数を2．06×107　k　N／m2，ソイルセメントのヤング係数

を一軸圧縮強度の500倍として，計算した剛性を各供試体のM一φ関係に示すと図4．7．12

の実線となる．鉄筋とソイルセメントの付着力が最も大きい試験体3では，降伏剛性にほ

ぼ等しくなっており，次に付着力が大きい試験体2では，降伏剛性は，計算値の2／3程度と

なり，降伏前に付着切れが発生する試験体1では，降伏剛性は，計算値の1／3以下となった．

このことから，軸方向鉄筋降伏前に付着力切れが発生しない場合には，軸方向鉄筋とソイ

ルセメントの剛性の和で降伏剛性を求めることができると考えられる．

（5）降伏曲げモーメント

　降伏曲げモーメントを，鉄筋コンクリートの場合と同様（引張側のソイルセメントを無

視し，平面ひずみ状態を仮定して引張鉄筋が降伏ひずみに達するときの曲げモーメント）

に計算した値を各供試体のM一φ関係に書き込むと図4．7．12の破線となる．計算値は△印

で示した試験結果を試験体2，試験体3では15～18％小さく評価している．この原因は，

試験では，降伏時に引張応力を負担している（引張側ソイルセメントのひずみが低下して

いない）にもかかわらず，計算では引張側のソイルセメントを無視していることによると

考えられる．

　そこで，試験結果から降伏時までの中立軸は断面中心にあると仮定し，降伏曲げモーメ

ントを軸方向鉄筋の降伏曲げモーメント（引張鉄筋が降伏ひずみに達するときの曲げモー

メント）と同じひずみが発生する時のソイルセメントに作用する曲げモーメントの和とし

て計算した．この値を各供試体のM一φ関係に示すと図4．7．12の点線の値となる．降伏前

に鉄筋とソイルセメントの付着が切れる試験体1では，試験結果とほぼ等しい．試験体2，

試験体3では10～12％小さく評価しており，鉄筋コンクリートの場合と同様に考えた場合

より降伏曲げモーメントを精度良く求められることがわかる．

（6）最大曲げモーメントの評価

最大曲げモーメントを発揮している状態では，いずれの供試体でも軸方向鉄筋とソイル

セメントの付着切れがかなり進んでいることから，軸方向鉄筋のみを円管として考慮した

曲げモーメント（引張鉄筋が引張強度に達するときの曲げモーメント）で計算した．この

値を各供試体のM一φ関係に示すと図4．7．12の一点鎖線となる．試験体1では，試験結果

を30％大きく評価しているが，試験体2，試験体3では6～18％小さく評価している．こ
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れは，試験体1では付着破壊が進行し，断面内の平面ひずみ状態が崩れるため，一本一本

の鉄筋に曲げが作用する状態になるのに対し，試験体2，3では付着は切れてくるものの全

体の断面としては平面ひずみ状態を保っているためと考えられる．

；：：：
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図4．7．12　曲げモーメント計算値と試験結果の比較
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4．7．3　曲げ部材特性

　これらの結果から，軸方向鉄筋比2％程度では，ソイルセメント強度2000kN／m2以上で降

伏まで軸方向鉄筋とソイルセメントの付着が確保することができ，鉄筋・鋼管ソイルセメ

ント杭の曲げ部材特性は，以下の方法で評価できる．

①降伏剛性は，軸方向鉄筋とソイルセメントの全剛性を足しあわせて計算する．

②降伏曲げモーメントは，鉄筋コンクリート構造に準じて計算する．もしくは，軸方向鉄

　　筋の降伏時の曲げモーメントと平面ひずみ状態を仮定したソイルセメント全断面に作

　　用する曲げモーメントを足し合わせて計算することで安全側に評価する．

③最大曲げモーメントは，ソイルセメントを無視し，軸方向鉄筋のみを考慮した引張強度

　　発生時の曲げモーメントで計算することで安全側に評価する．

4．8　曲げ変形特性

4．8．1　曲げ交番載荷試験A

（1）試験概要

　耐震性能を確保するためには，杭体の変形性能を評価する　21

必要がある．そのため，図4．8．1に示すような薄肉鋼管より

内側の部分を模した試験体を用いて曲げ交番載荷試験を行

った．試験体の諸元は表4．8．1の通りであり，試験体1を基本

試験体とし，試験体2は，軸方向鉄筋比を2倍以上に増加さ

せたもの，試験体3は，薄肉鋼管比を減少させ，ソイルセメ

ント強度も低下させたものである．載荷方法としては，軸

方向鉄筋のひずみが1000μとなった時の変位の整数倍で1

サイクルずつ変位制御にて載荷した．また，軸力は一定（軸

圧縮応力510kNlm2）で載荷した．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4．8．1曲げ交番載荷試験A概要

軸力

200

@　　　1
@　川1150　川i

㍉ll

表4．8．1曲げ交番載荷試験A試験体諸元

試験体番号
直径

imm）
薄肉鋼管種類

薄肉鋼管

艨i％）
軸方向鉄筋

軸方向

S筋比
i％）

骨材

ソイルセメントー軸

ｳ縮強度
ikNlm2）

試験体1 500 コルゲート管 0．6 D25・12本 3．1

砂質土

3950

試験体2 500 コルゲート管 0．6 D32・12本 6．5

砂質土

4000

試験体3 500
スパイラル管

@　A
0．2 D25・12本 3．1

砂質土

2830
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図4．8．2　荷重一変位関係と包絡線の比較

（2）試験結果

　破壊性状としては，試験体1，2では鉄筋とソイルセメントの付着が切れ，コルゲート管

の接合部が広がり，ソイルセメントの一部が圧壊した．試験体3では，スパイラル管の螺旋

方向の継ぎ目が切れ，付け根の部分（フーチング接合部）が圧壊した．

　荷重一変位曲線の比較を図4．8．2に示す．試験体1，2では，最大荷重は，150kN程度で

変位だけが増加していった．試験体3では最大荷重は100kN程度までしか上昇せず，変位

が増大した．これは，いずれの試験体も4．7．1単調曲げ載荷試験と同様に鉄筋が降伏する前

に鉄筋とソイルセメントの間の付着が切れはじめることによるものと考えられる．特に，

試験体2の最大荷重が試験体1と変わらないのは軸方向鉄筋が十分に引張鉄筋，圧縮鉄筋と

して働いていないためである．また，試験体3で最大荷重が小さいのは，ソイルセメント強

度が弱いことと薄肉鋼管の厚さが薄いことにより，先に示したように軸方向鉄筋とソイル

セメントとの付着が容易に切れてしまうためと考えられる．各試験体の軸方向鉄筋のひず
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みを調べてみると．図4．8．2の上図に黒矢印で示した状態では，鉄筋の表と裏でひずみが逆

転しており，軸方向鉄筋一本一本に曲げが作用していることがわかる．これは，平面ひず

み状態が崩れていることを意味する．荷重一変位関係の全体の形状は，RC部材のものに

近いが，ややヒステリシスが小さい．これは，軸方向鉄筋とソイルセメントにすべりが発

生することによるものと考えられる．また，図4．8．2の下図に荷重一変位関係の包絡線を同

程度の断面をもつRC柱と比較して示した．　RC柱では50mm程度の変位で荷重が急激に

低下しているのに対し，本試験の場合には，試験機の都合上制限となる最大変位120mm（部

材角で1／10以上）まで荷重の大幅な低下はみられずエネルギー吸収能力は十分大きいと考

えられる．

4．8．2　曲げ交番載荷試験B

（1）試験概要

　実際の杭体では，薄肉鋼管の外部のかぶりソ

イルセメントがあるため，その部分まで含め

た図4．8．3に示すような試験体を用いて曲げ交

番載荷試験を行った．試験体の諸元は表4．8．2

の通りであり，試験体1を基本試験体とし，

試験体2は，比較のため，薄肉鋼管にコルゲ

ート管のかわりに厚さ4．5mmの普通鋼管を用

いた．載荷方法としては，軸方向鉄筋のひず2150

みが500μ，1000μ，降伏ひずみの順で1サイ

クルずつ載荷し，その後は，降伏ひずみ発生

時の変位をδとし，その整数倍で1サイクルず

つ変位制御にて載荷した．軸力は一定（軸圧

縮応力100kN！m2）で載荷した．また，交番載

荷試験終了後，軸圧縮力を490kNまで載荷し，

軸圧縮耐力の確認を行ったが，いずれの試験

体でも490kNの軸圧縮耐力を確保していた．

500

軸力100kN／

11 0

ii

cii

8　交番載荷⇔　　軸方向　　　験体　　試験体

軸方向鉄筋（D258本）

験体1（コルゲートパイフ’）

試験体2（鋼管t＝4．5mm）

図4．8．3曲げ交番載荷試験B概要

表4．8．2曲げ交番載荷試験B試験体諸元

試験体番号
直径

imm）
鋼管種類

鋼管比
i％）

軸方向鉄筋

軸方向

S筋比
i％）

骨材

ソイルセメントー軸

ｳ縮強度
ikN／m2）

試験体1 500
コルゲート管

@φ300mm
0．6 D25・8本 2．　1

砂質土

3940

試験体2 500
普通鋼管

ﾓ300mm 1．8 D32・8本
4．3
@※

砂質土

4040

※は普通鋼管を軸方向鉄筋として評価
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（2）試験結果

①破壊性状

　破壊性状としては，試験体1では，軸方向鉄筋のひずみ500μのサイクルからかぶりソイ

ルセメントに水平方向に曲げひび割れが発生し始め，降伏ひずみ発生時を1δとすると1δ

では，コルゲートパイプの周方向の接合部に沿ったひび割れも顕著になった．3δでかぶり

ソイルセメントが剥離し始め，5δで完全に剥離し落下した．（写真4．8．1参照）

　試験体2では，軸方向鉄筋のひずみ500μのサイクルからかぶりソイルセメントに水平方

向に曲げひび割れが発生し始め，降伏ひずみ発生時には，斜め方向のひび割れも発生し始

める．ひび割れの数は試験体1より少ないが，3δ程度からひび割れ幅が大きくなり，かぶ

りソイルセメントは，大きなブロックで鋼管から剥離する．ただし，6δになっても鋼管か

らの完全な剥離には至らなかった．（写真4．8．2参照）

　試験終了後，コルゲートパイプ，鋼管を撤去し，内部ソイルセメントを観察したところ

両試験体とも大きなひび割れ等は見られず，健全な状態であった．また，コルゲートパイ

プ，は特段の変形は見られなかったが，試験体2の鋼管は，付け根部分でちょうちん座屈を

起こしていた．（写真4．8．3参照）
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図4．8．4（a）荷重一変位関係（試験体1）
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図4．8．4（b）荷重一変位関係（試験体2）
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軸方向鉄筋ひずみ500μ時 変位1δ時
蝉

　変位3δ時　　　　　　　　　　　　　　変位5δ時

写真4．8．1　曲げ交番載荷試験B破壊状況（試験体1）
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軸方向鉄筋ひずみ500μ時 変位1δ時

変位3δ時　　　　　　　　　　　　　　　　　変位5δ時

　写真4．8．2　曲げ交番載荷試験B破壊状況（試験体2）
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、　，　　　　一．s・一」
　ン5・’◆
’㌔理』．一

試験体1

写真4．8．3

　　　　　試験体2

曲げ交番載荷試験B試験後破壊状況
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　②荷重一変位関係

　荷重一変位曲線の比較を図4．8．4に示す．試験体1では，載荷重は，120kN程度で軸方向

鉄筋が降伏し，その後，荷重は漸減しながら変位が増加していった．荷重100kN程度まで

は剛性は一定値を示すが，そこから鉄筋降伏時までは，剛性は1／3程度に減少した．これは，

前章で示した付着切れによるものと考えられ，剛性は一定値を示す限界の荷重100kNは，

本試験体について式（4．7．2）で計算される曲げ付着破壊時の曲げモーメントから算定される

荷重103kNと一致する．

　試験体2では，試験体1と同様の結果を示すが，ヒステリシスの形状から，エネルギー

吸収が大きいことがわかる．これは，普通鋼管のエネルギー吸収が大きいことによると考

えられる．

　両試験体とも最大変位は，試験機の都合上120mm程度で試験を終了しているが，その場

合にも（部材角で1／10以上）荷重の大幅な低下はみられずエネルギー吸収能力は十分大き

いと考えられる．

③曲げモーメントと曲率の関係

　試験体の各測定点（下端から130mm，260mm，390mm，520mm，780mm）の水平変

位を計測し，部材の曲率を求めた．

　測定点間の部材角θは，式（4．8．1），式（4．8．2）で求めた．

Oi＝　（Oi≠1　一δP．／乙i

Oi．1ニ（o，　－Oi．1？／li－i

（4．8．1）

（4．82）

ここで，　0　◆部材角

　　　　　0　　水平変位

　　　　　1　測定点間距離

また，曲率φは，式（4．8．3）で求めた．

φ∫＝（Oi－o、．il／（IM2≠ム〃②1 （4．8．3）

ここで，　φ　　曲率

　　　　　0．部材角

　　　　　1　測定点間距離

これらの考え方を図4．8．5に示す．なお，水平変位に含まれる鉄筋のフーチング内からの
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抜け出しによる変位Ooは，フーチング内の鉄筋ひずみの総和から式（4．8．4），式（4．8．5）で計

算し，各測定点の水平変位の計測値からさし引いた．

〃o　＝＝　Ooレ／〔7．5d （4．8．4）

ここで，　Oo．鉄筋の抜け出しによる部材角

　　　　　Oo．鉄筋のフーチングからの抜け出し量

　　　　　d　’引張鉄筋と圧縮鉄筋の距離

δo　＝　〃o　♪〈　」乙ゴ （4．8．5）

ここで， Li　下端から各計測点までの距離

　このような方法で，曲率1（下端から65mm），

曲率2（130mm），曲率3（260mm），曲率4

（390mm），曲率5（520mm），曲率6（780mm）

の各曲率を求め，各断面に作用する曲げモーメ

ントとの関係を1サイクル目（軸方向鉄筋ひずみ

500μ），2サイクル目（軸方向鉄筋ひずみ1000

μ），3サイクル目（軸方向鉄筋ひずみ2030μ（降

伏ひずみ））終了時の各載荷段階毎に図4．8．6に示

した．同時にソイルセメントと軸方向鉄筋の全

剛性13115kN／m2を実線で示した．1サイクル目，

2サイクル目までは，曲率は全剛性に近い動きを

しているが，3サイクル目では，曲率の大きな下

端部の曲率1，2が急増し，剛性が低下してくる

ことがわかる．なお，図4．8．6において，曲率は

かなりの幅をもって変動しているが，鉄筋コン

クリート部材の交番載荷試験においても変位測

定値から曲率を計算すると，このように幅をも

って変動する結果となるのが一般的である．

1

1

　　　　叶

］L…！」

δ　i・1

θi

θi．1

図4．8．5曲率の求め方の概念図

φi
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図4．8．6（a）曲げモーメントー曲率関係（試験体1・第1サイクル）
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図4．8．6（b）曲げモーメントー曲率関係（試験体1・第2サイクル）

　　　　　　　　　　　曲率（1／m）

図4．8．6（c）曲げモーメントー曲率関係（試験体1・第3サイクル）
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④　耐力評価

　内部ソイルセメントのひずみの変化を調べてみると，鉄筋コンクリート部材のように引

張側のソイルセメントがひび割れることなく，圧縮側と同様にひずみが伸びていくことが

わかる．鉄筋とソイルセメントの付着が維持されている間は平面ひずみ状態が成り立ち，

軸方向鉄筋，ソイルセメントはそれぞれ部材中心を中立軸として耐力を発揮する．また，

付着切れが進行しはじめても軸方向鉄筋，ソイルセメントはそれぞれ部材中心を中立軸と

して耐力を発揮し，その後，引張側のソイルセメントは，引張応力を負担しなくなるが，

耐力の大きな低下はない．かぶりソイルセメントは，軸方向鉄筋降伏時程度までは，評価

できるが，その後はひび割れが拡大し，脱落する

　以上のことから，部材耐力を軸方向鉄筋の耐力とソイルセメントの耐力の重ね合わせで

計算できると考えると，部材の耐力は，式（4．8．6）で表される．

P　＝・Pc≠　Psy
（4．8．6）

ここで，　P　　　部材耐力（kN）

　　　　Pc　．ソイルセメントの耐力（kN）

　　　　　Psy　　軸方向鉄筋の降伏耐力（kN）

　式（4．8．6）で，試験体1のかぶりソイルセメントが有る場合と無い場合の耐力を計算すると，

有る場合では，119kN，無い場合では，85kNとなる．

　これは，図4．8．4（a）の軸方向鉄筋降伏時の耐力，変形が進んだ時の残留する耐力に良く一

致する．このことから，軸方向鉄筋比2％以下，ソイルセメントー軸圧縮強度4000kN／m2

以上では部材の降伏耐力は，ソイルセメント全断面を考慮した曲げ降伏耐力と軸方向鉄筋

を円管として考慮したときの降伏耐力の和で，終局耐力は薄肉鋼管内部のみを考慮した曲

げ耐力と軸方向鉄筋を円管として考慮したときの降伏耐力の和で評価できると考えられる．

4．9　まとめ

　各種部材載荷試験の結果，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の部材特性については以下のこ

とがわかった．

①圧縮特性については，薄肉鋼管の拘束により，ソイルセメントの20～50％の強度増加

　　が見込める．また，軸方向鉄筋を配置する場合の圧縮耐力の評価にあたっては，ソイル

　　セメントと軸方向鉄筋の圧縮耐力の和で評価できる．ただし，薄肉鋼管厚比／軸方向鉄

　　筋比が114を下回ると軸方向鉄筋の座屈を薄肉鋼管が拘束しきれなくなり，上記の計算

　　法では圧縮耐力を過大に評価してしまう．

②薄肉鋼管より内部がすべる形態での破壊については，式（4．4．3）を満たすソイルセメント

　　強度を確保する必要があり，杭先端部の支圧破壊については式（4．5．1）で計算する耐力で
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　　評価できる．

③せん断特性については式（4．6．5）で計算でする耐力で評価できる．ただし，付着切れが先

　　行する場合には，耐力を過小評価する．

④曲げ特性については，曲げ降伏耐力は，曲げ付着破壊が曲げ破壊より先行しない場合に

　　は軸方向鉄筋の曲げ降伏耐力とソイルセメント全断面の曲げ耐力の和で求まるが，曲げ

　　付着破壊が曲げ破壊より先行する場合には，式（4．7．2）で計算される曲げ付着破壊時のモ

　　ーメントから求まる耐力となる．実際の設計においては，両者を比較して小さい方の耐

　　力を用いることとなる．また，薄肉鋼管外部のソイルセメントについては部材降伏時に

　　は考慮してもよいが，変形が増大すると分離してくるので終局時には無視する必要があ

　　る．

⑤曲げ変形特性については，曲げ付着破壊が曲げ破壊より先行するしないにかかわらず，

　部材角1／10以上の大変形領域まで荷重を維持し十分な変形性能を有する．
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5章　薄肉鋼管一ソイルセメント複合体の圧縮特性

5．1　はじめに

　地盤材料を拘束することにより剛性が大きくなることは一般に知られており，例えばタ

イロッド等で盛土を拘束する工法等が実用化されている．また，コンクリート材料におい

ても拘束することにより，剛性，強度とも大きくなることが知られており，コンクリート

の周囲を鋼管で拘束したCFT構造等が実用化されている．一方，地盤材料をセメントと

混合したソイルセメントについては，地盤改良等に広く利用されており，ソイルセメント

合成鋼管杭等で杭体の材料としても実用化されているが，杭体の設計上考慮されるものと

なっていない．また，ソイルセメントは，圧縮強度，剛性等の面で地盤材料とコンクリー

トの中間的な値をとる（ソイルセメントは一軸圧縮強度で100～10000kN／m2程度であり，

粘土等の地盤材料1000kN／m2以下，コンクリート10000～50000kN／m2のほぼ中間の強

度を示す．本研究ではその中でも比較的高強度（1000～10000kN／m2）のソイルセメントを

用いる．）ものであるが，鋼管等に詰めた状態で，大きな拘束力を受けたときの挙動にっい

ては明らかにされていない．そこで，拘束により剛性が大きくなる地盤材料，拘束により

剛性，強度とも大きくなるコンクリート材料に対して，ソイルセメントが拘束を受けた場

合にどのような圧縮特性を示すかを検討し，さらに軸ひずみに応じて拘束が変化すると考

えられる薄肉鋼管一ソイルセメント複合体について圧縮特性を検討することとする．

　本章では，3章で判明した拘束を受けるソイルセメントの特性の中でも特に杭材料とし

て重要な圧縮特性について，三軸圧縮試験を実施し，弾塑性構成式でモデル化することに

より詳細な検討を行うこととする．さらに，弾塑性構成式を用いたFEM解析によりパラ

メトリックスタディーを行い，杭体の材料としての適用性についても検討する．

5．2　ソイルセメント三軸圧縮試験

　ソイルセメントの三軸圧縮試験については，小林ら1）2）の研究で，側圧を変化させ，CU

試験，CD試験を行った結果が報告されている．これらの試験では，粘性土を材料とした

ソイルセメントを対象としているが，側圧が一軸圧縮強度より小さい場合には，以下のよ

うな結果が得られている．

①CD試験では，側圧が増加するにつれてピーク強度，残留強度とも増加する．

②　ごU試験では，側圧が増加してもピーク強度はそれほど増加せず側圧にかかわらず

　　ほぼ一定値をとり，残留強度は，小さな側圧でも大幅に増大し，側圧にかかわらずほ

　　ぼ一定値となる．

これらの研究では，セメント添加率（セメント乾燥重量／土粒子乾燥重量）は8～20％であ

り，一軸圧縮強度で400～3000　kN／m2のソイルセメントを対象としている．

5．2．1　試験概要
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合表を表5．2．2に示す．

　練り混ぜについては，容器に砂

とセメントをいれ空練りした後，

混和剤を混入した水とベントナ

イトを加えながらハンドミキサ

ーで撹絆した．撹拝時間は10分

とした．養生方法としては水中養

生とした

（1）試験体諸元

　配合については，杭体に使用することを前提にするため，比較的高強度のソイルセメン

トを対象とすることが必要と考え，セメント添加率を16～30％と大きなものとした．使用

する骨材については，須賀川産の川砂を用いた．その物理的性質は表5．2．1に示すとおりで

ある．一般的にはソイルセメントの砂分含有率が80％を超えると圧縮強度が増加すること

が知られているが，本試験体に用いた細骨材の砂分含有率は95．8％であるため，ベントナ

イト分を考慮しても試験体の砂分含有率は80％を超え，大きな圧縮強度が得られると考え

られる．ベントナイトについては250メッシュ比重2．60のものを，セメントについては早強

ボルトランドセメント比重3．14のものを．水については水道水を用いた．また，減水剤と

してポゾリスNo．89を用いた．配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表5．2．1　三軸圧縮試験使用砂の物理的性質

比重 2．63

砂分（％） 95．8

シルト分（％） 4．2

粒度分布

@特性

最大粒径（mm） 5．0

60％粒径（mm） 1．0

10％粒径（mm） 0．2

均等係数 5．0

表5．2．2　三軸圧縮試験配合表

　　　配合No．

z合強度kN／m2
セメント ペントナイト 水 砂 混和剤 セメント／砂％

配合10
P000

180kg 50kg 451kg ll48kg セメント×0．3％ 16

配合20
Q000

224kg 56kg 451kg 1108kg セメント×0．3％ 20

配合30
R000

267kg 67kg 451kg 1064kg セメント×0．3％ 25

配合50
T000

314kg 78kg 451kg 1018kg セメント×0．3％ 30

　（2）試験方法

　三軸圧縮試験の種類としては圧密排水試験とし，一定の拘束圧のもとでダイレイタンシ

ー挙動等を調べるものとする．また，2章で述べたように鉄筋・鋼管ソイルセメント杭で発

生する拘束圧は，一般的なひずみ領域（10000μ）以下では，700kN／m2以下となるため，

側圧σ、の設定は，700kN／m2，400　kN／m2，100　kN／m2とする．配合についてはあらかじ

め試験練りを行い決定したが，配合強度は，1000　kN／m2，2000　kN／m2，3000　kN／m2，5000

kN／m2の4種類とし，比較のため一軸圧縮試験も実施する．なお，圧密時間は20時間，せ
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ん断速度は0．07％／分とする．

　圧縮試験機については，配合強度2000kN／m2の試験は，最大強度3000　kN／m2までの試

験が可能な土の三軸圧縮試験に用いる試験機を用いたが，配合強度3000kN／m2，5000

kNlm2の試験は，岩等の三軸圧縮試験に用いる高圧三軸圧縮試験機を用いた．背圧につい

ては，OkN／m　2，200kN／m2とした．

　試験体の養生期間は，配合ごとに統一することが望ましいが，ここでは試験の関係上同

一とすることができず，14日から105日となっている．これらの条件を表5．2．3に示す．な

お，試験体の含水比，間隙率については，それぞれ30％，0．45程度となっている．

表5．2．3　三軸圧縮試験条件

配合強度
ik］N！㎡）

詞ｱ体No．

使用試験機

養生日数（日）

齊ｲ圧縮強度
@o【N／㎡）

有効拘束圧

ikN／㎡）

背圧（kN！㎡）

2000

Q0A
Q0B

三軸圧縮

詞ｱ機 14日　1450

Q1日　1650

100

S00

V00

0

3000

R0A
R0B

高圧三軸圧縮

@試験機 28日　4392

V5日　5883

100

S00

V00

200

5000

T0A
高圧三軸圧縮

@試験機 105日　8990

100

S00

V00

200

5．2．2　試験結果

（1）圧密過程

　試験体20A，30B，50Aの経過時間一排水量関係を図5．2．1に示したが，試験体20Aに

ついては排水となっているが，試験体30B，50Aについては吸水となっており，試験体20B

も排水となっている．これらの違いは試験体20A，20Bの試験では背圧を0としているが，

試験体30B，50Aの試験では背圧をかけていることが原因ではないかと考え，同じ試験体

を用いて背圧の有無による圧密過程に及ぼす実験を行った．

　まず，三軸圧縮試験機を用いて表5．2．2に示す配合10の試験体の圧密を背圧0と背圧200

kN！m2の場合で実施した．図5．2．2にその結果を示すが，背圧0の場合の排水に対して，

背圧200kNlm2の場合には吸水となることがわかる．これは，背圧をかけた場合には，通

常の脱気で取り除けなかった試験体中の空気が背圧の影響で収縮し，通常の圧密現象で生

じる排水量を上回る吸水現象を起こしているものと考えられる．

　このことを検証するために，圧密過程の前に予圧密をかけて吸水が終了した後，圧密過

程を実施する下記のような手順で試験をおこなった．予圧密過程，圧密過程の時間一排水

量関係を図5．2．3，図5．2．4に示す．予圧密過程では吸水（4．4cm3）が発生したが，圧密過
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程では排水（1．3cm3）が発生している．予圧密後のB値を計算すると0．951となり十分

飽和度が高いことがわかる．

確認テスト手順

　①負圧，脱気（40分間，セル圧一80kN／m2，背圧一100kN／m2）

　②放置，吸水（60分間，セル圧OkN／m2，背圧一20kN！m2）

　③予圧密（16時間，セル圧220kN／m2，背圧200kN！m2）

　④圧　密（70時間，セル圧472．5　k　Nlm2，背圧200　k　N／m2）

　これらの現象から，通常の脱気では完全に空気を追い出すことができず，圧密時に吸水

することにより飽和度が100％に近い状態となっていると考えられる．これは，ソイルセ

メントは間隙比が大きく，生成時に撹絆するため空気が独立気泡の形で閉じ込められてい

ることおよび透水係数が非常に小さいことによると考えられる．
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図52．1（a）試験体20A経過時間一排水量関係
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　図5．2．1（b）試験体30B経過時間一排水量関係
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（2）せん断過程

予備試験として，圧密過程で背圧の影響があることがわかったため，表5．2．2に示した配

合10の試験体を用いてせん断試験を実施し，背圧の有無によるせん断密過程に及ぼす影響

を調べた．試験条件としては，表5．2．3で示したものと同様であり，側圧は400kN／m2と

し，背圧0と背圧200kN／m2

の場合で比較することとし

た．試験結果を図5．2．5に示

すが，応カーひずみ関係に両

試験の違いはほとんどみら

れない．

　本試験の結果を試験体No．

ごとに主応力差一偏差ひず

み関係，体積ひずみ一偏差ひ

ずみ関係を図5．2．6～図

5．2．10に示す．また，試験体

20A，30Bの試験終了後の破

壊状況を写真5．2．1～写真

5．2．3に示す．
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4ミ1500
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「
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▲ 一
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齊ｲ圧■蹟験
’一

図5．2．5

　5　　　　　　　10　　　　　　　15　　　　　　　20

　　　　軸ひずみ（％）

背圧の違いによる応カーひずみ関係

　これらの結果より応カーひずみ関係については以下のことが言える．

①一軸圧縮強度の低い試験体20A，20Bにおいては，ピークが明確に現れない正規圧

　密粘土のような特性があり，ピーク強度が側圧の大きさに従って増大し，ピーク強度

　が発揮されるひずみレベルも側圧の増大とともに10％近くまで大きくなる．

②一軸圧縮強度が試験体30A，30B，50Aと大きくなるに従って過圧密粘土のような

　　特性が顕著となり，ピークが明確に現れる．また，ピーク強度，ピーク強度が発揮さ

　　れるひずみレベルも側圧の増大の影響を受けにくくなり，50Aでは一軸圧縮試験の結

　　果とほとんど変わらない．

　③　残留強度にっいては，一軸圧縮強度が試験体30A，30B，50Aと大きくなるに従っ

　　てピーク強度からの低下の程度は大きくなるが，いずれの試験においても10％以上の

　　大きなひずみレベルまで残留強度を発揮する．残留強度の大きさは側圧が大きいほど

　　増大する．

また，ダイレイタンシー挙動については以下のことが言える．

①　一軸圧縮強度の低い試験体20A，20Bにおいては，側圧が大きい場合には体積が収

　縮し続ける正規圧密粘土のような特性があり，側圧が小さな場合には一度収縮したの

　　ち膨張に転じる過圧密粘土のような特性がみられる．

②一軸圧縮強度の高い試験体30A，30B，50Aにおいては，いずれの側圧においても

　一度収縮したのち膨張に転じる過圧密粘土のような特性がみられる．その程度は，側
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　圧が小さいほど，一軸圧縮強度の高いほど顕著にみられ，50Aの側圧700　kN／m2の試

　　験においては14％もの体積膨張がみられる．

　これらの現象を定量的に把握するためJ一軸圧縮強度q。で正規化した側圧σ，とピーク強

度qmax，残留強度qresとの関係を図5．2．11に示す．図52．11より以下のことがわかる．

①ピーク強度qmaxについては，一軸圧縮強度の10％程度までの側圧では一軸圧縮強度

　　とほとんど同じであるが，一軸圧縮強度の10％を超える側圧が作用すると大きくなり

　　始め，一軸圧縮強度の50％の側圧が作用する場合には，一軸圧縮強度の2倍以上と飛

　　躍的に増大する．

　②残留強度qresついては，一軸圧縮強度の10％以下の側圧でも一軸圧縮強度の50％近

　　くの強度を示し，20％の側圧が作用すると，ほぼ一軸圧縮強度と同等の強度を発揮す

　　る．

　また，主応力差一偏差ひずみ関係，体積ひずみ一偏差ひずみ関係から後述する式（5．329），

式（5．3．31），式（5．3．32）を用いてヤング率Eおよびボアソン比γを算出すると表5．2．4の通りと

なる．

ヤング率Eおよびボアソン比Vとも側圧の影響は明確でないが，一軸圧縮強度による影響は大き

く，ヤング率Eは一軸圧縮強度が大きくなるほど大きくなり，ボアソン比vは一軸圧縮強度が大き

くなるほど小さくなることがわかる．

5．2．4　三軸圧縮試験結果と薄肉鋼管一ソイルセメント複合構造体の圧縮特性

　3章で述べたように薄肉鋼管一ソイルセメント複合構造体における一軸圧縮強度2000～

5000　k　Nlm2のソイルセメント（ほぼ三軸圧縮試験の試験体20A，20B，30A，30Bに対応する）

の応カーひずみ関係には，以下のような特徴があることがわかっている．

　①初期の変形係数は，一軸圧縮強度が高いほど大きくなるが，拘束による影響はない．

②　圧縮強度が一軸圧縮強度の120～150％に増加し，増加の程度は一軸圧縮強度が高い

　　ほど大きくなる．

　③圧縮強度発生時のひずみおよび破壊ひずみは，無拘束の場合に比べて3～4倍と飛

　　躍的に増大する．

　④軸ひずみ0．4～0．6％では一軸圧縮強度が低いほど大きな拘束圧が発生し，軸ひずみ

　　0．8～12％では逆に一軸圧縮強度が高いほど大きな拘束圧が発生する．

　これらの特徴は，三軸圧縮試験結果から以下のように説明できるものである．①につい

ては，図5．2．6（a）～図5．2．9（a）において初期勾配が一軸圧縮強度が高い試験体ほど大きくな

り，拘束圧の違いが初期勾配に影響していない．②については，図5．2．11に示すように側圧

が一軸圧縮強度の10～30％のときに，ピーク強度が一軸圧縮強度の120～150％に増加して

いる．また，強度増加の程度が一軸圧縮強度が高いほど大きくなるのは．図5．2．6（b）～図

5．2．9（b）において偏差ひずみ1％程度から一軸圧縮強度が高い試験体ほど正のダイレイタン
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シーが大きくなり，拘束圧が増加する．③については，図5．2．6（a）～図5．2．9（a）からピーク

強度発生時の偏差ひずみは，一軸圧縮強度の低い試験体で6％以上，一軸圧縮強度の高い試

験体で2％以上，残留強度発生時の偏差ひずみは一軸圧縮強度にかかわらず10％以上となり，

いずれも無拘束の試験より飛躍的に増大している．④については，図5．2．6（b）～図5．2．9（b）

において一軸圧縮強度が高いほど正のダイレイタンシーが大きくなっており，収縮から膨

張に転ずる偏差ひずみが1％程度である．つまり，ソイルセメントのボアソン比は一軸圧

縮強度が低いほど大きいため，小さな軸ひずみでは一軸圧縮強度が低いほど体積収縮量が

小さくなり拘束圧は大きくなるが，軸ひずみが大きくなるに従い一軸圧縮強度が高いほど

大きな正のダイレイタンシーが発生し，拘束圧が大きくなると考えられる．
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側圧100kN／m2　　　　　　　側圧400kN／m2　　　　　　側圧700kN！m2

　　　写真5．2．1　三軸圧縮試験後の試験体の破壊状況（試験体30B）

側圧100kN／m2　　　　　　　側圧400kN／m2　　　　　　　側圧700kN！m2

　　　　写真5．2．2　三軸圧縮試験後の試験体の破壊状況（試験体20A）
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側圧100kN／m2　　　　　側圧400kN／m2　　　　　　　　側圧700kN／m2

　　　写真5．2．3　三軸圧縮試験後の試験体の破壊状況（試験体20B）

25

◇

×△

一1コー◇一

0

0

◇試験体20A

ロ試験体20B

．△試験体30A

×試験体308

0M験体50A

0，1 　02　　　　　　　　　00　　　　　　　　　0．4

一軸圧縮強度で正規化された側圧σノ馬

05 o．6

図5．2．11（a）一軸圧縮強度で正規化した側圧一ピーク強度関係

25

口　◇

口◇

　　　　＾丁一一 ◇試験体20A

O試験体20B

△試験体30A

×試験体30B，

lO試験体50A，

0 e．1

図5．2．11（b）

　　02　　　　　　　　　　　　　03　　　　　　　　　　　　　0．4　　　　　　　　　　　　　臥5　　　　　　　　　　　　　06

　一軸圧縮強度で正規化された側圧σノ亀

一軸圧縮強度で正規化した側圧一残留強度関係

88



5．3　ソイルセメントの弾塑性構成式

5．3．1　概説

　すべての物体は，力を受けるとなんらかの変形を生じる．このような物体の外力に対す

る変形の違い（応力とひずみの関係）を力学の範疇で示したものが構成式である．

　地盤材料の構成式に関する研究は1960年代に入ってから多くの研究者たちによって盛ん

に行われるようになった．まず，従来の構成式に関する研究について述べた後，本研究に

おいて用いる足立・岡のひずみ軟化型弾塑性構成式の誘導およびその材料定数の決定法に

ついて述べる．また，これまでに提案されてきた本構成式の発展モデルを概観する．

5．3．2　地盤材料の構成式に関する研究

　地盤材料の構成式に関する研究は1960年代に入ってから盛んに行われるようになり，そ

れらの手法は，以下の二つに大別できる．

◆微視的なアプローチから構成された理論によるもの

　地盤材料を粒状体と見なして粒子間接点における摩擦力に着目した研究であり，特に砂

質土に対して高い有効性が示され，現在も数多くのモデルが提案されている．代表的なも

のとして，Rowe19）による研究が挙げられる．これは，応カーダイレイタンシー関係を提示

しており，後には粘性土の研究に対しても多大な影響を与えたものである．

◆巨視的なアプローチから構成された理論によるもの

　本質的に不連続体である土を連続体と理想化して，金属材料などの材料分野で発達した

弾塑性理論を適用したものであり，地盤材料に対する構成式の研究の本流を形成している．

Roscoe　et　aL　201は，状態境界曲面（state　boundary　surface）や限界状態（critica1　state）の概念

を確立し，関連流れ則に基づく弾塑性モデル，すなわちCam－Clay　modelを完成させた．こ

のモデルは，粘土のせん断・圧密挙動を統一的に説明しうる画期的なものであり，その後

の土の弾塑性モデルの基本となっている．その後確立された，足立・岡モデル6｝の構成式は

この流れを汲むものである．

5．3．3　足立・岡のひずみ軟化型弾塑性構成式の特徴

　ひずみ軟化材料の代表とも言える軟岩は，これまで土質力学からのアプローチが乏しい

状況にあったが，足立・小川21）は軟岩の三軸圧縮試験を数多く行い，軟岩の圧密・せん断

特性について土質力学の見地から統一的に論じた．その後，粘性土等で培われた土質力学

の手法を援用するなどして，軟岩の構成式に関する研究が活発に行われるようになった．

軟岩の特徴としては，ひずみ硬化一軟化型の応カーひずみ関係を呈し，かつ，ひずみ軟化

に伴い正のダイレイタンシーが顕著に現れることが挙げられる．軟岩に限らずひずみ硬化
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一軟化型の構成式はいくつか提案されてきたが，これらを有限要素法等の数値解析に適用

した場合，ひずみ軟化時に剛性マトリックスが負値をとる場合が多く，境界値問題への適

用は難しかった22）23）24）25）．

　しかし，足立・岡6｝は降伏関数を応力履歴テンソルで規定した新たな発想の構成式を提案

しこの問題を解決した．以下にその構成式における考え方を示す．

　本研究で用いる足立・岡のひずみ軟化型弾塑性構成式では，ひずみ軟化現象を変形の局

所化と材料自体の軟化双方に起因するものと考える．そこで，材料強度の発現を摩擦力に

よる成分と，粘着力やセメンテーションによる内部構造の成分とから成るものとし，せん

断過程を後者による強度成分が失われ，前者による強度成分が増大する過程としてとらえ

る．本構成式は，さらにValanis26）のEnd㏄hronic理論に基づいて，応力履歴テンソルと呼ば

れる新たな状態量を提示し，これを硬化のみを示す摩擦成分に対応づけた．

　本構成モデルにおける降伏関数はひずみの関数で，単調増加するひずみ硬化一軟化パラ

メータと応力履歴テンソルによって定義されるため，従来の弾塑性モデルをひずみ軟化領

域に拡張するときのような降伏面の縮小が生じない．そのため，有限要素解析に用いる場

合，その解析アルゴリズムが極めて安定で容易なものとなりえる．

　さらに，このモデルは，その極限としてひずみ硬化のみの場合の応カーひずみ関係を表

現することができ，また，解の一意性の条件を満たしているために有限要素法での取り扱

いが容易であることがその特長である．

　また，足立・岡のひずみ軟化型弾塑性構成式は，軟岩に対するその適用性が既に示され

ている2τ｝．

5．3．4　足立・岡のひずみ軟化型弾塑性構成式

（1）構成式の誘導

　足立・岡は，図5．3．1に示すように，材料強度の発現が摩擦によるものとそれ以外の粘着

力，セメンテーションや粒子のかみ

あわせなどによるものの2つから成

っていると考えることによって，ひ

ずみ軟化現象をとらえた．そして，

ひずみ硬化一軟化型構成式において　§

重要な役割を果たす，摩擦による強

度成分を与える新たな状態量，応力

履歴テンソルσ1，を導入することで，
　　　　　　　リ
以下のようにひずみ軟化型弾塑性構

成式を誘導した．なお，本構成式は　　　　　　　　　　　ひずみ

等方性材料を対象としている・　　　　　　　図5．3．1　ひずみ軟化現象の捉え方
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①固有ひずみ測度Zと応力履歴テンソルσ；

　　　　　　　　　ホ応力履歴テンソルσウの導入に必要な固有ひずみ測度Zの増分dzとを次式で定義する．

dz　＝　Qijld　dεi’dεu （5．3．1）

ここに，（2Wは一般に4階のテンソルであるが，以下に誘導する構成式では等方性材料を対

象としていることから，等方テンソルと仮定する．なお，Qijuは材料に固有のものである．

ここでは，以下のような偏差ひずみ増分4烏の不変量を採用する．

此＝（de，∂e，ア2

（5．3．2）

　　　　　　　　　　　　ゆまた，応力履歴テンソル馬を次式で導入する．

σ一
茶ﾈ（・一・’b，，（z’Uz’

式（5．3．3）におけるK（Z）は，連続有界な関数で核関数と呼ばれる．また

（5．3．3）

∂K

－〈0
∂z

（5．3．4）

とする．ここでKはスカラー量と仮定すれば，応力履歴テンソルσ；は，より過去の応力の

値ほど影響が小さくなるという，減退記憶の原理を満足する．

軟岩に対する核関数K（Z）として式（5．3．5）の指数関数を採用すると，応力履歴テンソル

　ゆ
σウは式（5．3．6）のようになる．

K（z）＝exp（－z／r）／τ
（5．3．5）

σ・・　一　a；ij（・）・÷f・xp（一（・一・’）！・）（σ；ij（z’）・一・a：i」（・））dzt

（5．3．6）

ここに，τは応力履歴パラメータと呼ばれる材料定数であり，過去の応力の影響度合，つ

まりひずみ軟化の度合を表すパラメータである．τの値が小さいほど，現在の応力σ’に対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
する過去の応力の影響が小さいことになり，応力履歴テンソルσ；の発現の遅れは減少する．

91



②ひずみ増分と流動則

　全ひずみ増分テンソル∂烏は弾性ひずみ増分テンソル∂ε；と塑性ひずみ増分テンソル

4ε5の和であると仮定する．

∂εウ・∂ε；＋∂εフ （5．3．7）

等方線形弾性体と仮定すれば，弾性ひずみ増分テンソル4ε；は次式で与えられる．

4ε5一輪／2G・∂σ。δ蓼／3κ （5．3．8）

　㍉は偏差応力テンソル，σ．は平均有効応力，Gはせん断弾性係数，　Kは体積弾性係数

である．δijはクロネッカーのデルタであり，意味するところは以下である．

δ・一 o；忽 （5．3．9）

　一方，塑性ひずみ増分dε5は，塑性ポテンシャル関数fpと降伏関数f，が異なる，いわ

ゆる非関連流れ則に基づいて次式で与えられると仮定する．

d・5－H （5．3．10）

③降伏関数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ　降伏関数f，は現在の応力には直接依存せず，応力履歴テンソルσ蓼とひずみ硬化パラメ

ータκのみの関数として次式で表されるとする．

f，　・η’　一κ一〇 （5．3．11）

負荷基準は次のように与えられる．

負荷：　f，　＝・で，呪F陪，／∂σ；ンσ；1＞・のとき，4・ダ・・
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中立負荷：fy＝Oで，　dfy＝Oのとき，　∂ε5＝0

除荷　：f，＝Oで，　df，く0のとき，　4ε5＝O

　　　　　　　　ホなお，応力履歴比ηは応力履歴テンソルの不変量で次式のように定義される．

η㌔‘；馳三）ρ

（5．3．12）

（5．3．13）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

Sijは応力履歴テンソルの偏差成分，σ．はその等方成分である．

④ひずみ硬化一軟化パラメータκ

式のひずみ硬化一軟化パラメータκの発展式は次式で表される．

dκ．！：’1｛！IZ（M；一κ）2

M；2
dγ， （5．3．14）

4〆・伝桝じ （5．3．15）

ここに，M；は残留状態のゲの値であり，　G’は双曲線型ひずみ硬化関数の初期接線勾配であ

る．

なお，ひずみ硬化一軟化パラ

メータκは単調増加関数であ

り（連続載荷条件では常に

dγP≧0であるから，dκ≧0），

その極限ではM；に漸近する．

すなわち，式（5．3．11）から，残

留状態での応力履歴比が
M；で与えられる．

⑤塑性ポテンシャル関数fpと

過圧密境界面fb

まず，塑性ポテンシャル関数

§
2］元

2］＿

過圧密境莇＝0 M
塑性ひずみ増分ベクD

現時点の応力状態

吻 0　塑性ポテンシャル曲面ち＝0 励　　　ση1

図5．3．2　過圧密境界面と塑性ポテンシャル面
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f，の変化し得る限界を規定する過圧密境界面fb（図5．3．2参照）を次式で導入する．なお，過圧

密境界面fbは，その内側（fb〈0）では過圧密的挙動を・外側（fb≧0）では正規圧密的挙動

をするという境界を与えるものである．

fb一万靹〔笥・ （5．3．16）

ここに，万は次式で与えられる応力比である．

万・L・、／（σ．＋わ）2｝／2
（5．3．17）

Mmは過圧密境界面パラメータ，　b，σmbは塑性ポテンシャルパラメータと呼ばれる材料パラメー

タで，これらは，図5．3．2に示す材料構造を表現するための数学的パラメータである．

次に，塑性ポテンシャル関数fpを次式で与える．

fp・万 ｩ鰐〕一・ （5．3．18）

過圧密境界面fbの導入により，式（5．3．18）のMは過圧密領域（fb〈0）においては，

万・一万／1・Kσ。＋わ）／（σmb＋b）1 （5．3．19）

正規圧密領域（fb≧0）では，

ルr＝ルr
　　　m

（5．3．20）

とそれぞれ与えられる（図5．3．2参照）．

⑥ひずみ硬化一軟化型弾塑性構成式

塑性載荷過程に対するPragerの適合条件より，
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　　　df，　・d（q㌧κ）一・　　　　　　　　　（5．3．21）

すなわち，

　　　　　　　ウ
df・一 cξ∂σ；一㍗一・　　　　（一）

となるから，式（5．3．10）に代入して

H畿ぴ・嘉∂σ二　　　　（5・3・23）

Hdfy一

塑性ひずみ増分∂ε5は，式（5．3．24）を式（5．3．10）に代入して，次式となる．

在5一

結局，次式が得られる．

在5［争・（M一万）≒1票一ゲ与］芸　　（5・3・26）

ただし，

λ・ ﾒ（論　　　　　（5・3・27）

したがって，ひずみ軟化型弾塑性構成式は式（5．3．7），（5．3．8），（5．3．26）を用いることで導かれる．
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d・・i」一
ﾃ・∂：碧ぴ［警・㈲誓1争イ≒］誓 （5．3．28）

また，本構成式の含まれる材料定数をまとめると以下の8個である．

G：せん断弾性係数

K：体積弾性係数

ル弓，G’：ひずみ硬化一軟化パラメータ

わ，σmb：塑性ポテンシャルパラメータ

πm：過圧密境界面パラメータ

τ：応力履歴パラメータ

（2）材料パラメータの決定方法

材料定数を決定するにあたって，τ以外の7個の材料定数は実験結果に基づいて直接求めら

れるが，τは応カーひずみ関係に対するカーブフィッティングにより求めなければならない．次に，

各材料定数の決定法を述べる．

①弾性係数G，K
せん断弾性係数Gとボアソン比vは，図5．3．3に示すように，三軸圧縮試験の結果から得られる

軸差応力q一偏差ひずみel、曲線および体積ひずみv一偏差ひずみel　1曲線のそれぞれの初期接

線勾配△q／△el　1と△v／△el　1を用いて次式より求める．

G－4

何一‘、・、）Y2，何『一（・、・、｝Y2 （5．3．30）

　　dE
　　　　yv＝一一＝
　　dε
　　　　x

（％）一％1、

3・刀C11
（5．3．31）

また，Gとvが求められると，ヤング率Eおよび体積弾性係数Kは次式により与えられる．
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E＝2（1＋v）G （5．3．32）

K－ 唐P．2．） （5．3．33）

o

∠q／∠ε〃→G

A　v／A　eii

（A　q／∠1ell　re5

膨張

圧縮

図5．3．3　材料定数の決定方法

②ひずみ硬化一軟化パラメータM：，G’

ひずみ硬化一軟化パラメータM；は，残留強度状態のq’の値である．一方，G’はτ＝Oの場

合，すなわち応カーひずみ関係がひずみ硬化のみを呈する場合の初期接線勾配を用いて，Gと

同様に式（5．3．29）から求められる．しかし，ひずみ硬化一軟化を呈する場合には図5．3．3に示すよう

に一度軟化させた状態，すなわち残留状態において除荷させ，再載荷時の初期接線勾配を用い

て求めることができる．

③塑性ポテンシャルパラメータb，σmb

bは，引張強度に相当するが，最大の体積圧縮ひずみが発生するときの応力状態線によって推

定できる．推定方法を，過圧密境界面パラメーダM．の決定法とともに図5．3．4に示す．

σmbは等方的な内部構造を反映する材料パラメータであり，圧密降伏応力に相当する値を用い

る．なお，圧密降伏応力の物理的意味は，圧密降伏応力以下であれば等方応力による体積変化
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が弾性的であると考えてよいが，それ以上の圧力に対しては，塑性的体積変化が卓越するように

なるという遷移応力点を与えるというものである．

④過圧密境界面パラメータ万m

過圧密境界面パラメータMmは，せん断過程において最大の体積圧縮ひずみが発生するとき

の応力状態における応力比万の値である．なお，最大体積圧縮ひずみが発生しない場合は，体

積圧縮ひずみが発生する他の拘束圧の試験データより推定を行う．この推定方法を，塑性ポテン

シャルパラメータbの決定法とともに図5．3．4に示す．

0 平均主応力　㌧

図5．3．4　Mmとわの求め方

⑤応力履歴パラメータτ

応力履歴パラメータτは，軸差応力q一偏差ひずみel　1曲線（または，せん断応力
。←（、、耕・何一工）一せん断ひずみr（＝（・、・潮曲線）における最大強度を表

現できるようにカーブフィッティングにより決定する．

ここで，同構成式の特徴を簡単に説明するために，図5．3．5に排水三軸試験を例にとった模式図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　びを示す．τ≠0の場合にはひずみ硬化一軟化挙動を呈している．qは応力履歴テンソル∫びに対

応する軸差応力である．（ザのは初期に増加するが，ピーク後に減少に転じ最終的には・にな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　喰る．しかし，τ＝0の場合はq’はqに一致してひずみ硬化挙動のみを呈するようになる．なおq

は摩擦による強度成分，（q一の｝ま粘着力やセメンテーシ・ン等による強度成分とみなせる．

98



曽

q－　q＊：セメンテーションお．。kび

　　　　粘着力による強度成分

q＊：摩擦による強度成分

残留強度

偏差ひずみell

図5．3．5　排水三軸試験を例とした模式図

（3）足立・岡のひずみ軟化型弾塑性構成式の発展モデル

これまでにこのモデルを基に様々な発展モデルが提案されている．その発展モデルの流れを表

5．3．1にまとめた．

まず，上月28）は，ある過圧密比の値を境に，ダイレイタンシーが正から負へと変化することに着目

して，過圧密比をパラメータとして新たな塑性ポテンシャル関数を提示し，過圧密粘土の平均主応

カー定排水三軸試験に対する適用性を検討した．

岡ら29）核関数を変更することで，ピーク強度発生時の偏差ひずみの値を改善した．

また，若山30）はダイレイタンシー挙動をより精密に表現するために，塑性ポテンシャル関数を改

良し，各種軟岩に対して行われた側方拘束圧一定排水三軸試験結果に対する適用性の検討を

行った．

上月28）は，材料の損傷度合をひずみ測度に反映させることによって，応力履歴テンソルの物理

的意味を明確にするとともに，ひずみ軟化の進展の度合を従来より緩やかなものに改善した．

岡ら31）は，高い拘束圧領域での適用性を向上させるために，塑性ポテンシャルパラメータσmbが

材料の構造劣化に伴って変化していくと考え，負のダイレイタンシーとひずみ軟化を伴う挙動を示

す場合の表現を高めた．

本研究では時間依存性挙動については考慮していないが，時間依存性挙動を表現するために，

同構成式を弾一粘塑性構成式に拡張したものとして以下のモデルが挙げられる．

足立・岡32）は，応力履歴パラメータを時間測度に対する応力の遅延を表すパラメータであると考
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え，時間測度を次式のように定義することによって弾一粘塑性構成式を提案し，凍結砂のひずみ

速さ効果に対する適用性を検討した．

d・・ （5．3．34）

Zhang33）は，新たな時間測度を採用し，残留状態の応力履歴比を時間の減少関数として定式化

することによって，ひずみ速さ効果，クリープ，応力緩和の時間依存性挙動全般を表現し得る構成

式を誘導した．

さらに曽良岡34）は，応力履歴比を新たに定義して時間依存性挙動への適用性を高めた．また供

試体中に微量に含まれていると考えられる間隙気体相についての検討も行っている．

また小池35）は，軟岩の時間依存特性を統一的に説明できる構成モデルを誘導するために，足

立・岡の弾塑性モデルに新たに時間測度増分を定義することで，新しい弾一粘塑性構成式を誘導

した．
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表5．3．1足立・岡モデルの発展モデル

弾塑性構成式 弾一粘塑性構成式
足立・岡

軟岩のひずみ軟化型弾塑性構成式
1992

上月 足立・岡

過圧密比を導入した塑性ポテンシャル関数の 凍結砂のひずみ軟化型弾粘塑性構成式
提案｛平均主応カー定三軸圧縮試験に対する
適用性の改善）

岡ら

核関数の変更｛ピーク強度発生時の偏差ひず 1993
み量の改善｝

若山

塑性ポテンシャル関数の改良1ダイレイタン
シー挙動の表現性の改善1
上月

ひずみ速度に対する損傷の概念の導入｛ひず 1994
み軟化の進行度合の改善｝

岡ら

塑性ポテンシャルパラメータによる材料の構

造劣化の表現｛高拘束圧条件下での適用性の
表現｝

Zhang

1995 時間測度の改良｛ひずみ速さ効果，クリー
v，応力緩和の同時表現1

曽良岡

応力履歴比およびひずみ硬化一軟化パラメ

一タの改良
古池

塑性ポテンシャルパラメータによる材料の構

｢劣化の表現1残留状態の体積ひずみの挙動
1996

の表現性の改善）

小池 小池

過圧密比OCRを用いたひずみ硬化関数の導入 時間測度の改良｛時間依存性挙動の統一的
による軟化挙動の改善 表現1

材料の内部構造を考慮した塑性ポテンシャル 1997
パラメータの導入｛残留状態の体積ひずみお
よび間隙水圧の挙動の表現性の改善）

古川

β促〃εrの異方性理論の適用による塑性領域に 1999
おける固有異方性の導入
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5．4　三軸圧縮試験結果のシミュレーション

　5．2．2に示したように三軸圧縮試験結果（主応力差一偏差ひずみ関係，体積ひずみ一偏差

ひずみ関係）によれば，ソイルセメントの圧縮特性は，一軸圧縮強度の低いソイルセメン

トでは，正規圧密粘土のような特性があり，一軸圧縮強度の高いソイルセメントでは，過

圧密粘土のような特性があることがわかった．

　そこで，両方の特性を表現することができる足立・岡の弾塑性構成式でソイルセメント

の三軸圧縮試験結果を再現することができるのではないかと考え，材料パラメータを決定

し，三軸圧縮試験結果を再現した．

5．4．1　各材料パラメータの決定

（1）弾性係数　G，K

　せん断弾性係数Gおよび体積弾性係数Kは，5．3．4（2）①に示すように主応力差一偏差ひ

ずみ関係，体積ひずみ一偏差ひずみ関係の初期接線勾配より求められ，表5．4．1の通りとな

る．

　表5．4．1よりせん断弾性係数Gについては，側圧の影響は明確ではないが，一軸圧縮強度

が大きいほど大きくなる．体積弾性係数Kについても同様である．また，配合20と30，50

の間には数値の大きな開きがある．

（2）ひずみ硬化一軟化パラメータ　M｝，G’

ひずみ硬化一軟化パラメータM：は，5．3．4（2）に示すように残留強度状態の応力比として求

められる．また，ひずみ硬化一軟化パラメータG’については，三軸圧縮試験において残留

状態での除荷，再載荷を実施していないため直接求めることができない．そのため，軟化

時の主応力差一偏差ひずみ関係を再現できるようにカープフィッティングにより求めた．

　それぞれの値は表5．4．2の通りとなるが，両パラメータとも側圧が大きいほど小さくなり，

一軸圧縮強度が大きいほど大きくなる．

（3）塑性ポテンシャルパラメータ　b，σmb

　塑性ポテンシャルパラメータbは，5．3．4（2）に示すように引張強度に相当し，最大の体積

圧縮ひずみが発生するときの応力状態線によって推定できるが，今回の試験においては，

一軸圧縮強度にかかわらず側圧を100kNlm2，400kN／m2，700kNlm2に固定したため一軸

圧縮強度の大きな試験体では最大体積ひずみ発生時の応力状態での平均主応力に差がなく

なり，近似した応力状態線の切片bの誤差が大きくなった．そこで，b＝0を初期値とし

て，体積ひずみ一偏差ひずみ関係を再現できるように調整した．

　σmbは，圧密降伏応力に相当するため，等方圧密試験を配合30について実施し，その値
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を目安にして一軸圧縮強度に従い調整した．等方圧密試験の結果を図5．4．1に示す．それぞ

れの値は表5．4．3の通りとなるが，両パラメータとも，側圧の影響は明確ではないが，一軸

圧縮強度が大きいほど大きくなる．これは，一軸圧縮強度が大きいほど引張強度，圧密降

伏応力が大きくなることと一致する．

（4）　過圧密境界面パラメータ　万
　　　　　　　　　　　　　　　　m
過圧密境界面パラメータ　Mmは，5．3．4（2）に示すように最大の体積圧縮ひずみが発生する

応力状態での応力比として求められる．今回の試験においては，一軸圧縮強度にかかわら

ず側圧を100kN／m2，400kN／m2，700kN／m2に固定したため一軸圧縮強度の大きな試験体

では最大体積ひずみ発生時の応力状態での平均主応力に差がなくなり，近似した応力状態

線の傾きMmの誤差が大きくなった．そこで，試験体20A，20Bでは試験結果をもとに決定

したが，30A，30B，50AではM｝を上限として体積ひずみ一偏差ひずみ関係を再現できる

ように調整した．Mmの値は表5．4．4の通りとなるが，一軸圧縮強度が大きいほど大きくな

る．

（5）　応力履歴パラメータ　τ

　応力履歴パラメータ　τは，5．3．4（5）に示すように主応力差一偏差ひずみ関係における最

大強度を表現できるようにカーブフィッティングにより決定した．その値は表5．4．5の通り

となるが，側圧が大きいほど大きくなり，一軸圧縮強度が大きいほど小さくなる．これは，

側圧が大きくなるほどピーク強度を発生するひずみが大きくなり，一軸圧縮強度が大きい

ほどピーク強度を発生するひずみが小さくなることによるものである．

0．000

0．020

心　0．040

雄　O・060

0．080

0．100

　　1 10　　　　　　　　　100

圧密圧力×102（kN／m2）

1000

図5．4．1等方圧密試験結果によるσmbの推定（配合30）
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表5．4．1（a）三軸圧縮試験から求めたせん断弾性係数G

側圧 の＝100kN／m2 の＝400kNlm2 のニ700kN／m2

20A 0，634 0，624 0，679

20B 0，455 0，588 0，742

30A 7．79 7．08 6．28

30B 7．26 8．24 8．09

50A 9．31 9．61 7．29

1×105kNlm2】

表5．4．1（b）三軸圧縮試験から求めた体積弾性係数K

側圧 の＝100kN／m2 の＝400kN／m2 ⑳＝700kNlm2

20A 125 1．20 1．34

20B 0．92 L44 1．02

30A 5．86 5．78 5．86

30B 7．14 7．34 7．77

50A 10．8 14．0 10．7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［×105kN／m2】

表5．4．2（a）三軸圧縮試験から求めたひずみ硬化一軟化パラメータM’f

側圧 のニ100kNlm2 の＝400kNlm2 03＝700kNlm2

20A 1，807 1，475 1，345

20B 1，815 1，484 1，386

30A 2，042 1，729 1，620

30B 2，114 1，652 1，610

50A 2，086 L904 1，772

表5．4．2（b） 三軸圧縮試験から求めたひずみ硬化一軟化パラメータG’

側圧 の＝100kN1m2 03ニ400kN／m2 の＝700kNlm2

20A 0．58 0．10 0．04

20B 0．76 0．25 0．06

30A 2．32 0．30 0．18

30B 3．40 0．55 0．30

50A 6．50 1．13 0．66
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表5．4．3（a）三軸圧縮試験から求めた塑性ポテンシャルパラメータb

側圧 のニ100kN／m2 のニ400kNlm2 の＝700kN／m2

20A 5．0 7．0 15．0

20B 5．0 5．0 7．0

30A 3．4 3．0 2．2

30B 7．0 7．0 2．0

50A 8．0 19．0 15．0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【×102kN／m2】

表5．4．3（b）三軸圧縮試験から求めた塑性ポテンシャルパラメータσmb

側圧 03＝100kN／m2 の＝400kN！m2 のニ700kN／m2

20A 30 30 30

20B 33 33 33

30A 60 60 64

30B 80 80 80

50A 136 136 136

1×102kN！m2】

表5．4．4過圧密境界面パラメータM
　　　　　　　　　　　　　　　　　　m

側圧 03＝100kN／m2 のニ400kN／m2 の＝700kN／m2

20A 1．10 1．10 1．10

20B 1．17 1．17 1．17

30A 1．60 1．60 1．60

30B 1．60 1．60 1．60

50A 1．70 1．70 1．70

表5．4．5応力履歴パラメータτ

側圧 の＝100kN／m2 の＝400kNlm2 の＝700kN／m2

20A 0，205 0，435 0，865

20B 0，180 0，200 0，600

30A 0，155 0，290 0，320

30B 0，160 0，210 0，250

50A 0，135 0，160 0，170
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5．4．2　応力経路および過圧密境界面

　5．4．1で決定したパラメータを用いた各試験体の過圧密境界面および応力経路を図5．4．2

に示す．試験体20A，20Bにおいては側圧400kNlm2，700kN／m2の場合に応力経路が過圧

密境界面の外側まで達しているのに対し，試験体30A，30B，50Aでは応力経路が過圧密

境界面の内側にほぼ収まっている．これは，試験体20A，20Bでは正規圧密粘土のような

挙動を，30A，30B，50Aにおいては過圧密粘土のような挙動を示すことと一致している．

また，試験体30B，50Aのような一軸圧縮強度の強いソイルセメントほど膨張側の過圧密

境界面が急激に立ち上がっており，特に低拘束圧の試験において膨張が顕著に発生するこ

ととよく一致している．

5．4．3　主応力差一偏差ひずみ関係および体積ひずみ一偏差ひずみ関係

　5．4．1で決定したパラメータを用いて足立・岡の弾塑性構成式により主応力差一偏差ひず

み関係および体積ひずみ一偏差ひずみ関係を求め，各試験体毎に試験結果と比較したもの

を図5．4．3に示す．図5．4．3からソイルセメントの応カーひずみ関係，ダイレイタンシー挙

動を足立・岡の弾塑性構成式により精度よく再現できることがわかった．

＿1000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3000

　　　　　　　　　　　　平均応力p［kN／㎡1

　　　　図5．4．2（a）応力経路と過圧密境界面（試験体20A）

一1000 　　　　　　　1000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3000

　　　　　　　平均応力p［kN／r㎡】

図5．4．2（b）　応力経路と過圧密境界面（試験体20B）
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　　　図5．4．2（c）応力経路と過圧密境界面（試験体30A）
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5．5　FEMを用いた複合体の圧縮変形のシミュレーション

　5．4で足立・岡の弾塑性構成式により拘束されたソイルセメントの応カーひずみ関係，ダ

イレイタンシー挙動を再現できることがわかったため，次に，4．1．4で詳述した圧縮試験B

（薄肉鋼管で拘束されたソイルセメントの圧縮試験）を足立・岡の弾塑性構成式を用いた

軸対称2次元有限要素法解析により解析する．

5．5．1　試験概要

　圧縮試験Bの試験概要，試験体諸元は，図5．5．1に示す通りである．試験は同一の試験体

3体を用いて行った．荷重一載荷点変位の関係を図5．52．に示す．いずれの試験体において

も載荷初期には線形関係を示すが，載荷点変位5mm（軸ひ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぼ

㌶：鴎豊㌶蒜襟鷺鷲㌫亀　◆

夢

なさ

酬

薄肉鋼管

図5．5．1圧縮試験B概要および諸元
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　　　　載荷点変位（cm）
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5．5．2　有限要素解析

　軸対称2次元有限要素解析のモデル化では，試験体の114について図5．5．3に示すような要

素分割で行った．載荷方法は上端の10節点を0．06mm×1000ステップで最終変位60mmま

でz方向下方に変位制御で行った．境界条件としては，左端r方向固定，下端z方向固定

とした．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変位制御0．06mm×1000ステップ

600m

19 3

一

9

①
1

361

図5．5．3　圧縮試験B　FEM解析モデル化概念図

　圧縮試験Bのソイルセメン

トの配合は表5．2．2に示した三

軸圧縮試験の配合30と同一で

あるため，材料パラメータは，

養生日数の最も近い三軸圧縮

試験体30Aのものを用いるこ

ととした．ただし，M｝にっい

ては，拘束圧の変化による影響

を式（5．5．1）で近似した．図5．5．4

　2．5

　　2

奇　1．5

≦

　　1

　0．5

　　0
0 　　5　　　　　10　　　　15　　　　20

　　　　σm（kgf／cm2）

図5．5．4　残留時のσmとMf＊の関係
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に三軸圧縮試験の結果，および近似式を示す．なお，薄肉鋼管は波型形状をしているため

ヤング係数が母材に比べて著しく小さくなるが，前述した圧縮試験，FEM解析をもとに母

材の1／100に低減した弾性体として扱った．

艀＝ασm’β （5．5．1）

ここで，　Mft　ひずみ硬化一軟化パラメータM｝

　　　　　σm　　平均主応力

　　　　　α，β：定数

5．5．3　解析結果

　載荷点変位一荷重関係の試験結果と解析結果の比較を薄肉鋼管がない場合の解析結果と

ともに図5．5．5に示す．解析結果は試験結果をよく再現しているが，載荷点変位2cm以上で

荷重を過大に評価している．これは，薄肉鋼管を弾性体で仮定しているためではないかと

考え，図5．5．6に解析結果の荷重をソイルセメント負担力と薄肉鋼管負担力に分けて示した．

図5．5．6からソイルセメント負担力はピークを示した後，若干低下し，その後微増に転じて

いるが，薄肉鋼管の負担力は線形で増加していることがわかり，薄肉鋼管を弾性体で仮定

していることが大きな変位領域で荷重を過大に評価している原因となっていることがわか

った．また，図5．5．6には無拘束（薄肉鋼管がない）の場合のソイルセメント負担力の解析

結果も同時に示したが，ソイルセメントの負担力のみでも無拘束の場合に比較してピーク

後の負担力の減少は緩やかであり，変位が大きくなっても200kN以上の負担力を維持して

いる．これは，ソイルセメントが薄肉鋼管による拘束をうけることによる効果と考えられ

る．
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図5．5．5　荷重一載荷点変位関係の試験結果と解析結果の比較
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図5．5．6　荷重一載荷点変位関係（ソイルセメントと薄肉鋼管の分担）

5．6　FEMを用いた複合体の圧縮変形のパラメトリックスタディー

　5．5で拘束されたソイルセメントの圧縮特性を有限要素法解析でよく再現することがで

きることがわかった．そこで，薄肉鋼管厚，ソイルセメント配合が変化した場合の圧縮特

性を調べるため，パラメトリックスタディーを実施する．

5．6．1　薄肉鋼管の厚さを変化させた場合

　薄肉鋼管の厚さを試験と同じ1．6mmを基準に0．lmm，1．Omm，5．Ommの3通りに変化さ

せたパラメトリックスタディーを行った．図5．6．1に荷重一載荷点変位関係を，図5．62荷重

をソイルセメント負担力と薄肉鋼管負担力に分けて示したが，薄肉鋼管が厚くなるほど拘

束が大きくなり，かつ薄肉鋼管も荷重を分担するため荷重が大きくなった．また，薄肉鋼

管の厚さが1mm以上であれば，ピーク時の荷重を大きなひずみ領域まで維持することでき

ることがわかる．薄肉鋼管の厚さが0．1mmでは，拘束効果は期待できず，無拘束とほぼ同

じ荷重しか負担できないことがわかる．

　図5．5．3の要素分割図に示す38番要素の応力度については図5．6．3に示したが，荷重一変位

関係と同様に薄肉鋼管が厚いほうが拘束は大きく軸方向応力度も大きくなることがわかる．

体積ひずみ一載荷点変位関係を図5．6．4に示したが，薄肉鋼管が薄いときには拘束が弱いた

め膨張側の体積ひずみが大きく発生している．これは，三軸圧縮試験で側圧が低いときの

挙動と一致する．
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図5．6．4体積ひずみ一載荷点変位関係

．二」一

5．6．2　ソイルセメントの配合を変えた場合

　ソイルセメントの配合を圧縮試験Bと同じ30Aを基準に三軸圧縮試験の20B，50Aの2通

りに変化させたバラメトリックスタディーを行った．図5．6．5に荷重一載荷点変位関係を，

図5．6．6に荷重一載荷点変位関係の同じ配合で無拘束の場合と比較して示した．配合50Aで

はピーク荷重を発揮した後，荷重が低下するが，配合30A，20Bでは大きなひずみ領域まで

荷重が増加し続けることがわかる．また，無拘束の場合に比べた拘束による荷重の増加は

ひずみが小さいときには配合強度が低いほうが大きく発生するが，ひずみが大きくなると

配合強度が高いほうが大きく発生する．これは小さなひずみでは，ボアソン比の大きな配

合強度の低いもののほうが大きな拘束を受けるが，大きなひずみ領域では正のダイレイタ

ンシーが大きく発生する配合強度の高いもののほうが大きな拘束を受けることによると考

えられる．

　図5．5．3の要素分割図に示す38番要素の応力度については図5．6．7に示したが，荷重一変位

関係と同様の傾向を示す．また，体積ひずみ一載荷点変位関係を図5．6．8に示したが，配合

強度が大きいものほど膨張側の体積ひずみが大きく発生している．これは，配合強度が大

きいほど正のダイレイタンシーが大きく発生する三軸圧縮試験の結果と一致する．
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5．7　まとめ
　拘束されたソイルセメントの圧縮特性について三軸圧縮試験で詳細に調べた．一軸圧縮

強度1500～10000kN／m2のソイルセメントを用いて側圧100～700kNlm2で試験を実施した

ところ，低強度のソイルセメントの場合には正規圧密粘土，高強度のソイルセメントの場

合には過圧密粘土に似たひずみ硬化軟化型の応カーひずみ関係とダイレイタンシー挙動が

あることが判明し，これらの関係は，材料パラメータの決定方法を工夫すれば，ソイルセ

メントの圧縮特性を足立・岡の弾塑性構成式で再現することができることがわかった．

　次に，拘束圧がひずみに応じて変化する実際の薄肉鋼管で拘束したソイルセメントの圧

縮試験の結果を足立・岡の弾塑性構成式を用いた有限要素法解析で再現することを試みた．

拘束圧の変化に応じて材料パラメータの一部を変えることにより，試験結果を再現するこ

とができた．さらに，薄肉鋼管の厚さ，ソイルセメント強度を変えたパラメータスタディ

ーにより拘束効果の発生状況を把握した．

　薄肉鋼管の厚さの影響としては，三軸試験の結果から弾性変形が主である0．5％以下のひ

ずみ領域ではダイレイタンシーの影響は少ないと考えられるが，パラメトリックスタディ

ーでも同様の結果となった．それ以上のひずみ領域ではダイレイタンシーの影響が出てく

ると考えられ，三軸試験の結果からは低拘束圧のほうが膨張量が大きく拘束効果が発揮で

きると考えられるが，薄肉鋼管の厚さが0．1mmの場合には拘束圧がほとんど発生せず，拘

束効果はえられなかった．薄肉鋼管の厚さが1mm以上の場合には，薄肉鋼管の厚さに応じ

た拘束効果がえられることがわかった．薄肉鋼管の厚さが5mmの場合には大きな拘束効果

が得られたが，実際の薄肉鋼管では厚さが5mmとなると軸方向の剛性があがって座屈等の

問題も発生してくると考えられる．

　ソイルセメント強度の影響としては，三軸試験の結果から弾性変形が多くをしめる0．5％

以下のひずみ領域では体積弾性係数の小さな強度の低いソイルセメントのほうが拘束効果

が大きく，それ以上のひずみ領域ではダイレイタンシーの影響が出てくると考えられる．

三軸試験の結果からは大きなひずみ領域では高強度のソイルセメントのほうが膨張量が大

きく拘束効果が発揮できると考えられるが，パラメトリックスタディーでも同様の結果と

なった．一軸圧縮強度は30A（4400　kN／m2）で十分な拘束効果が得られることがわかった．

50Aではピーク強度発生後ソイルセメント負担力がかなり減少することから十分な拘束効

果が得られないことがわかった．

　これらのパラメトリックスタディーから薄肉鋼管厚の直径に対する比率0．3％以上，ソイ

ルセメントー軸圧縮強度は1500～6000kN／m2の範囲で圧縮特性に関する拘束効果が得ら

れることがわかった．
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6章　現場試験杭を用いた支持特性

6．1　はじめに

　杭の地盤内での支持特性（支持力等）を知るためには，地盤内に打設した実杭を用いた

現場載荷試験を行うのが最も有効である．ここでは，7章で述べる青森県八戸市における

実構造物の杭への適用に先立ち，実物大の杭を打設して鉛直載荷試験，水平載荷試験を行

い，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の支持特性を調べた．また，試験杭，反力杭，実施工杭

を施工する際に，施工速度，施工性等を確認する施工試験を行うとともに，実施工杭の長

期計測を行い，沈下，クリープ等の長期安定性を調べた．

6．2　鉛直載荷試験

6．2．1　試験概要

　試験杭はN値が5以下の粘性土を主体とし

た軟弱地盤中に摩擦杭として施工した．杭の

仕様を表6．2．1に試験杭の概要を図6．2．1に示す．

なお，ソイルセメントの一軸圧縮強度は平均

で2030kN／m2であった．試験は地盤工学会杭

の鉛直載荷試験方法・同解説36）に基づき，多サ

表6．2．1　鉛直載荷試験杭の仕様

杭径 1200mm

芯材径 800mm
芯　材

鉄筋 D32

鉄筋本数 16本

薄肉鋼管 コルゲート管

薄肉鋼管厚さ 1．6mm
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イクル方式で行った．測定項目は，変位（杭頭，中間，先端），軸方向鉄筋ひずみ（②～⑥断

面，鉄筋ひずみゲージ），ソイルセメントひずみ（a～e，埋込型ひずみ計）とした．

6．2．2　試験結果

（1）載荷重と沈下量の関係

　載荷重と試験杭の杭頭及び杭先端の沈下量の関係を図6．2．2に示す．載荷重6．8×103kN

までは沈下量はそれほど増加せず，杭頭沈下量は49．1mm，杭先端沈下量は24．6mmであっ

た．しかし，その後，沈下量は増加傾向を示し，載荷重7．35×103kNで急増したため載荷

保持時間10分で試験を終了した．この時の最大杭頭沈下量は125．9mm，最大杭先端沈下量

は，94．3mmであった．第一限界荷重を，　logP～logS曲線等から求めると6．23×103kNと

なる．第二限界荷重は，杭先端沈下量が杭経の10％に達していないが，沈下量が急増した

7．35×103kNと考えられる．
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図6．2．2　載荷重と沈下量との関係

（2）杭体の軸方向変形量と破壊状況

試験杭の杭頭部および杭中間（④断面），

杭先端（⑥断面）の沈下量の差から求めた

区間変位量と載荷重との関係を図6．2．3に

示す．図6．2．3より，杭中間の沈下量が3．5

×103kN付近で急激に増加したため，グラ

フに段差が生じているが，杭頭一先端間の

区間変位量は載荷重6．2×103kN付近まで

はほぼ線形的な挙動を示していることが

わかる．また，その後，杭頭一先端間の区
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図6．2．3　載荷重と区間変位量との関係
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間変位量はやや増大するが，杭頭一中間の区間変位量を区間長で除した平均ひずみは，約

1400～2200μとなっており，室内載荷試験で得られたソイルセメントの破壊ひずみを下回

っている．これらのことから，ほぼ第一限界荷重載荷時から杭体の塑性化が始まるが，第

二限界荷重（7．35×103kN）載荷時においても杭体の圧縮破壊は発生していないと考えら

れる．

（3）断面内での軸力分担

　コルゲートパイプは，断面積，弾性係数とも小さいため軸力をほとんど負担せず，杭体

に作用する軸力は，軸方向鉄筋，ソイルセメントで分担すると考え，軸方向鉄筋，ソイル

セメントのそれぞれが負担する軸力を，ひずみ，弾性係数，断面積の積とし，式（6．2．1），

式（6．2．2）で表わした．

☆阿4。

E亙
☆3

どε＝＝

50
P孔 （6．2．1）

（6．2．2）

ここで　Esc：ソイルセメントのひずみ

　　　　E、．：ソイルセメントのヤング係数（kN／m2）

　　　　A。、：ソイルセメントの断面積（m2）

　　　　εs：軸方向鉄筋のひずみ

　　　　E、：軸方向鉄筋のヤング係数（kN！m2）

　　　　A、：軸方向鉄筋の断面積（m2）

　ソイルセメントの断面積はコルゲート管外部を含めた杭径φ1200mmの改良体実断面積

を用いた．また，ソイルセメントの弾性係数は試験杭から採取したコアの一軸圧縮試験結

果より求めた．同一断面において軸方向鉄筋のひずみおよびソイルセメントのひずみデー

タがある③断面，④断面について，ソイルセメントと軸方向鉄筋が負担する軸力およびそ

れらの合計の軸力の計算値を図6．2．4に示した．

図6．2．4より，杭頭に近い③断面では，両者の負担軸力の計算値は線形的に増加し，軸方

向鉄筋負担軸力の計算値のみが，第一限界荷重載荷時（鉄筋ひずみが約1700μ，鉄筋軸力

が4．4×103kN）より急増している．この時の軸方向鉄筋のひずみレベルは，鉄筋の降伏ひ

ずみにほぼ一致することから，軸方向鉄筋が降伏していると考えられる．荷重段階として

は，（2）で述べた杭体が塑性化する荷重段階と一致する．これらのことから，軸方向鉄筋の

降伏が杭体の塑性化の原因となっていると考えられる．また，この時，鉄筋とソイルセメ

ントのひずみの差が急増することから付着切れの発生が想定されるが，試験後に杭頭部を

掘削して，③断面の杭体の状態を確認したところ，軸方向鉄筋とソイルセメントとの付着
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切れは，目視では確認できなかった．

一方，④断面では，それぞれの負担軸力は，最終荷重段階までほぼ線形的に増加してお

り，深度が深く軸力も小さいことから，軸方向鉄筋の降伏は，発生していないと考えられ

る．
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（4）杭長方向の軸力の分布

　杭体に発生する軸力は（3）で述べたように軸方向鉄筋，ソイルセメントの各ひずみ，弾性係数，断

面積の積の和で求められる．しかし，本試験で｝よ第一限界荷重以下の載荷段階においては軸方向鉄

筋とソイルセメントのひずみはほぼ等しし遁であった．また，このことに加え，軸方向鉄筋，ソイルセ

メントの両方のひずみを計測した断面の数力沙なかったため，杭長方向の軸力分布を求めるにあたって

は断面内のひずみを軸方向鉄筋のひずみで代表させ，式（6．2．3）で全軸力を算定することとした．

P　＝E　s（Ed、・lc≠瓦4」 （6．2．3）

ここで，　P

お

，星ん民A

全軸力（kN）

軸方向鉄筋ひずみ

ソイルセメントの弾性係数（kN／m2）

ソイルセメントの断面積（m2）

軸方向鉄筋の弾性係数（kN！m2）

軸方向鉄筋の断面積（m2）

　次に，ソイルセメントの断面積については①考慮しない場合②コルゲート管内部だけ考慮する場合

③杭径で考慮する場合の3ケースを考え，杭周面支持力の影響がない杭頭断面において，これらのケー
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ス毎の算定値と軸力（載荷重）を比較した．その結果，②の方8劫浪く合うことがわかったため，ソイ

ルセメントの断面積としてコルゲート管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伝■碕nlh　NO
内部のみを考慮することとした．この算定

方法による軸力分布を図6．2．5に示す．

（5）杭の沈下挙動

（2）～（4から杭の沈下挙動は，以下の通

りと考えられる．

まず，初期の荷重段階では杭体は弾性挙

動を示すが，第一限界荷重6．23×103kN

程度より杭頭部から③断面以深の部分へ

と杭体の塑性化が進み地盤との相対変位

も増大する．それに従って，③断面以深の

周面支持力が発揮されている深さでの周

面支持が切れ始め，第二限界荷重6．．35×

103kNの荷重段階になると杭先端まで大

きな軸力（載荷重の40％）が伝達され

杭先端作用力が支持力を上回ることによ

り沈下が急増する．

6．2．3　試験結果の評価

1

4

5

6

£

（1）軸方向圧縮耐力　　　　　　　　　　図6．2．5　各荷重段階での軸力分布

　軸方向圧縮耐力は，4．3．2で述べた

ように室内載荷試験では薄肉鋼管の軸方向圧縮耐力と，軸方向鉄筋の圧縮降伏強度f’、yd，

ソイルセメントの圧縮強度f、dとそれぞれの断面積（A，，　A、）との積の和を合計することで評価で

きることが確認されている．

　この考え方に基づくと，今回の杭諸元（f’、ydニ3．43×105kN／m2，　f’，d＝2．03×103kN／m2）では

軸圧縮耐力は6．58×103kNとなる．一方，本試験においては，第一限界荷重（6．23×103kN）

程度から軸方向鉄筋が降伏し，塑性化し始めているが，第二限界荷重（7．35×103kN）に

なっても杭体の軸圧縮破壊には至っていない．また，これらの荷重段階では杭頭～③断面

においては，載荷重とほぼ同じ軸力が発生していることから，本試験の杭体の軸方向圧縮

耐力は，上述の算定方法で計算される値を上回っていると考えられる．

（2）周面支持力度

図6．2．5に示す軸力分布から杭外径で周面支持力が発揮されると仮定し，各土層における
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最大周面支持力度を求めると②～③断面で16kN／m2，③～④断面で88　kN／m2，④～⑤断面

で98kNlm2，⑤～⑥断面で110　kN／m2となる．ここで，鉄道構造物設計標準基礎構造物15）

（以下基礎標準）と同様に最大周面支持力度rがN（各土層のN値）と線形関係にあるとす

ると，rとNとの関係は，②～③断面粘性土（腐植土）でr＝16N（kN／m2），③～④断面

粘性土（シルト）でr＝44N（kN／　m2），④～⑤断面砂質土（細砂）でr＝12N（kN／m2），

⑤～⑥断面粘性土（砂質シルト）でr＝55N（kNI　m2）となる．

　この関係によれば，本試験では，基礎標準の最大周面支持力度算定式（場所打ち杭（ベ

ントナイト泥水を使用せず，砂質土）の場合にはr＝5N（kN／m2），場所打ち杭（ベント

ナイト泥水を使用せず，粘性土）の場合にはr＝10N（kN／m2））に比べて十分大きな杭最

大周面支持力度が得られていることとなる．

（3）先端支持力度

　図6．2．2によれば，載荷重7．00×103kN程度から先端沈下量が急増しており，図6．2．5から

そのときの先端軸力を，杭先端における極限荷重とすると2．72×103kNとなる．また，杭

の先端面積Apは，1．13m2であるから，先端支持力度qpは，2．41×103kN！m2となる．ここ

で，基礎標準に示されるように先端支持力度qpが杭先端地盤における支持力算定上のN値

N（本試験の場合10）と線形関係にあるとすると，qpとNとの関係は，　qp＝240N（kN／m2）

となる．

　この関係によれば，本試験では，基礎標準の基準先端支持力算定式（場所打ち杭（先端

地盤が砂質土）の場合にはqp＝70下「（kN／m2），深礎杭（先端地盤が砂質土または砂礫の場

合）の場合にはq。ニ100～ISON（kN／m2））に比べて大きな杭先端支持力度が得られてい

ることとなる．

（4）周面鉛直方向せん断地盤反力係数

　本試験結果から杭頭変位2cm時（基礎標準における地盤反力係数評価時）の周面鉛直方

向せん断地盤反力係数を求めると，②～③断面で559kN／m3，③～④断面で5929kN／m3，④

～⑤断面で6958kNlm3，⑤～⑥断面で9800kN／m3となる．また，各層での最大周面支持力

発生時の反力係数を求めると，②～③断面で2555kN／ln3，③～④断面で3332kN！m3，④～

⑤断面で2019kN／m3，⑤～⑥断面で2568kN／m3となる．一方，基礎標準の算定式（場所打

ち杭）を用いた場合には，それぞれ，206kNlm3，402kN／m3，1617kN／m3，402kNlm3と

なり，本試験では，基礎標準による算定値より十分大きなせん断地盤反力係数が得られて

いることとなる．

（5）先端鉛直方向地盤反力係数

　本試験結果から杭頭変位2cm時（基礎標準における地盤反力係数評価時）の先端鉛直方

向地盤反力係数を求めると，1．17×105kN／m3となる．また，最大先端支持力発生時の反力係
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数を求めると2．55×104kN！m3となる．一方，基礎標準の算定式（場所打ち杭）を用いた場

合には，1．35×104kN／m3となり，本試験では，基礎標準による算定値より十分大きな地盤

反力係数が得られていることとなる．

（6）鉛直載荷試験のまとめ

　既往の研究37）において機械式撹拝工法で改良した同時埋設方式の鋼管ソイルセメント杭

の鉛直支持特性（支持力，地盤反力係数）は，場所打ち杭にほぼ準じることがわかってい

る．本試験結果から得られた支持力，地盤反力係数を基礎標準における場所打ち杭の設計

値と比較して表6．2．2に示す．この表から本杭においても場所打ち杭の設計値を上回る支持

力，地盤反力係数がとれることがわかる．

　本試験の結果および評価から，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の鉛直支持特性については，

以下の通り行ってよいと考えられる．

①杭体の設計を行う際の軸圧縮耐力は，鉄筋コンクリート構造と同様に，軸方向鉄筋の

　　圧縮降伏強度f’、yd，ソ仙セメントの圧縮強度f’、dとそれぞれの断面積（A。，　A，）との積の和

　　で計算する．

②単杭の最大周面支持力度r（kN／m‘リは，式（62．4），式（6．2．5）に示すものとする．

砂質土　　r＝5V≦200
粘性土　　rニ10V≦　150

（62．4）

（6．2．5）

ここで，ノV：杭周面地盤のN値

③単杭の基準先端支持力q〆（kN〃rfma，式（6．2．6）に示すものとする．

砂質土　qp＝70N≦3500 （6．2．6）

ここで，ノV：杭先端地盤の支持力算定上のN値

④バネ定数を算定する際に用いる単杭の地盤反力係数は，式（6．2．7），式（6．2．8）に示すも

　　のとする．

杭周面のせん断地盤反力係数　k。。（kN／m3？

　　　　　　　ks．尋“λ09α」臨ひ協り （6．2．7）

杭先端の鉛直地盤反力係数　k．（kN〆m3？

　　　　　　ノ『v　＝frk　（o．6α」EoDa‘り （6．2．8）
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ここで，frk：地盤抵抗係数（＝1．0）

　　　　α：Eoの算定方法および荷重条件に対する補正係数

　　　　Eo：地盤の変形係数（kNl　m2）

　　　　D：杭の直径（m）

　　　　ただし，α，」Eo：の求め方は基礎標準に準じる．

　鉄筋・鋼管ソイルセメントの杭体は，噴射式撹枠工法または機械式撹枠工法を用いて地

盤を撹拝し，造成するため，通常の場所打ち杭にくらべて地盤のゆるみが少ない，周面地

盤への杭体のくいこみ量が大きい，杭先端にスライムがたまらない等の特徴が考えられる．

そのため，支持力，地盤反力係数については場所打ち杭よりも大きくなることが予想され，

本試験の結果でも，それらの値は，基礎標準の場所打ち杭の算定式による値より大幅に大

きくなった．しかしながら，現在まで実施されている鉛直載荷試験は，本試験のみである

ため，安全側となる基礎標準の場所打ち杭の設計法に準ずることとする．

表6．2．2　鉛直支持特性にかかわるパラメータの比較

項目 箇所 地盤 本試験結果

場所打ち杭の設計値

i鉄道構造物設計標準

賰b構造物による）

②～③断面 粘性土 16 10
③～④断面 粘性土 88 20

周面支持力（kN／皿り
④～⑤断面 砂質土 98 40
⑤～⑥断面 粘性土 110 20
②～③断面 粘性土 2555 206
③～④断面 粘性土 3332 402

周面鉛直方向地盤反力係数（kN／阻3）
④～⑤断面 砂質土 2019 1617
⑤～⑥断面 粘性土 2568 402

先端支持力度　　（kNんり 杭先端 砂質土 2410 700
先端鉛直方向地盤反力係数（kN加3） 杭先端 砂質土 2．55×104 L35×104

6．3　水平載荷試験

6．3．1　試験概要

　試験杭は鉛直載荷試験杭に隣接して施工し，杭の仕様も鉛直載荷試験杭とまったく同じ

である．なお，ソイルセメントの一軸圧縮強度は平均で2140kN／m2であった．試験は土質

工学会杭の水平載荷試験方法・同解説38）に基づき，一方向多サイクル方式で行った．測定

項目は，杭頭変位，地表面変位，軸方向鉄筋ひずみ（1～11断面，鉄筋ひずみゲージ），ソイ

ルセメントひずみ（②～⑩，埋込型ひずみ計）とした．それらの概要を図6．3．1に示す

6．3．2　試験結果

（1）載荷重と水平変位量の関係
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載荷重は，1サイクル60kNピッチで300kNまで載荷し，その後，150kNピッチで450kN

まで載荷した．この時点で変位量が急増し，除荷後の残留変位も増大した．

　さらに，60kNピッチで荷重を増大させたところ510　k　Nで杭頭の水平変位量が300mmを

超えため試験を終了した．これらの関係を図6．3．2に示す．

聯

圃 團

一・一 X　考一・－

O：銀筋ひずみゲージ

　（1噺面x2方向）

●：壇込聖ひずみ針

図6．3．1水平載荷試験概要図

　　　：　　　　：　　　　：　　　　：　　　　：　　　60　　　・　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　、”°’’”†’’’’’”｝’’’’’”て’’’’’’”：’’’’’”元…’’’”

@　　：　　　　：　　　　：　　　　：　　　　：　含・・……：…・・………　く・・…・｝…・…弓・・己・…

F：：：：：：i：：：：：：難ユ：：1：：二：i：：量：1：・……・：……・…・…　……・｝……・　……　　　：　　　　　　　　　　　　　1　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　■

360　　：　　　　　一残留衰形量

埠一㌧［煕㌻一
　　　　　　　　　　　　1　　　400　　　：　　60

図6．3．2　水平載荷試験結果総合図
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（2）降伏荷重と極限荷重

杭の水平変位は，地盤の弾塑性的挙動と杭体の変形の影響を受ける．特に鉄筋・鋼管ソ

イルセメント杭においては，杭体の変形の影響が非常に大きいと考えられる．

　地盤と杭体の影響を総合して，図6．3．3のようにワイブル曲線を用いて降伏荷重，極限荷

重を求めるとそれぞれ323kN，511kNとなる．

eoo

SOO

　40e
…

ピ
　2co

O

O　　　　　　　　　　　　200　　　　　　　　　　　　400　　　　　　　　　　　　600　　　　　　　　　　　　800　　　　　　　　　　　1000

　　　　　　　　　　　地表o衰位量　δ：（mm）

　　図6．3．3　ワイブル曲線による降伏荷重，極限荷重の算出

　　（3）軸方向のひずみ分布

載荷段階ごとの杭体に発生する軸方向のひずみ分布を軸方向鉄筋とソイルセメントに分

けて図6．3．4，図6．3．5に示す．これらの図によれば，地表面一2m位置で最大となる曲げモ

　　　　　　　　　　　　　　深度（m）

－17　－16－15　－14－13　－12　－11　－10　－9　　－8　－7　　－6　 －5　　－4　 －3　－2　　－1　　0　　1

4000

3000

2000

1000

0

一1000

一2000

（㌃

図6．・3．4　各荷重段階での軸方向鉄筋ひずみ分布
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　　　　　　　　　　　　　　深度（m）
－10　　　－9　　　　－8　　　－7　　　－6　　　　－5　　　－4　　　　－3　　　　－2　　　－1　　　　0　　　　　1

0

一500

＿1000C

－1500（
　　　巳

一2000

一2500

一3000

→一■－1764kN（鉄筋部）　　　　　十2058kN

一弓」－294．ekN　　　　　　　　十323．4kN

十41t駄N　　　　　　　　十4410kN

十235、2kN
－◆一一352．8kN

十470．4kN

≒＝－ii…一一一「

十3822kN
十4998kN

図6．3．5　各荷重段階でのソイルセメント（圧縮鉄筋位置）ひずみ分布

一メントが発生することがわかる．また，低い荷重段階では平面ひずみ状態を保っている

が，荷重段階360kN程度から圧縮側のソイルセメントのひずみが増大し，荷重段階470kN

程度から急激に引張側の軸方向鉄筋が降伏し荷重段階510kNで破壊に至ることがわかる．

6．4　改良体確認試験

6．4．1　試験概要

　交差噴流式高圧噴射撹絆工法と組合わせた鉄筋・鋼管ソイルセメント杭のソイルセメン

ト改良体の圧縮強度，変形係数のばらつき等を調べるため，鉛直載荷試験杭および水平載

荷試験の薄肉鋼管内のソイルセメントのコアを採取し，ソイルセメントの一軸圧縮試験を

実施した．試験杭のコアの採取は，鉛直・水平試験杭共に，油圧式ボーリング機械を使用

し，φ86mmのコアチューブ（コアパッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表6．4．1試料採取位置
ク）で行なった．供試体は，コアボーリ

ング試料の中から表6．4．1に示す位置か

ら採取した．

　一軸圧縮試験は，JISA1107および

JISA　1108に基づいて行い，ソイルセメ

ントの変形係数（E50）は，コアにひず

みゲージを貼付けて圧縮試験を行ない

一軸圧縮強度の2分の1に相当するひず

みから求めた．

コア採取位置（m）

①1．0～　2．0

②4．0～　5．0

鉛直載荷試験杭 ③8．0～　9．0

④13．0～14．0

⑤18．0～19．0

水平載荷試験杭 ①1．0～　2．0

②4．0～　5．0
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6．4．2　試験結果

　ソイルセメントの一軸圧縮強度を表6．4．2に，変形係数を表6．4．3に示す．また，鉛直試

験杭の一軸圧縮強度・変形係数の分布図を図6．4．1，図6．4．2に示す．一軸圧縮強度は，1000

～3000kN／m2に分布しており，特に原地盤の土質によって偏りはみられない，このことか

ら噴射撹枠により上下にもソイルセメントが撹拝されることにより均質な改良体が造成さ

れていることがわかる．変形係数は1000～3000MN／m2に分布しており，深い箇所のほう

が若干大きな変形係数を示している．また，変形係数は一軸圧縮強度の1000倍程度の値と

なっており，既往の研究（一軸圧縮強度の500倍）に比べて大きくなっている．これはひ

ずみをゲージで測定しているため3．2．1で述べたようにひずみ計測値が過小に求められて

いることによるものと考えられる．

　　　　　　　　　　表6．4．2ソイルセメントの一軸圧縮強度

対象杭 深さ

im）

圧縮強度（kN／m2）

（1｝ m （3） ｛4｝ ｛5｝ （6） Ave Ave

①1．0～2．0 2520 1370 2260 2410 1650 2070 2050

②40～5．0 1950 2340 1970 2190 『 一
2110

鉛直試験杭 ③8．0～9．0 1540 1120 2920 1840 1810 2010 1870 2030

④13．0～140 3190 2620 1990 2240 3060 1540 2440

⑤18．0～190 1490 2010 2420 840 1920 1500 1700

水平試験杭
①1．0～2．0 2540 1550 2950 1440 2720 1430 2110

2140

②40～5．0 2050 1950 1660 1790 2580 2990 2170

表6．4．3ソイルセメントの変形係数

対象杭 弾性係数剛／m2深さ

im） （11 ② ｛3） Ave Ave

①1．0～2．0 2240 2030 1840 2040

②40～50 1360 1680 1630 1560
鉛直試験杭 ③80～90 1470 1910 2110 1830 2080

④130～140 1970 3060 2350 2460

⑤1＆0～190 2340 2410 2830 2530

①1．0～2．0 2760 2630 1910 2430
水平試験杭

②40～50 2230 2560 2450 2410
2420
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図6．4．1　コア採取位置と一軸圧縮強度の関係　　図6．4．2　コア採取位置と弾性係数の関係

6．5　施工試験および長期計測

6．5．1　試験概要

　本杭を車両検査修繕用のピットの基礎に採

用した際に，本工法の施工性を確認するため

の施工試験および実荷重作用時のひずみ，沈

下量の長期的な計測を行った．

　ピットの基礎杭は，N値が5以下の粘性土

を主体とした軟弱地盤中に打設するため，摩

擦杭として設計を行った．杭の仕様は表6．5．1

に示すが，杭長は10mであり，鉄筋径を変え

た3タイプを合計76本施工した．ソイルセメ

ントの設計基準強度は1000kN／m2としている．

表6．5．1施工試験杭の仕様

杭径 1200mm

芯材径 800mm

鉄筋 D25～D32芯　材

鉄筋本数 16本

薄肉鋼管 コルゲート管

薄肉鋼管厚さ 1．6mm

6．5．2　施工試験

　従来の，ソイルセメント合成鋼管杭工法では，まず杭打設位置の地盤の撹枠混合を行っ

た後，芯材となるリブ付き鋼管を沈下させる施工法が多く用いられてきた．しかし，今回

の杭は芯材（軸方向鉄筋とそれを取り囲む薄肉鋼管）が軽量で凹凸が大きいため後で挿入

することが困難であることが予想されたこと，施工時間を短縮する必要性があることなど
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から，撹拝混合と芯材挿入を同時に施工し，芯材挿入に際しては押し力を加えられるよう

にした．施工法は図2．3．1に示した通りであるが，①芯材を施工機械に抱込む②先端からセ

メントスラリーを噴射し撹絆混合を行いながら同時に芯材も貫入③所定の深さに芯材をセ

ット④芯材の内側を再度地盤改良しながら機械を引き抜くという手順となっている．

　載荷試験杭では，芯材が18mと長く3分割としていたため施工機械に抱込む際に，鉄筋

を機械式継手でっなぐ作業が生じた．しかし，本施工試験では，機械への芯材の抱込みは，

芯材が10m以下で継手も無いため，芯材を地上に横に置き，高所作業車を併用して行った．

また，撹拝混合を行いながらの貫入および引抜きは1．Om1分の速度で行った．

6．5．3　施工試験結果

　今回施工した76本の杭のうち6本の杭について施工にかかった時間および偏心量を表

6．5．2に示す．芯材のタイプに関わらず平均時間は，機械の移動と芯材の抱き込みに16分，

機械を杭芯位置にあわせてセットするのに10分，貫入に12分，杭の天端確認養生に7分，

引抜きに12分の合計約58分であった．従来の場所打ち杭では掘削作業と鉄筋籠挿入およ

びコンクリート打設が別工程のため1日あたりの打設本数が1～2本となるのに対して大

幅な時間短縮をはかることができた．

　偏心量については，杭中心の設計値とのズレは一般的に100mm程度が基準値となって

いるが，表6．52に示した6本のみならず，今回施工した76本について，すべて基準値以

内に収まっており，その平均値は63mmであった．

　　　　　　　　　　　　表6．5．2杭の施工時間および偏心量

綱（分） じ眞（rmO

杭 櫛

移動・、 移動・

Zント 臥
天重　謬

E養生 引抜き

舗（分）

口嚇
偏1さ

刊 TYPE－1 19 18 12 8 13 70 一39 一76 85

T－1 TYPE－1 16 17 12 6 15 66 噸 一3 45

DC－1 TYP巨2 17 9 12 8 11 57 53 80 96

DCト2 TYPEr2 16 8 12 9 11 56 一17 81 83

DCr3 TYPE2 15 5 13 7 11 51 一70 25 74

脳
TYPEr2 15 5 12 6 12 50 37 32 49

平均 16 10 12 7 12 58 72

6．5．4　長期計測

　図6．5．1に示すように，DC・4については鉄筋とソイルセメントにゲージを取付けひずみ

計測を行い，DC・4を含めた3本の杭の杭頭の沈下計測も行った．　DC・4の杭頭から1．5　m

の断面のひずみ測定値，計算される軸力および杭頭設計荷重を表6．5．3に示す．ここで，ひ

ずみ測定値は，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭打設54日後（杭のみ施工時）のひずみを0とし，

温度補正を行っている．

　ひずみ量から軸力を計算するに当たっては，式（6．5。1）により求めている．
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P＝E　。　EdA。≠　E　s　ESAs （6．5．1）

ここで，　P　：軸力（kN）

　　　　　εc：ソイルセメントひずみ

　　　　　Ec：ソイルセメント変形係数（kNI　m2）

　　　　Ac：ソイルセメント断面積（m2）

　　　　　ε、：鉄筋ひずみ

　　　　　Es：鉄筋弾性係数（kN／m2）

　　　　　．4。：鉄筋断面積（m2）

　表6．5．3より，ひずみ計測値から計算された軸力は，杭頭設計荷重に比べて，杭打設後236

日～354日では上回っている．これは，周辺地盤の沈下によるネガティブフリクションの影

響によるものではないかと考えられる．図6．5．2に杭軸力の経時分布を示したが，杭の上部

では杭打設後236日以降ではネガティブフリクションが発生している．その量としては，単

位杭長当たりで70～100kNとなっており，杭頭と測定位置との距離1．5mを掛けると100

～150kNとなり，前述の杭頭設計荷重と軸力の差にほぼ等しくなる．

長期的なひずみの変化としては，使用を開始し，列車荷重が数十回載荷された杭打設後

323日では，ややひずみが増大しているが，その後，列車載荷時でも大きなひずみの伸びは

なく繰り返し載荷の影響やクリープによる変形は発生していないと考えられる．

図6．5．3に図6．5」の3測定点の長期計測結果を示すが，大きな列車荷重のかかる測定点2，

3で使用を開始した直後（323日）に沈下量が最大で4mm発生したが，その後は沈下量は

増大しておらず，安定した状態にあると考えられる．

di

沈下測定点1 DC－4杭 沈下測定点3

＿　ひずみ測定
@　　　　　　沈下測定点2

@　52500
500　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29600　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】9900　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150

50 ソイ‘tニント杭　　　　Φ　1200　　　　5＠　9900＝49500 50

肱

5700

口

’「’一’

列車留置図
ロロ

，）

5700　　　2150

図6．5．1実施工杭計測概要図
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表6．5．3DC・4杭のひずみの変動および軸力比較

項　　目

杭打設後

@54日
@杭のみ

杭打設後

@83日
纒剥H施工中

杭打設後

@263日
纒剥H完成

杭打設後

@323日
g用開始後

杭打設後

@354日
�ﾔ載荷時

杭打設後

@567日
�ﾔ載荷時

杭打設後

@698日
�ﾔ載荷時

鉄筋ひずみ測定値
@　　（μ）

0 72 256 290 343 280 317

ソイルセメントひずみ測定値

@　　（μ）
0 70 167 145 171 155 137

軸力計算値（kN） 0 169 584 650 769 630 705

設計荷重（kN） 0 282 498 498 701 701 701
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　6．6　まとめ

　実杭を用いた現場載荷試験の結果より，鉛直支持については，高圧噴射撹拝により十分

な地盤へのソイルセメントの食い込みが確保されることから，場所打ち杭に用いる設計値

を十分上回る支持力等が得られることがわかった．水平支持についてはモーメントの大き

くかかる杭頭部で付着破壊が起こり，比較的低い荷重で降伏し，極限に至った．これは，

表層部の地盤が軟弱であるため地盤反力がほとんど得られなかったことに起因していると

考えられる．

　施工試験については，施工性，施工速度，施工精度とも本施工法で十分に確保されるこ

とが確認された．また，実杭の計測による長期計測によれば，設置後2年以上の期間が経過

し，繰り返し荷重が載荷されてもひずみ，沈下量とも変動は少なく長期的な安定性が確保

されていると考えられる．
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7章　実構造物への適用

7．1　実設計の例

6章で述べたように，本杭の実杭の適用として，青森県八戸市の列車保守点検用のピ

ットの杭に適用した．これは，保守点検用ピットが背の低い構造物であり，地中に埋め

込まれた構造であるため，鉛直力に比べて水平力の割合が小さく，軸圧縮力に強い本杭

の適用に適していると考えられたためである．杭の諸元としては杭径1．2m，長さ10m，

薄肉鋼管径0．8m，薄肉鋼管厚1．6mm（直径に対する管厚比0．2％），ソイルセメント設

計基準強度1000kN／m2，軸方向鉄筋D　25～D32×16本（軸方向鉄筋比0．7～1．1％）の

杭であり，杭間隔10m，ピット横断方向に1列とした．当初，既製コンクリート杭（PHC

杭）の打ち込み杭（径0．35m，杭間隔2．5　m，2列）で考えていたものを変更した．杭一

本あたりの工事費は打ち込み杭より高いが，支持力が大きいため杭本数の大幅な低減が

可能となり，打ち込み杭に比べて53％の工事費の低減を図ることができた．

7．2　設計方法と設計上の留意点

　鉄道構造物設計標準基礎構造物（以下基礎標準）によれば，杭の設計は上部構造物を

安全に支持するとともに，有害な変位が生じないように設計する必要があり，そのため

には次のような条件を満足していなければならない．

①杭基礎に作用する外力に対して十分な支持力を有すること．

　②杭基礎および上部構造物の変位が制限値以内であること．

　③杭基礎の各部材が所要の耐力および耐久性を有すること．

　一般的な杭基礎の設計手順を図7．2．1に示す．この手順を大きく分けると前段の支持に

関する検討，中段の地震時における変形性能に関する検討，後段の杭体に作用する断面

力に対する杭体の設計の3つに分けられる．実際の設計では，地盤をモデル化し，杭頭

に上部構造物からの鉛直力，水平力，モーメントが作用させた解析を実施することとな

る．

　鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の設計については，基本的には基礎標準に準じて行うこ

ととし，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭特有の設計について，3～6章で得られた知見を

もとに以下のような設計方法を提案する

7．2．1　構成要素諸元

　3～5章で実施した載荷試験等により，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭の性能を発揮す

るためには，薄肉鋼管，ソイルセメント等の構成要素の諸元を規定する必要があること

が判明した．その諸元は以下の通りとする．

①薄肉鋼管にスパイラル管を用いた場合には，コルゲート管を用いた場合に比べて

　　ソイルセメントとの摩擦力等に劣るため，薄肉鋼管には，コルゲート管を用いるこ
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　ととする．また，薄肉鋼

　管の厚さが薄すぎると十

　分な拘束効果が得られな

　いため，薄肉鋼管は直径

　に対する厚さの比率が

　0．2％以上かつ軸方向鉄

　筋比の1！8以上のものを

　使用する．

②軸方向鉄筋量が多すぎ

　ると薄肉鋼管で拘束しき

　れないため，軸方向鉄筋

　の総断面積は，薄肉鋼管

　内部ソイルセメントの

　2．8％以下とする．

③ソイルセメント強度が

　低すぎると7．2．3，7．2．4で

　述べるように曲げ付着破

　壊の先行，薄肉鋼管とソ

　イルセメントとのすべり

　等が発生し，逆にソイル

　セメント強度が高すぎる

　と5．6．2で示したように

　圧縮力作用時の変形性能

　が十分に確保できないた

　め，ソイルセメントの設

　計基準強度は，1000～

　6000kNlm2とする．ただ

　し，杭先端については支

　圧破壊を防ぐため，これ

　より高強度のソイルセメ

　ントを用いてよい．

基礎形式等の決定

杭径，杭長，配置等の決定

@　設計荷重の計算

設計変位量・設計地盤反力の計算

No
変位≦制限値

@　　Yes
設計鉛直支持力・設計引抜力の計算

設計鉛直力≦設計鉛直支持力　　　　　　No

言計引抜力≦設計引抜抵抗力

@　　　　　　Y∋s

@　基礎の塑性率の計算

No
礎の塑性率≦塑性率の制限値

@　　　　　　Yes

基礎部材の断面力の算定

@　　　　　　　　　　　　　　　No設計断面力≦設計断面耐力

@　　　　　Y∋s

構造細目の決定

図7．2．1　杭基礎の設計手順

7．2．2　鉛直支持力および地盤反力係数

　鉄筋・鋼管ソイルセメントの杭体は，噴射式撹拝工法または機械式撹枠工法を用いて

地盤を撹拝し，造成するため，通常の場所打ち杭に比べて地盤のゆるみが少ない，周面

地盤への杭体のくいこみ量が大きい，杭先端にスライムがたまらない等の特徴が考えら
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れる．そのため，支持力，地盤反力係数については場所打ち杭よりも大きくなることが

予想され，本試験の結果でも，それらの値は，基礎標準の場所打ち杭の算定式による値

より大幅に大きくなった．しかしながら，現在まで実施されている鉛直載荷試験は，本

試験のみであるため，支持力等の算定にっいては，当面，安全側となる基礎標準の場所

打ち杭の設計法に準ずることとし，以下の通りとする．

①単杭の最大周面支持力の算定方法は，基礎標準の場所打ち杭に準ずるものとする．

②単杭の基準先端支持力の算定方法は，基礎標準の場所打ち杭に準ずるものとする．

③バネ定数を算定する際に用いる単杭の地盤反力係数の算定方法は，基礎標準の場

　　所打ち杭に準ずるものとする．

7．2．3　変形性能

　杭部材における変形性能は，M一φ関係で示される．曲げ繰返し載荷試験の結果，鉄

筋・鋼管ソイルセメント杭部材のM一φ関係は，付着せん断破壊が先行しない場合には，

軸方向鉄筋降伏時までは，軸方向鉄筋，ソイルセメントを全剛性K1で評価した線形関係

を示し，軸方向鉄筋降伏後は，付着切れにより降伏曲げモーメント以上の耐力を維持し

たまま，降伏時の曲率の10倍以上まで曲率が伸びることがわかった．交番載荷試験にお

いても部材角1110以上の変位まで，薄肉鋼管内部を考慮した降伏曲げモーメントを維持

することがわかった．

　これらの結果から，鉄筋・鋼管ソイルセメント杭のM一φ関係は，図7．2．2に示す通り

とする．鋤ま，7．2．4で求めたMuに等しいものとする．

M

My

Φy Φuニ10Φy

φ

図7．2．2　ソイルセメント杭部材のM一φ関係

7．2．4　杭体の設計

（1）曲げモーメントおよび軸力に対する設計断面耐力について

①軸方向圧縮耐力については，鉄筋の圧縮降伏強度，ソイルセメントの設計圧縮強

　度とそれぞれの断面積の積の和で求める．ただし，ソイルセメント設計圧縮強度は

　ソイルセメントの設計基準強度が1000～2000kNlm2の場合には設計基準強度，
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　　2000～4000kN／m2の場合には設計基準強度の1．2倍，4000～6000kN／m2の場合に

　　は設計基準強度の1．5倍とする

　②曲げモーメントまたは曲げモーメントと軸方向力を受ける部材の曲げ耐力は載荷

　　試験の結果をふまえ以下の通り計算する．

○載荷試験結果

　・曲げ繰返し載荷試験の結果，（3）で述べる曲げ付着破壊が発生しない場合には，鉄

　　筋降伏時までは，引張側のソイルセメントを含めて平面ひずみ状態を保つ．鉄筋が降

　　伏すると，鉄筋のひずみが急増し，平面ひずみ状態がくずれ，降伏時耐力を保ったま

　　ま変位は増大するが，鉄筋降伏時の曲率の10倍の曲率になっても耐力の大幅な低下

　　は見られない．

・交番載荷試験の結果　　（2）で述べる曲げ付着破壊が発生しない場合には鉄筋降伏時までは引

　張側のソイルセメントを含めて平面ひずみ状態を保つ．鉄筋が降伏すると，鉄筋のひずみが急増

　し，平面ひずみ状態！がくずれ変位は増大する．その後，薄肉鋼管外部のソイルセメントは脱落し，

　耐力は低下するが部材角1／10以上の変位まで，薄肉鋼管内部を考慮した降伏時耐力を維持する．

○計算法

　　（2）で述べる曲げ付着破壊が発生しない場合には，曲げ耐力は，軸方向鉄筋の降伏

耐力と，薄肉鋼管内部のソイルセメント全断面で考慮した破壊耐力の合計とし，次式で

表わされる．

Mu　＝M。y≠Mscu

M。7　＝Zs・（f。rd一σ。V（軸引張力作用時）

　　＝Zs・（f’。yd－o　。2　（軸圧縮力作用時）

Mscu＝Zc’θ倫一σscO（軸引張力作用時）

　　＝Zc’　（f’。。d一σ。cd（軸圧縮力作用時）

（7．1．1）

（7．1．2）

（7．1．3）

（7．1．4）

（7．1．5）

ここで，Mu　：曲げ耐力

　　　　M。r　：軸方向鉄筋降伏耐力

　　　　M。，u：薄肉鋼管内部ソイルセメント圧縮耐力

　　　　Zs　：軸方向鉄筋断面係数（中立軸は断面中央とし円

　　　　　　　管で換算する）

ん∂

ast

錫げ

Osc

：軸方向鉄筋設計引張降伏強度

：軸引張力による軸方向鉄筋発生引張応力度

：軸方向鉄筋設計圧縮降伏強度

：軸圧縮力による軸方向鉄筋発生圧縮応力度

：薄肉鋼管内部ソイルセメントの断面係数（中

立軸は断面中央とする）
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fscd

σ　sct

τ已

0　sac

：ソイルセメント設計圧縮強度（設計基準強度が

　1000～2000kN／m2の場合には設計基準強度，

　2000～4000kN／m2の場合には設計基準強度の

　1．2倍，4000～6000kN／m2の場合には設計基準強

　度の1．5倍とする）

：軸引張力によるソイルセメント発生引張応力度

：ソイルセメント設計引張強度（設計基準強度に

　等しい）

．軸圧縮力によるソイルセメント発生圧縮応力度

　これは，薄肉鋼管で拘束されたソイルセメントは，図3．229に示すような応カーひず

み関係を示すため，部材全体としては軸方向鉄筋降伏時までは，平面ひずみ状態を保ち，

中立軸は部材断面中心からほとんど移動せず，軸方向鉄筋，ソイルセメントのそれぞれ

が曲げモーメントを負担し，軸方向鉄筋降伏後は平面ひずみ状態がくずれるが降伏時の

曲げモーメントを負担しつづけるという挙動を反映させたものである．

　実設計における引張側最大応力時ひずみεtはソイルセメント設計基準強度にかかわ

らず0．002，圧縮側最大応力時ひずみε，は，設計基準強度が1000～2000kN／m2の場合に

は0．006，2000～4000kN／m2の場合には0．008，4000～6000kN／m2の場合には0．011，

圧縮側破壊ひずみは，設計基準強度が1000～2000kN／m2の場合には0．009，2000～4000

kNlm2の場合には0．012，4000～6000kN／m2の場合には0．0165とする．

（2）せん断の検討

①曲げ付着破壊は，せん断力が鉄筋付着力の合計を上回るときに発生するため，発

　　生せん断力は，曲げ付着破壊に関するせん断耐力以下とする．

　載荷試験結果より中立軸は，常に断面中央付近にあるため，曲げ付着破壊に関するせ

　ん断耐力は，次式であらわされる．（建造物設計標準同解説鉄筋コンクリート構造物

　39）42の4．3．1式に準じる）

s』＝ΣτiUi　di （7．1．6）

ここで，Su：付着破壊に関するせん断耐力（kN）

　　　　r：鉄筋とソイルセメントの付着力（kN／m2）

　　　　U：鉄筋の周長（m）

　　　　D：・断面中央からの距離（m）

鉄筋とソイルセメントの付着力τは，薄肉鋼管に拘束された時の値であり，鉄筋とソ
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イルセメントの付着試験よりソイルセメントの設計基準強度を用いて式（3．5．4）から求め

る．

②設計せん断耐力陥は，鉄道構造物設計標準コンクリート構造物の式（6．3．3）に従い

　算出した薄肉鋼管内部ソイルセメントの設計せん断耐力V．dと鉄道構造物設計標

　準複合構造物の式（6．3．1）に従い算出した薄肉鋼管の設計せん断耐力VSdにより，次

　式で表わされ，発生せん断力は，これを下回るものとする．

Vd＝レ㌧cげ≠γ』ゴ （7．1．7）

ここで，Vd：設計せん断耐力

　　　V．d：薄肉鋼管内部ソイルセメントの設計せん断耐力

　　　　V。d：薄肉鋼管の設計せん断耐力

（3）周面支持力を発揮するためのソイルセメント圧縮強度

　ソイルセメント改良径で最大周面支持力を期待するためには，ソイルセメント改良体

と薄肉鋼管とのすべりの発生を防止する必要がある．そのため，ソイルセメントー軸圧

縮強度は，次式で求めた値以上とする必要がある．

σck　≧10　r・rrat （7．1．8）

ここで，　σCk　：ソイルセメントの一軸圧縮強度（kN／m2）

　　　　　r　　：ソイルセメント改良径での周面支持力度（kN／m2）

　　　　　r愉　：ソイルセメント改良径の薄肉鋼管に対する比

ソイルセメントへの地盤からの周面支持力度を基礎標準に示す場所打ち杭の最大周面

支持力度rで算定すると，改良径と薄肉鋼管径の比が1．1倍の場合には，N値10の地盤

で550～1100kN／m2，十分強固な地盤で2200　kN／m2のソイルセメントー軸圧縮強度が必

要となる．

7．2．5　設計上の留意点

実設計を行う際の鉄筋・鋼管ソイルセメント杭特有の留意点をあげると以下の通りと

なる．

①部材設計においては，軸圧縮力に比べて曲げに弱い．これは曲げ破壊より先に，

　　ソイルセメントと鉄筋の付着切れにともなう曲げ付着破壊が発生しやすいためで

　　あり，ソイルセメントー軸圧縮強度3000kNlm2程度では，軸方向鉄筋比を3％以上
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　に増やしても曲げ耐力は向上しない．また，同一寸法の断面では，鉄筋コンクリー

　ト杭に比べて曲げ耐力は低いが変形性能は大きい．そのため，地震時より，常時，

　一時の荷重状態の検討で部材寸法が決まる可能性が高くなる．

②杭体の設計を行う際に考慮するソイルセメントは薄肉鋼管内部のみとする．4．9

　で述べたように薄肉鋼管外部のソイルセメントを降伏時の耐力に見込むことは可能

　であるが，実際の杭では薄肉鋼管外部は撹拝混合が一度しか行われずソイルセメン

　トの均質性に劣ると考えられるため杭体の設計には考慮しないこととした．

③支持力の検討では，曲げに弱いことから鉛直支持に比べて，水平支持が小さくな

　る．このことは，6章の現場載荷試験において鉛直支持力が6000kN以上となった

　のに対し，水平支持力が500kN程度にとどまったことからも推測される．大きな水

　平力を受ける構造物に適用する場合には，普通鋼管による杭頭補強等の処置が必要

　となると考えられる．また，地盤への支持面積を増やすために薄肉鋼管に比べて広

　い範囲を改良する方法も考えられる．

④地震力等の水平力に対して，既存のコンクリート杭に比べて耐力よりも変形で対

　応する構造となるため，変形が大きくなることが想定される．そのため，変位の制

　限のある構造物の設計にあたっては，既存の杭を用いた構造物に比べて注意する必

　要がある．

7．3　耐震設計上の優位性

現在の鉄道構造物の設計は，許容応力度設計法から限界状態設計法にほぼ移行してい

る．限界状態設計法は使用，疲労，終局等の各限界状態の安全性を検討するものである

が，地震時終局限界状態で構造物の設計が決まることが多い．

　地震時の構造物の設計の考え方の変遷を図7．3．1に示すが，特に阪神大震災以後，最大

加速度2000ga1に対応する耐震性能を必要とする設計となり，柱部材であれば，降伏時

変形の10倍の変形が発生した場合でも脆性的な破壊が生じないことが求められている．

　一方，本杭は，拘束したソイルセメントを杭材料に使うことにより，ソイルセメント

の変形性能がコンクリートより大きいこと，拘束によりさらに変形性能が向上すること

により鉄筋コンクリート杭に比べて大きな変形性能を得ることができるのではないか

と考え，検討を行ってきたが，図4．8．2で示したように同程度の断面を持つ鉄筋コンクリ

ート柱に比べて2倍以上，部材角で1／10以上の変形性能を得られることがわかった．こ

れらの部材変形特性より，7．2で設計した杭体は現行の大地震時の設計で要求される変形

性能を十分に満たしていることがわかる．なお，地盤中では変形により地盤の抵抗力が

期待できるため空気中より発生断面力が低減される．そのため，変形性能が高い部材を

杭に使用することは柱に使用する場合よりさらに有利になると考えられ，鉄筋・鋼管ソ

イルセメント杭の耐震設計上の優位性は非常に高いと考えられる．
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図7．3．1　耐震設計と変形性能の変遷
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8章　結論

　これまで主に地盤改良に用いられてきたソイルセメントを薄肉鋼管と組合せた複合構造

とすることにより，杭部材として適用できるのではないかと考え，載荷試験，解析等によ

る研究をすすめてきた．

　2章では薄肉鋼管一ソイルセメント複合構造を用いた杭の構造を定義し，施工法につい

ても検討を行い，交差噴流式撹拝工法による芯材同時埋め込み方式を採用することとした．

　3章では，ソイルセメント等の本構造の構成要素の基本的な特性を把握した．特に薄肉

鋼管に拘束されたソイルセメントの応カーひずみ関係を明らかにし，拘束により，圧縮強

度の増加，破壊ひずみ等の大幅な伸びが期待できることが判明した．また，圧縮強度の増

加，破壊ひずみ等の伸びは，一軸圧縮強度の違いにより差異があることがわかり，その原

因はダイレイタンシーによる拘束圧の発生によるものではないかと考え，5章の三軸圧縮

試験によりそのメカニズムを詳細に調べることとした．なお，部材諸元としては，一軸圧

縮強度2000～6000kN／m2のソイルセメント，薄肉鋼管厚の直径に対する比率が0．3％程度

の薄肉鋼管を用いれば，ソイルセメントの圧縮特性に拘束効果を発揮できるということが

判明した．

　4章では，3章で明らかになった拘束効果の発揮できる構造をもつ試験体を製作し，各

種部材載荷試験等に取り組んだ．

　圧縮特性については，圧縮耐力は3章で明らかになったソイルセメントの強度の増加を

見込めば，ソイルセメント，軸方向鉄筋，薄肉鋼管の圧縮強度を足し合わせて評価できる

ことがわかった．

　曲げ特性については，曲げ破壊と曲げ付着破壊の両方の検討が必要であることがわかっ

た．また，曲げ耐力は，曲げ破壊と曲げ付着破壊のどちらが先行するかで決定され，それ

には軸方向鉄筋とソイルセメントの付着切れが大きな影響を及ぼすことがわかった．

　曲げ破壊が先行する場合の曲げ破壊については，全断面を有効とした軸方向鉄筋降伏時

の曲げモーメントで曲げ耐力を求めることができること，軸方向鉄筋降伏後は軸方向鉄筋

とソイルセメントの付着切れが進行するが急激な耐力の低下は発生しないことがわかった．

また，鉄筋コンクリート部材では，曲げ付着破壊はあまり発生しないが，本構造ではコン

クリートより強度の低いソイルセメントを用いるため，曲げ付着破壊が顕著に発生するこ

と，曲げ付着破壊が先行する場合の曲げ耐力は，薄肉鋼管の拘束効果を考慮した軸方向鉄

筋とソイルセメント間の摩擦力より算出できることがわかった．

　部材の変形性能については付着切れの影響が顕著であり，軸方向鉄筋の降伏後は付着切

れをともないながら変形が伸びていくことから部材角で1110以上の変形性能が得られるこ

とがわかった．

　5章では，拘束されたソイルセメントの圧縮特性について三軸圧縮試験を実施し詳細に

調べた．3章で仮定した拘束されたソイルセメントの応カーひずみ関係が三軸圧縮試験の
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結果でよく説明できることがわかった．また，ソイルセメントには，軟岩に似たひずみ硬

化軟化型の応カーひずみ関係とダイレイタンシー挙動があることが判明した．そこで，こ

れらの関係を足立・岡の弾塑性構成式で再現できるのではないかと考え，シミュレーショ

ンを行った．その結果，三軸圧縮試験により得られた材料パラメータを用いることにより

ソイルセメントの圧縮特性を足立・岡の弾塑性構成式で良く再現することができた．次に，

拘束圧がひずみに応じて変化する薄肉鋼管一ソイルセメント複合構造の圧縮試験の結果を

足立・岡の弾塑性構成式を用いた有限要素法解析でシミュレートしたところ，荷重一変位

関係等を良く再現することができた．さらに，薄肉鋼管の厚さ，ソイルセメント配合を変

化させたパラメトリックスタディーを実施し，これらのパラメータが薄肉鋼管一ソイルセ

メント複合構造の圧縮特性に与える影響を把握した．

　6章では，現場載荷試験を用いて支持力等を解明した．載荷試験一例の結果ではあるが，

鉛直支持に関しては，場所打ち杭に準じた支持力，地盤反力係数が確保できることがわか

った．また，現場での施工性，長期安定性等については，施工試験及び実杭の計測により

確認したが，十分な施工性，長期安定性があることが確認された．

　7章では，2章から6章の検討結果をふまえ設計方法，設計上の留意点，耐震上の優位

性としてまとめた．

　今後の課題としては，ソイルセメントを杭体の材料として使用するため安定して均質な

ソイルセメントを造成するための地盤改良法，三軸圧縮試験で明らかになった大きなひず

み領域でのダイレイタンシー挙動を生かすために軸方向鉄筋のないソイルセメントと薄肉

鋼管のみの構造の活用方法，圧縮力に比べて曲げに対して弱い部材特性の解消等があげら

れる．また，粘性土を材料とした場合等の三軸圧縮試験の追加によるソイルセメント圧縮

特性のさらなる解明，地盤との相互作用の解明のための現場載荷試験結果のシミュレーシ

ョン，大きな変形性能を耐震性能の向上に結びつけるための動的解析等も必要であると考

えられる．
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　京都大学名誉教授　足立紀尚先生（現，地域地盤環境研究所理事長）には，東日本旅客

鉄道㈱において部材実験を繰り返していた筆者に京都大学大学院工学研究科博士後期課程

における研究を勧めていただくとともに，研究に対する基本的な姿勢を御指導頂きました．

心より感謝の意を表します．

　京都大学助教授木村亮先生，京都大学助教授小高猛司先生には，本研究の遂行にあ

たり，御指導ならびにあたたかい御助言を賜りました．また，岐阜大学助教授，張鋒先生

には，有限要素法等の解析について御指導頂きました．ここに感謝の意を表します．

　京都大学助手中島伸一郎先生には，ソイルセメントの三軸圧縮試験に関して直接御指

導して頂くとともに，解析面での御助言等を頂きました．心より感謝いたします．

　京都大学技官矢野隆夫先生には，三軸圧縮実験に関して試験体作製方法，高圧三軸圧

縮試験機の使い方など多大なる御指導を頂きました．心より感謝いたします．



　筆者の在籍しておりました東日本旅客鉄道㈱建設工事部構造技術センターの石橋忠良所

長には，本研究に関して多大なる御指導を頂いたことはもちろんのこと，京都大学大学院

工学研究科博士後期課程において研究する機会を与えて頂いたことに心より感謝いたしま

す．

　筆者にこのような機会を与えて下さった東日本旅客鉄道㈱橋口誠之常務取締役，林康雄

投資計画部長，山崎隆司建設工事部担当課長，中井雅彦投資計画部担当課長，淺見郁樹盛

岡支社総務部長をはじめとする会社幹部の皆様に心より感謝いたします．

　東日本旅客鉄道㈱東京工事事務所工事管理室増田達室長，建設工事部構造技術センター

の伊藤昭夫担当課長，東北工事事務所工事管理室古山章一副課長をはじめとした構造技術

センターの現役，OBの皆様には，研究の遂行にあたりたいへんお世話になりました．ま

た，研究開発センター，東京工事事務所工事管理室試験室，東北工事事務所工事管理室，

八戸工事区の皆様には，部材載荷試験，現場載荷試験の面でたいへんお世話になりました．

心より感謝いたします．

　鉄道総合技術研究所小西真治トンネル研究室長には，京都大学大学院工学研究科博士後

期課程に在学する先輩として様々な面で御指導頂きました．心より感謝の意を表します．

　土質力学研究室に在籍した4年間の中で，多くの学生の皆様に様々な面で御支援を頂き

ました．心より感謝の意を表します．

　最後に，筆者が論文作成に没頭できる家庭環境を作り，支援してくれた妻純子と遊びに

連れていけなくても我慢してくれた2人の娘美香帆，柚希に感謝します．


